
国立大学法人等の中期目標変更原案について 

２法人から中期目標変更の意見があり、変更内容については以下のとおり。 

〇 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 ２法人 

・国際卓越研究大学に認定されたことに伴う変更 １法人

（東北大学）

・一法人に統合したことに伴う変更 １法人

（東京科学大学）

　資料Ⅰ 
国立大学法人評価委員会 
総会（第 78 回）R7.3.4 
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国立大学法人等の中期目標変更原案について

○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 ２法人

・国際卓越研究大学に認定されたことに伴う変更 １法人

番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

10 

東
北
大
学 

（前文）法人の基本的な目標 

東北大学は、開学以来の「研究第一」の伝

統、「門戸開放」の理念及び「実学尊重」の精

神を基に、数々の教育研究の成果を挙げてき

た実績を踏まえ、これらの伝統、理念等を積

極的に継承するとともに、大学経営の革新を

図ることにより、「教育」、「研究」、「社会との

共創」の好循環をより高い次元で実現するこ

とを目指す。すなわち、第 4 期中期目標期間

においては、世界と伍していく研究大学とし

て、その先導的役割にふさわしい経営革新と

以下に掲げる基本的な目標の実現を通じ、新

たな大学像の確立を目指す。さらに、東日本

大震災の被災地の中心に所在する総合大学の

使命として、震災復興の取組を基盤に、その

先の持続可能で心豊かなグリーン未来社会の

実現に貢献することを目指す。 

（以下略） 

（前文）法人の基本的な目標 

東北大学は、開学以来の「研究第一」の伝

統、「門戸開放」の理念及び「実学尊重」の精

神を基に、世界トップレベルの研究成果の創

出、指導的人材の育成、社会の多様なパート

ナーとの協働を通じて、平和で公正な人類社

会の実現に貢献してきた。これらの伝統、理

念等を積極的に継承するとともに、国際卓越

研究大学として経営の革新を図るとともに、

「教育」、「研究」、「社会との共創」の好循環

をより高い次元で実現し、知、人材、社会価

値を創出する世界に開かれた創造のプラット

フォームとなり、持続可能な未来の実現に貢

献することを目指す。すなわち、第 4 期中期

目標期間においては、世界と伍していく国際

卓越研究大学として、その先導的役割にふさ

わしい経営革新と以下に掲げる基本的な目標

の実現を通じ、新たな研究大学像の確立を目

指す。さらに、東日本大震災の被災地の中心

に所在する総合大学の使命として、震災復興

の取組を基盤に、その先の持続可能で心豊か

なグリーン未来社会の実現に貢献することを

目指す。 

（以下略） 

国際卓越研究大

学の認定、国際

卓越研究大学研

究等体制強化計

画の認可に伴う

中期目標の変更 

・一法人に統合したことに伴う変更 １法人

番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

28 

東

京

科

学

大

学 

（前文）法人の基本的な目標 

大学に求められていることは何か。それは

現代社会が直面している深刻な課題に真正面

から向き合い、解決に向けて対処しながら、

その学問と実践を通じて、その課題の原因を

深く探求するとともに、より良き未来社会を

構想し、実現していく社会的な拠点となるこ

とである。気候変動や地球環境問題、水・食

料を含めた資源保全、貧富や教育機会の格差

拡大などの地球規模の課題、急速な少子高齢

化、グローバル化への対応などの我が国・社

会における課題の深刻さは変わっていない。

一方で人類は、COVID-19の地球規模でのまん

延によって、これまでの人間社会のあり方、

経済活動を含めた人と人との関係性の再定義

を余儀なくされた。その中で大学の役割にも

かつてないほどの知の創出と実践のダイナミ

ズムが求められている。 

（前文）法人の基本的な目標  
 東京科学大学は、ともに指定国立大学法人

であった東京工業大学と東京医科歯科大学（

以下「両大学」）の強い意志のもと、令和６年

10月に統合を果たし、１法人１大学として歩

みを始めた。 

東京工業大学と

東京医科歯科大

学の法人統合に

伴い、両大学の第

４期中期目標に

ついても内容を

統合する。 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

東京工業大学は、「根本学理の素養に重きを

置きこれを活用して実地の問題に関する判断

を誤らない実際的有能の技術家をつくる」こ

とを育英方針として建学され、産業を創出し

牽引する多くの科学・技術者を育み、我が国

の基幹産業の創成と発展を担うとともに、最

先端の研究成果を創出してきた。こうした歴

史と実績を背景に、創立150周年に向かう10年

間の始まりに当たる第４期中期目標期間にお

いて指定国立大学法人東京工業大学は、これ

までも実績のある社会課題解決への貢献のみ

ならず、平成30年に策定したコミットメント

「多様性と寛容」「協調と挑戦」「決断と実行

」を基本理念として、先陣を切って科学技術

のあり方を再定義し、未来社会をダイナミッ

クに構想し、新時代の科学技術と社会像を提

示し実現していく。さらに、これらを推進す

る基盤として、中期目標期間はもとより、そ

れを越えた継続的発展を目指す経営ビジョン

のもと、業務運営の効率化、財務内容の改善

、自己点検・評価と内部統制を一層進めると

ともに、特に重視すべきステークホルダーを

意識しつつ、これらの理解と信頼を得る法人

経営を実現する。 

第４期中期目標期間における目標設定では

、取り組むべき事項を網羅的に提示するので

はなく、指定国立大学法人東京工業大学がこ

の６年間に特に変革を進め、特色化を図る項

目のみを選択した。これら以外に、世界最高

峰の理工系総合大学の実現に向けて東京工業

大学を持続的に発展させるため、これまでも

実施してきた取組や、６年間の中期目標期間

を越えてより長期的視点で成果が得られるで

あろう多くの取組が当然に存在する。こうし

た取り組みも、適切な内部統制の下、第４期

中期目標期間に着実に実施していくことで、

激動の時代における真の変革拠点としての東

京工業大学を実現していきたい。 

東京工業大学は、「根本学理の素養に重きを

置きこれを活用して実地の問題に関する判断

を誤らない実際的有能の技術家をつくる」こ

とを育英方針として 1881年に建学され、多く

の科学・技術者の育成を通して我が国の基幹

産業の創成と発展を担うとともに、最先端の

研究成果を創出してきた。 

令和４年に策定した第４期中期目標期間にお

いては、「多様性と寛容」「協調と挑戦」「決断

と実行」を基本理念として、先陣を切って科

学技術のあり方を再定義し、未来社会をダイ

ナミックに構想し、新時代の科学技術と社会

像を提示し実現していくことを目標とした。

一方、東京医科歯科大学は、1928年に開学

し、「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢

献する」という基本理念の下に、教育・研究

・医療の充実を図り、多くの医療人や科学者

を輩出し、最先端医歯学の研究成果を創出し

てきた。また、新型コロナウイルス感染症へ

の対応など、診療を通して社会に大きく貢献

してきた。第４期中期目標期間においては、

臨床医学を基盤とする世界に冠たる医療系総

合大学への飛躍を目指し、得られた教育・研

究・臨床の成果を広く社会に還元することな

どを目標とした。 
東京科学大学は、このような両大学の歴史

や文化、理念や目標を受け継ぎ、国際的に卓

越した教育研究拠点として真にグローバルな

大学を目指して設立された。現代社会は、地

球環境問題やパンデミックなど様々な深刻な

課題に直面しているが、大学は、これらの課

題に向き合い、学問と実践を通じて、より善

き未来社会を実現していく社会的な拠点とな

ることが求められている。東京科学大学では

、かかる社会的要請のもと、『「科学の進歩」

と「人々の幸せ」とを探求し、社会とともに

新たな価値を創造人する』ことをミッション

とする。具体的には、「学術と社会の進歩を担

う科学人材の育成」、「科学の力を社会に還元

し、社会から洞察を得る双方向成長モデルの

実現」、「世界トップクラスの科学技術系総合

大学としての持続的発展」を目標とし、理学

・工学・医歯看護学・人文社会学などの学問

の壁を取り払い、全領域の叡智を総動員して

真理を追求する。また、科学（原理の探求）

と技術（科学の応用）をともに希求し、科学

を旗印とする大学として、向かう未来の姿を

マルチスケールで考え、その姿を実現する役

割を担う。さらに、多領域に亘る学術研究と
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

◆ 中期目標の期間

中期目標の期間は、令和４年４月１日～令和

10年３月31日までの６年間とする。

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 

１ 社会との共創 

大綱② 世界トップクラスに比肩する研究大学

を目指して、戦略的に国際的なプレゼンスを

高める分野を定め、国内外の優秀な研究者や

学生を獲得できる教育研究環境（特別な研究

費、給与等）を整備する。併せて、データ基

盤を含む最先端の教育研究設備や、産学官を

越えた国際的なネットワーク・ハブ機能等の

知的資産が集積する世界最高水準の拠点を構

築する。② 

大綱③ 我が国の持続的な発展を志向し、目指

すべき社会を見据えつつ、創出される膨大な

知的資産が有する潜在的可能性を見極め、そ

の価値を社会に対して積極的に発信すること

で社会からの人的・財政的投資を呼び込み、

教育研究を高度化する好循環システムを構築

する。③ 

実践の融合で、社会問題の解決、新しい学知

の創出、産業構造の変革を先導する。 
第４期中期目標期間においては、両大学の掲

げていた目標を達成するとともに、大学の実

質的な組織融合を迅速に果たし、国際的に卓

越した大学となるための基礎を確立する。研

究においては、社会の課題解決や世界を豊か

にするために必要な研究領域の抽出や分析を

担う組織を設置するとともに、これらの研究

に焦点を当てるディシプリン横断型のビジョ

ン実現融合研究組織を立ち上げる。かかる基

盤の上で、多彩な学問領域が融合するコンバ

ージェンスサイエンスを展開し、新学術や新

産業の創成や、感染症・カーボンニュートラ

ルなどの社会課題への対応に挑戦する。教育

においては、教養教育の充実、教育の国際化

を進めるとともに、新大学の特色として、融

合研究組織をベースにした大学院生向けカリ

キュラムの充実や医歯理工共修を図る。ガバ

ナンスにおいては、世界標準のガバナンス体

制を構築し、自由・フラット・Diversity
Equity and Inclusionを揺るぎない価値観とす

る文化を醸成する。また、社会の求める研究

成果の還元によって得られる収益などを、研

究開発・人材育成に再投資する財務基盤の整

備を行う。これらの取り組みを着実に実現し

ていくことで、世界トップクラスの大学に発

展させていきたい。 

◆ 中期目標の期間

中期目標の期間は、令和４年４月１日～令和

10年３月31日までの６年間とする。

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 

１ 社会との共創 

（１）世界トップクラスに比肩する研究大学

を目指して、戦略的に国際的なプレゼンスを

高める分野を定め、国内外の優秀な研究者や

学生を獲得できる教育研究環境（特別な研究

費、給与等）を整備する。併せて、データ基

盤を含む最先端の教育研究設備や、産学官を

越えた国際的なネットワーク・ハブ機能等の

知的資産が集積する世界最高水準の拠点を構

築する。②

（２）我が国の持続的な発展を志向し、目指

すべき社会を見据えつつ、創出される膨大な

知的資産が有する潜在的可能性を見極め、そ

の価値を社会に対して積極的に発信すること

で社会からの人的・財政的投資を呼び込み、

教育研究を高度化する好循環システムを構築

する。③
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

２ 教育 

大綱⑥ 特定の専攻分野を通じて課題を設定し

て探究するという基本的な思考の枠組みを身

に付けさせるとともに、視野を広げるために

他分野の知見にも触れることで、幅広い教養

も身に付けた人材を養成する。（学士課程）⑥ 

大綱⑦ 研究者養成の第一段階として必要な研

究能力を備えた人材を養成する。高度の専門

的な職業を担う人材を育成する課程において

は、産業界等の社会で必要とされる実践的な

能力を備えた人材を養成する。（修士課程）⑦ 

大綱⑧ 深い専門性の涵養や、異なる分野の研

究者との協働等を通じて、研究者としての幅

広い素養を身に付けさせるとともに、独立し

た研究者として自らの意思で研究を遂行でき

る能力を育成することで、アカデミアのみな

らず産業界等、社会の多様な方面で求められ

、活躍できる人材を養成する。（博士課程）⑧ 

大綱⑨ 特定の職業分野を牽引することができ

る高度専門職業人や専門職を担う実践的かつ

応用的な能力を持った人材など、社会から求

められる人材を養成する。（専門職学位課程）

⑨ 

大綱⑪ データ駆動型社会への移行など産業界

や地域社会等の変化に応じて、社会人向けの

新たな教育プログラムを機動的に構築し、数

理・データサイエンス・AIなど新たなリテラ

シーを身に付けた人材や、既存知識をリバイ

ズした付加価値のある人材を養成することで

、社会人のキャリアアップを支援する。⑪

２ 教育 

（３）特定の専攻分野を通じて課題を設定し

て探究するという基本的な思考の枠組みを身

に付けさせるとともに、視野を広げるために

他分野の知見にも触れることで、幅広い教養

も身に付けた人材を養成する。（学士課程）⑥

（４）研究者養成の第一段階として必要な研

究能力を備えた人材を養成する。高度の専門

的な職業を担う人材を育成する課程において

は、産業界等の社会で必要とされる実践的な

能力を備えた人材を養成する。（修士課程）⑦

（５）深い専門性の涵養や、異なる分野の研

究者との協働等を通じて、研究者としての幅

広い素養を身に付けさせるとともに、独立し

た研究者として自らの意思で研究を遂行でき

る能力を育成することで、アカデミアのみな

らず産業界等、社会の多様な方面で求められ

、活躍できる人材を養成する。（博士課程）⑧

（６）特定の職業分野を牽引することができ

る高度専門職業人や専門職を担う実践的かつ

応用的な能力を持った人材など、社会から求

められる人材を養成する。（専門職学位課程）

⑨

（７）医師や学校教員など、特定の職業に就

く人材養成を目的とした課程において、当該

職業分野で求められる資質・能力を意識し、

教育課程を高度化することで、当該職業分野

を先導し、中核となって活躍できる人材を養

成する。⑩ 

（８）データ駆動型社会への移行など産業界

や地域社会等の変化に応じて、社会人向けの

新たな教育プログラムを機動的に構築し、数

理・データサイエンス・AIなど新たなリテラ

シーを身に付けた人材や、既存知識をリバイ

ズした付加価値のある人材を養成することで

、社会人のキャリアアップを支援する。⑪

（９）世界トップクラスに比肩する研究大学

を目指すために、教育研究活動についての国

際アウトリーチ活動や卒業・修了後のネット

ワーク拡充を介して優秀な留学生の獲得を目

指す。また、ポストコロナ時代に即した学生

の海外交流の拡大を通じて、異なる価値観に

触れ、国際感覚を持った人材を養成する。さ

らに、国際貢献の一環として、海外の大学と

連携して教育・研修プログラムを海外へ提供

するシステムを構築する。⑫ 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

３ 研究 

大綱⑭ 真理の探究、基本原理の解明や新たな

発見を目指した基礎研究と個々の研究者の内

在的動機に基づいて行われる学術研究の卓越

性と多様性を強化する。併せて、時代の変化

に依らず、継承・発展すべき学問分野に対し

て必要な資源を確保する。⑭ 

大綱⑮ 地域から地球規模に至る社会課題を解

決し、より良い社会の実現に寄与するため、

研究により得られた科学的理論や基礎的知見

の現実社会での実践に向けた研究開発を進め

、社会変革につながるイノベーションの創出

を目指す。⑮ 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する

重要事項 

大綱⑱ 国内外の大学や研究所、産業界等との

組織的な連携や個々の大学の枠を越えた共同

利用・共同研究、教育関係共同利用等を推進

することにより、自らが有する教育研究イン

フラの高度化や、単独の大学では有し得ない

人的・物的資源の共有・融合による機能の強

化・拡張を図る。⑱

大綱⑲ 学部・研究科等と連携し、全国あるい

は地域における先導的な教育モデルを開発し

、その成果を展開することで学校教育の水準

の向上を目指す。（附属学校）⑲ 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

大綱㉑ 内部統制機能を実質化させるための措

置や外部の知見を法人経営に生かすための仕

組みの構築、学内外の専門的知見を有する者

の法人経営への参画の推進等により、学長の

リーダーシップのもとで、強靭なガバナンス

体制を構築する。㉑

３ 研究 

（10）真理の探究、基本原理の解明や新たな

発見を目指した基礎研究と個々の研究者の内

在的動機に基づいて行われる学術研究の卓越

性と多様性を強化する。併せて、時代の変化

に依らず、継承・発展すべき学問分野に対し

て必要な資源を確保する。⑭

（11）地域から地球規模に至る社会課題を解

決し、より良い社会の実現に寄与するため、

研究により得られた科学的理論や基礎的知見

の現実社会での実践に向けた研究開発を進め

、社会変革につながるイノベーションの創出

を目指す。⑮

（12）若手、女性、外国人など研究者の多様

性を高めることで、知の集積拠点として、持

続的に新たな価値を創出し、発展し続けるた

めの基盤を構築する。⑰ 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する

重要事項 

（13）国内外の大学や研究所、産業界等との

組織的な連携や個々の大学の枠を越えた共同

利用・共同研究、教育関係共同利用等を推進

することにより、自らが有する教育研究イン

フラの高度化や、単独の大学では有し得ない

人的・物的資源の共有・融合による機能の強

化・拡張を図る。⑱

（14）学部・研究科等と連携し、全国あるい

は地域における先導的な教育モデルを開発し

、その成果を展開することで学校教育の水準

の向上を目指す。（附属学校）⑲

（15）世界の研究動向も踏まえ、最新の知見

を生かし、質の高い医療を安全かつ安定的に

提供することにより持続可能な地域医療体制

の構築に寄与するとともに、医療分野を先導

し、中核となって活躍できる医療人を養成す

る。（附属病院）⑳ 

（16）感染症に強い社会を実現するために、

教育・研究・診療を充実させ、社会に還元す

る。【独自】 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（17）内部統制機能を実質化させるための措

置や外部の知見を法人経営に生かすための仕

組みの構築、学内外の専門的知見を有する者

の法人経営への参画の推進等により、法人の

長のリーダーシップのもとで、強靭なガバナ

ンス体制を構築する。㉑
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

大綱㉒ 大学の機能を最大限発揮するための基

盤となる施設及び設備について、保有資産を

最大限活用するとともに、全学的なマネジメ

ントによる戦略的な整備・共用を進め、地域

・社会・世界に一層貢献していくための機能

強化を図る。㉒

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

大綱㉓ 公的資金のほか、寄附金や産業界から

の資金等の受入れを進めるとともに、適切な

リスク管理のもとでの効率的な資産運用や、

保有資産の積極的な活用、研究成果の活用促

進のための出資等を通じて、財源の多元化を

進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併

せて、目指す機能強化の方向性を見据え、そ

の機能を最大限発揮するため、学内の資源配

分の最適化を進める。㉓

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況に

ついて自ら行う点検及び評価並びに当該状況

に係る情報の提供に関する事項 

大綱㉔ 外部の意見を取り入れつつ、客観的な

データに基づいて、自己点検・評価の結果を

可視化するとともに、それを用いたエビデン

スベースの法人経営を実現する。併せて、経

営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評

価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社

会発展への貢献等を含めて、ステークホルダ

ーに積極的に情報発信を行うとともに、双方

向の対話を通じて法人経営に対する理解・支

持を獲得する。㉔

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

大綱㉕ AI・RPA（Robotic Process 

Automation）をはじめとしたデジタル技術の

活用や、マイナンバーカードの活用等により

、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を

高度化するとともに、事務システムの効率化

や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要

な業務運営体制を整備し、デジタル・キャン

パスを推進する。㉕ 

（18）大学の機能を最大限発揮するための基

盤となる施設及び設備について、保有資産を

最大限活用するとともに、全学的なマネジメ

ントによる戦略的な整備・共用を進め、地域

・社会・世界に一層貢献していくための機能

強化を図る。㉒

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

（19）公的資金のほか、寄附金や産業界から

の資金等の受入れを進めるとともに、適切な

リスク管理のもとでの効率的な資産運用や、

保有資産の積極的な活用、研究成果の活用促

進のための出資等を通じて、財源の多元化を

進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併

せて、目指す機能強化の方向性を見据え、そ

の機能を最大限発揮するため、学内の資源配

分の最適化を進める。㉓

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況に

ついて自ら行う点検及び評価並びに当該状況

に係る情報の提供に関する事項 

（20）外部の意見を取り入れつつ、客観的な

データに基づいて、自己点検・評価の結果を

可視化するとともに、それを用いたエビデン

スベースの法人経営を実現する。併せて、経

営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評

価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社

会発展への貢献等を含めて、ステークホルダ

ーに積極的に情報発信を行うとともに、双方

向の対話を通じて法人経営に対する理解・支

持を獲得する。㉔

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

（21）AI・RPA（Robotic Process Automation）

をはじめとしたデジタル技術の活用や、マ

イナンバーカードの活用等により、業務全

般の継続性の確保と併せて、機能を高度化

するとともに、事務システムの効率化や情

報セキュリティ確保の観点を含め、必要な

業務運営体制を整備し、デジタル・キャンパ

スを推進する。㉕
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  国立大学法人等の中期計画変更案について 

 

６５法人から中期計画変更案の提出があり、変更内容については以下のとおり。 

 

＜中期計画本文の変更＞ 
〇 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 １８法人 

・重点的に取り組む新たな構想が具体化したことに伴う変更 ４法人 

（福島大学、お茶の水女子大学、金沢大学、神戸大学）    

・国際卓越研究大学の認定に伴う別紙予算、収支計画、資金計画の変更  １法人 

（東北大学）    

・法人統合に伴う変更 １法人 

  （東京科学大学）  

・大学・高専機能強化支援事業の選定に伴う変更 １２法人  

（福島大学、茨城大学、筑波大学、横浜国立大学、新潟大学、名古屋工業大学、三重 

大学、大阪大学、神戸大学、広島大学、東海国立大学機構、奈良国立大学機構） 

 

〇 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 １８法人 

（北海道大学、福島大学、東京大学、東京外国語大学、東京科学大学、東京海洋大学、 

横浜国立大学、福井大学、山梨大学、信州大学、島根大学、高知大学、九州大学、佐 

賀大学、熊本大学、鹿児島大学、琉球大学、東海国立大学機構） 

 

〇 その他の変更 

・学内組織・制度等の名称決定等に伴う変更 ７法人 
（弘前大学、秋田大学、福島大学、一橋大学、富山大学、滋賀医科大学、宮崎大学） 

 
   ・評価指標の目標値の確定等に伴う変更 ５法人 
   （一橋大学、富山大学、名古屋工業大学、高知大学、情報システム研究機構） 
 

・表現の適正化等その他の変更 ３法人 
（東京外国語大学、神戸大学、鳴門教育大学） 

 
＜中期計画別表の変更＞ 

〇 教育研究組織の設置等に伴う変更 ５３法人 

・教育研究組織の設置・改組に伴う変更 ５２法人 
（北海道教育大学、岩手大学、東北大学、秋田大学、山形大学、福島大学、茨城大学、 
筑波大学、筑波技術大学、群馬大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、電気通信 
大学、一橋大学、横浜国立大学、新潟大学、金沢大学、福井大学、山梨大学、静岡大 
学、浜松医科大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、三重大学、滋賀大学、滋賀 
医科大学、京都大学、大阪大学、大阪教育大学、神戸大学、和歌山大学、鳥取大学、 
島根大学、岡山大学、広島大学、山口大学、徳島大学、高知大学、福岡教育大学、佐 
賀大学、長崎大学、熊本大学、香川大学、九州大学、大分大学、鹿児島大学、琉球大 
学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学、東海国立大学機 
構、奈良国立大学機構） 

 

 ・募集停止に伴う学部・研究科名の削除のみ １法人 
（総合研究大学院大学） 
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〇 共同利用・共同研究拠点等の認定・改組等に伴う変更 ８法人 
 
（北海道大学、筑波大学、宇都宮大学、東京外国語大学、京都大学、大阪大学、広島大 

学、東海国立大学機構） 
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国立大学法人等の中期計画変更案について 

＜中期計画本文の変更＞ 

○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 １８法人 

・重点的に取り組む新たな構想が具体化したことに伴う変更 ４法人 

番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

14 

福
島
大
学 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４ 「正解のない問い」にチャレ

ンジできるイノベーション人材を育

成し、かつ地域及び世界における現

代的な複雑な課題に取り組むための

研究を強化するため、既存の教育組

織である学群・学類、研究組織であ

る学系を整理し、教育研究組織を抜

本的に見直す。 

評
価
指
標 

3-4-1_既存の学群・学類制を整
理し、大学のミッション・ビジ
ョンを実現するための教育研究
組織を設計 
3-4-2_既存の研究分野を越えた
共同研究体制を整備するため、
令和９年度までに学系と教育研
究院を再編 

 

８－４ 水素関連エネルギーを中心と

した循環型社会の構築及びカーボン

ニュートラルの実現に貢献するため

、理工学群共生システム理工学類附

属水素エネルギー総合研究所や福島

県内外の連携機関の研究成果の活用

を通じて、水素エネルギーの「地産

地消ふくしまモデル」を創出する。 

評
価
指
標 

8-4-1_共生システム理工学類附
属水素エネルギー総合研究所所
属教員が令和９年度までに査読
付き論文を研究所合計で119報
発表 
8-4-2_共生システム理工学研究
科博士前期課程の大学院生が令
和９年度までに、再生可能エネ
ルギー・水素エネルギー・気候
変動適応に関する成果を学会等
で56件発表 
8-4-3_共生システム理工学類附
属水素エネルギー総合研究所主
催の研究成果報告会、地域住民
との交流会、本学定例記者会見
等での成果発信を令和９年度ま
でに24回以上実施 

 

・令和６年９月に策定した
「福島大学グランドデザイン
2040」で掲げた目標を実現す
るために、法人化と同時に導
入した「学群・学類・学系
制」を見直し、新しい教育研
究組織を再構築する全学再編
を令和９年度に行うことを目
指して取り組むため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・令和６年４月１日に設置し
た水素エネルギー総合研究所
において、地域課題である再
生可能エネルギーに関する教
育及び研究を促進するため。 
 

30 

お
茶
の
水
女
子
大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するた

めの措置 

 

【K12】21 世紀の社会変化に対応でき

る高度な専門性と普遍的なスキルを

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するた

めの措置 

                         

【K12-1】21 世紀の社会変化に対応でき

る高度な専門性と普遍的なスキルを備

 

 

 

 

新規計画の追加に伴う整理番

号を変更。 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

備え実践力を持った人材の養成のた

め、学士・修士一貫トラック※教育や

副専攻プログラムをはじめとする大

学院のカリキュラム等の改革を行

う。 

※「学士・修士一貫トラック」＝大学

院進学を志願する学生に対し、学部

３年次から大学院授業科目の履修や

研究指導を行うことにより、学部と

大学院の教育を架橋し、専門的な学

修を促進する制度。 

 

評

価

指

標 

【S12-1】 

令和３年度までに整備した学

士・修士一貫トラック（９ト

ラック）を活かし、実践力を

備えた修了生を第４期中期目

標期間最終年度までに 27 名

以上養成。また、令和３年度

までに整備した大学院副専攻

プログラムを活かし、高度な

専門性と普遍的なスキルを身

に付ける教育プログラムを履

修した学生を第４期中期目標

期間最終年度までに 435 名以

上養成。 

【S12-2】 

企業・社会で求められる実践

力を身に付けさせるため、イ

ンターンシップの企業等件

数：13 件以上/年、参加者数

が 20 名以上/年。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

え実践力を持った人材の養成のため、

学士・修士一貫トラック※教育や副専攻

プログラムをはじめとする大学院のカ

リキュラム等の改革を行う。 

 

※「学士・修士一貫トラック」＝大学

院進学を志願する学生に対し、学部

３年次から大学院授業科目の履修や

研究指導を行うことにより、学部と

大学院の教育を架橋し、専門的な学

修を促進する制度。 

 

評

価

指

標 

【S12-1-1】 

令和３年度までに整備した学

士・修士一貫トラック（９ト

ラック）を活かし、実践力を

備えた修了生を第４期中期目

標期間最終年度までに 27 名

以上養成。また、令和３年度

までに整備した大学院副専攻

プログラムを活かし、高度な

専門性と普遍的なスキルを身

に付ける教育プログラムを履

修した学生を第４期中期目標

期間最終年度までに 435 名以

上養成。 

【S12-1-2】 

企業・社会で求められる実践

力を身に付けさせるため、イ

ンターンシップの企業等件

数：13 件以上/年、参加者数

が 20 名以上/年。 

 

【K12-2】現代社会で求められる多種多

様な要請に応えるため、令和８年度に

大学院博士前期課程に「共創工学専攻

（仮称）」の設置を予定する。共創工

学専攻（仮称）では、多様な「知」と

ともに多角的な「視点」と未来の社会

・環境・文化を共創するための高い実

践力を有する人材を養成する。 

 

評

価

指

標 

【S12-2-1】 

大学院博士前期課程に「共創

工学専攻（仮称）」を設置し、

新カリキュラムに対する学生

の評価として令和８年度より

毎年度実施するアンケート調

査における総合的満足度が、

80％以上。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構想中の「人間文化創成科学研

究科博士前期課程共創工学専

攻（仮称）」の令和８年度設置

に向けた変更。 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

38 

金
沢
大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置  

１ 社会との共創に関する目標を達成す

るための措置 

 

(1) （略） 

評

価

指

標 

1-1. （略） 

1-2. （略） 

 

 

 【新設】 
 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置  

１ 社会との共創に関する目標を達成す

るための措置 

 

(1-1)  （略） 

評

価

指

標 

1-1-1. （略） 

1-1-2. （略） 

 
(1-2) 令和６年能登半島地震や奥能登

豪雨の被災地である石川県に立地

し、能登に深いつながりを持つ国立

大学として、被災自治体の創造的復

興に向けたプランの策定に参画する

とともに、その実現に大学を挙げて

取り組む。能登の創造的復興を加速

させるため、自治体、産業界、他大

学等とのネットワークを強化し、能

登全域で教育・研究の核となる活動

拠点を整備する。 

評

価

指

標 

1-2-1.発災により見えた社会課

題の解決と各自治体の創造的

復興に資する教育・研究を核

に復興支援に向けた、本学の

活動拠点を発災以降能登全域

に 10 拠点整備 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年能登半島地震や奥能

登豪雨の被災地である石川県

に立地する国立大学として、

能登地域の復旧・復興に対し

、本学が取り組む方針を明確

に示すため。 

58 

神
戸
大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

２ 教育に関する目標を達成するための

措置 

 

（３－１）文理横断的・異分野共創的な

知を備えた多様な人材を育成するために

、産官学連携に加え、学内及び大学間の

連携のための異分野共創教育の場を整備

し、学部・研究科・大学の枠を超えて教

育プログラムを構築し、知識集約型社会

の要求に応える。 

 
 

評価

指標 

（３－１－１）大学内又は大

学間連携教育プログラム数 

【25プログラム（第４期中期

目標期間終了時）】 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

２ 教育に関する目標を達成するための

措置 

 

（３－１）文理横断的・異分野共創的な

知を備えた多様な人材を育成するために

、産官学連携に加え、医工融合型の実践

的な教育体制等、学内及び大学間の連携

のための異分野共創教育の場を整備し、

学部・研究科・大学の枠を超えて教育プ

ログラムを構築し、知識集約型社会の要

求に応える。 
 

評価

指標 

（３－１－１）大学内又は大

学間連携教育プログラム数 

【25プログラム（第４期中期

目標期間終了時）】 

 

 

 

 

 

 

医工融合分野において、学部

から大学院に連続する一貫的

な教育を行う医学部医療創成

工学科を令和７年度に設置す

ることにより、ものづくりの

基礎となる工学的な素養と医

学の基礎知識及び、実用化の

ための突破力を持つ創造的開

発人材を育成していくことを

、中期計画にも反映させるた

め。 
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・国際卓越研究大学の認定に伴う別紙予算、収支計画、資金計画の変更 １法人 

番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

10 

東
北
大
学 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及

び資金計画 

別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 

１．予算 

 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授与機

構施設費交付金 

自己収入 

 授業料及び入学料検定料 

収入 

 附属病院収入 

 財産処分収入 

 雑収入 

産学連携等研究収入及び寄 

附金収入等 

長期借入金収入 

 

 

計 

 

 

  

263,502 

2,746 

0 

 

528 

304,798 

64,376 

 

237,600 

0 

2,822 

 

167,202 

1,533 

 

 

740,309 

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄 

附金事業費等 

長期借入金償還金 

 

 

計 

 

 

 

545,933 

330,700 

215,233 

4,807 

0 

 

167,202 

22,367 

 

 

740,309 

 

[人件費の見積り] 

中期目標期間中総額268,604百万円を支出す

る。（退職手当は除く。） 

注）人件費の見積りについては、令和5年度以降

は令和4年度の人件費見積り額を踏まえ試算し

ている。 

 注）退職手当については、国立大学法人東北大

学退職手当規程に基づいて支給することとす

るが、運営費交付金として措置される額につい

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及

び資金計画 

別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支 

計画及び資金計画 

１．予算 

 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授与機

構施設費交付金 

自己収入 

  授業料及び入学料検定料

収入 

 附属病院収入 

 財産処分収入 

 雑収入 

産学連携等研究収入及び寄 

附金収入等 

長期借入金収入 

国際卓越研究大学等体制強

化助成 

計 

 

 

  

263,502 

2,746 

0 

 

528 

304,798 

64,376 

 

237,600 

0 

2,822 

 

167,202 

1,533 

58,660 

 

798,969 

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄 

附金事業費等 

長期借入金償還金 

国際卓越研究大学研究等体

制強化助成事業費 

計 

 

 

 

545,933 

330,700 

215,233 

4,807 

0 

 

167,202 

22,367 

 

58,660 

798,969 

 

[人件費の見積り] 

中期目標期間中総額291,075百万円を支出す

る。（退職手当は除く。） 

注）人件費の見積りについては、令和5年度以降

は令和4年度の人件費見積り額を踏まえ試算し

ている。  

注）退職手当については、国立大学法人東北大

学退職手当規程に基づいて支給することとす

るが、運営費交付金として措置される額につい

国際卓越研

究大学の認

定、国際卓

越研究大学

研究等体制

強化計画の

認可に伴う

予算（人件

費の見積り

を含む。）

、収支計画

及び資金計

画の変更 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

ては、各事業年度の予算編成過程において国家

公務員退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮して

いない。 

（以下、省略） 

 

２．収支計画 

 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

資産見返負債戻入 

雑役 

 

 

臨時利益 

 

純利益（損失） 

総利益（損失） 

 

 

744,420 

744,420 

683,514 

116,566 

152,817 

131,177 

1,013 

151,682 

130,259 

 

14,570 

1,681 

0 

44,655 

0 

 

751,482 

751,482 

251,369 

54,958 

8,023 

1,395 

237,600 

131,177 

34,177 

198 

2,625 

29,960 

 

 

0 

 

7,062 

7,062 

 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究

費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同

研究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院におけ

る借入金返済額（建物、診療機器等の整備の

ための借入金）が、対応する固定資産の減価

ては、各事業年度の予算編成過程において国家

公務員退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮してい

ない。 

（以下、省略） 

 

２．収支計画 

 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

大学ファンド出えん費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

資産見返負債戻入 

雑役 

国際卓越研究大学研究等 

体制強化助成収益 

臨時利益 

 

純利益（損失） 

総利益（損失） 

 

 

803,080 

803,080 

742,174 

141,842 

152,817 

131,177 

1,103 

170,223 

134,099 

10,913 

14,570 

1,681 

0 

44,655 

0 

 

810,142 

810,142 

251,369 

54,958 

8,023 

1,395 

237,600 

131,177 

34,177 

198 

2,625 

29,960 

 

58,660 

0 

 

7,062 

7,062 

 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究

費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同

研究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院におけ

る借入金返済額（建物、診療機器等の整備の

ための借入金）が、対応する固定資産の減価
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

償却費よりも大きいため発生する会計上の観

念的な利益を計上している。 

 

 

３．資金計画 

 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

 運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料に

よる収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

 

 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

 

 

769,028 

698,083 

19,860 

22,367 

28,718 

 

769,028 

735,503 

263,502 

 

64,376 

237,600 

131,177 

36,025 

2,823 

 

 

3,274 

3,274 

0 

1,533 

28,718 

注）施設費による収入には、独立行政法人大

学改革支援・学位授与機構における施設費

交付事業に係る交付金を含む。 

償却費よりも大きいため発生する会計上の観

念的な利益を計上している。 

 

 

３．資金計画 

 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

 運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料に

よる収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

国際卓越研究大学研究等体

制強化助成による収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

 

 

827,688 

756,743 

19,860 

22,367 

28,718 

 

827,688 

794,163 

263,502 

 

64,376 

237,600 

131,177 

36,025 

2,823 

 

58,660 

3,274 

3,274 

0 

1,533 

28,718 

注）施設費による収入には、独立行政法人大

学改革支援・学位授与機構における施設費交

付事業に係る交付金を含む。 
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・法人統合に伴う変更 １法人

番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

28 

東
京
科
学
大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成

するためにとるべき措置  

１ 社会との共創に関する目標を達成するた

めの措置 

【１】水準 

国際通用性のある教育・研究環境のもと、指

定国立大学法人構想で設定した重点分野・戦

略分野を中心に、新たな知や価値の創出に貢

献できる人材を学内外から集め、科学技術の

飛躍的発展を目指す世界最高水準の拠点を構

築する。 

方策 

・全学的な研究組織として、本学の研究戦略

に基づき、国際的な連携のもと未開拓・革新

性の高い研究に挑戦する世界最高水準の研究

拠点を複数擁する「国際先駆研究機構」を設

置する。

・国際的な研究者ネットワークとの共創も活

かした人事戦略により、学長裁量の教員人事

ポストを活用しつつ、多様性にも配慮して最

適な人材を国内外から招聘・雇用する。

・卓越した人材を適切に処遇し、海外から研

究者を招聘しやすくする人事制度やスタート

アップ支援制度の構築、それらを可能にする

財源を確保する。

・採用選考時・業績評価時の評価基準を改善

し、それに基づいた評価を実施する。

・多様な構成員の活躍を促す支援サービスと

研究の国際化、オープン化に伴う安全保障輸

出管理/研究インテグリティの担保を組織化し

て実施する。

・学外からの着任後ただちに教育・研究に着

手できるよう最先端研究設備、計算基盤、そ

して学術・研究データ基盤の効率的活用を推

進する。

【指定国構想】 

評価指標 

 [１]-１ 国際先駆研究機構における第一線級

研究者の参画数を第４期最終年度までに年間

100人程度（国際先駆研究機構が擁する研究拠

点にPIもしくは研究協力者として所属する学

内研究者を除く）とする。 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成

するためにとるべき措置  

１ 社会との共創に関する目標を達成するた

めの措置  

中期目標（１）関連 

【１】水準 

国際通用性のある教育・研究環境のもと、デ

ィシプリン横断領域を中心に、新たな知や価

値の創出に貢献できる人材を学内外から集め

、科学技術の飛躍的発展を目指す世界最高水

準の拠点を構築する。 

方策 

・研究戦略に基づき、国際的な連携のもと未

開拓・革新性の高い研究に挑戦する世界最高

水準の研究拠点を創出するエコシステムを構

築する。

・国際的な研究者ネットワークとの共創も活

かした人事戦略により、理事長裁量の教員人

事ポストを活用しつつ、多様性にも配慮して

最適な人材を国内外から招聘・雇用する。

・卓越した人材を適切に処遇し、海外から研

究者を招聘しやすくする人事制度やスタート

アップ支援制度の構築、それらを可能にする

財源を確保する。

・採用選考時・業績評価時の評価基準を改善

し、それに基づいた評価を実施する。

・多様な構成員の活躍を促す支援サービスと

研究の国際化、オープン化に伴う安全保障輸

出管理/研究インテグリティの担保を組織化し

て実施する。

・学外からの着任後ただちに教育・研究に着

手できるよう最先端研究設備、計算基盤、そ

して学術・研究データ基盤の効率的活用を推

進する。

【指定国構想】 

評価指標 

1-1.世界トップ研究力強化エコシステムにお

ける第一線級研究者の参画数：第４期最終年

度までに年間100人程度（先駆的研究拠点が擁

する研究拠点にPIもしくは研究協力者として

所属する学内研究者を除く） 

【２】水準 

ウェルビーイングな社会の実現に資するため

に、戦略的に設定する重点研究領域における

先端的・先導的な研究を推進するとともに、

東京工業大学と

東京医科歯科大

学の法人統合に

伴い、両大学の第

４期中期計画に

ついても内容を

統合する。 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

【２】水準 

産業界を中心に本学への投資を獲得し、指定

国立大学法人構想及び経営改革ビジョンに掲

国内外の優秀な研究者・学生を獲得できる教

育研究環境を整える。加えて、データ基盤を

含む最先端の教育研究設備や、産学官を越え

た国際的なネットワーク・ハブ機能等の知的

資産が集積する世界最高水準の教育研究拠点

を構築し、持続的かつ強靭な社会に向けて貢

献する。 

方策 

・戦略的に設定する研究領域において、国内

外の研究者との共同研究を含む先端的・先導

的な研究を推進する。 

・国際的な知見に基づいて、本学の研究の方

向性や研究成果等について評価・助言を受け

られる機会を設け、高次元の研究推進戦略を

策定する。 

・大学IR（Institutional Research：学内の

様々なデータの収集・分析）機能を活用して

人事戦略を検討し、時代のニーズや未来予測

に基づいた大胆かつ戦略的な教員の配置・登

用を行う。 

・クリニシャン・サイエンティスト育成のた

め、大学院からPI（Principal Investigator

：独立研究室主宰者）までシームレスな育成

システムを構築する。

・ICTを活用した遠隔医療・ヘルスケア等の国

内外への提供を含む、スマートホスピタルを

構築する。 

・本学が有する基礎研究成果や医療系シーズ

などを用いて、社会課題を解決するプラット

フォームを構築し、イノベーションをもたら

す研究開発や産学官連携共同事業への取組を

行うことで、産学官連携共創を育む。 

・海外のトップ大学・機関等を拠点協定機関

として教育・研究連携を実践し、共同プロジ

ェクトを推進及び国際連携を強化する。 

【指定国構想】 

評価指標 

2-1.医歯学系における被引用数Top10％出版物

数：年間240報 

2-2.海外の有識者を含めた国際的な知見に基

づく評価・助言による研究推進計画の立案と

計画の実行 

2-3.人事委員会による戦略的な教員配置・登

用：40％ 

2-4.スマートホスピタル構想の実現

2-5.海外拠点協定機関数：8

中期目標（２）関連 

【３】水準 

本学への投資増強による大学基金の拡充や知

的財産の掘り起こしなどを通じて新たな価値
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

げた「卓越した教育・研究による学知の創造

と戦略的社会連携による学知の社会実装の『

好循環』」の駆動力を格段に向上させる。 

 

 

方策 

・本学のもたらす効果や本学の魅力を社会に

発信し、それによって得られる社会からの信

頼を背景に人的・財政的投資を呼び込むとと

もに、得られた経営資源を教育研究等の基盤

に戦略的に配分する。 

【指定国構想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 [２]-１ 「次の知的資産」を生み出す源泉と

なる教育研究基盤へ戦略的に投入する資金額

を第４期最終年度までに年間20億円程度にす

る。 

 

 

 

 

 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

 

 

【３】水準 

学士課程では、社会課題の解決につながるよ

うな多様な視点をもち、専門力を発揮できる

基礎的な能力を養成する。 

 

方策 

・異なる専門分野を系統的に学修するプログ

ラムを学士課程に開設する。 

・専門分野の基礎学力を向上させることはも

とより、多様な経験を選択できるように、学

士特定課題研究と、特定課題プロジェクトの

履修のあり方を変更する。 

・オンライン教育を含んだ多様な教育を実施

するためのDX環境を整備する。 

・多様性を育んだり、主体性を育てたりする融

合科目、全学横断科目に基づく複合領域コース

科目、他大学との連携科目、国際経験プログラ

ムなどを提供する共通組織を設置する。 

を生み出し、その成果を大学へ還流させるこ

とで知的資産を増強し、『知的資産経営基盤

に基づく好循環システム』を実現することに

より、指定国立大学構想を達成する。 

 

方策 

・民間資金獲得を一元的に推進する体制を構

築するとともに、官公庁、国内外の業界団体

、企業等との連携促進や共同事業遂行を実施

することで、本学の研究成果や魅力を社会に

発信し、それによって得られる社会からの信

頼を背景に人的・財政的投資を呼び込むとと

もに、得られた経営資源を教育研究等の基盤

に戦略的に配分する。 

・同窓会との連携や広報活動等のファンドレ

イジング戦略に基づく基金活動の展開により

、大学基金を拡充する。 

・大学が保有する知的財産を掘り起こし、そ

の知財価値を最大化する仕組みを構築する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

3-1.産学連携等収入、寄附金収入及び財産貸

付料等収入額の合計額：令和９年度末に25％

以上増加（東京医科歯科大学及び東京工業大

学実績合算値の令和元年度比） 

3-2.医歯学系に関わる発明届（相談含む）：

年間84件 

3-3.医歯学系に関わる特許活用率：50％ 

 

 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

 

中期目標（３）関連 

【４】水準 

学士課程では、社会課題の解決につながるよ

うな多様な視点をもち、専門力を発揮できる

基礎的な能力を養成する。 

 

方策 

・学士課程において、自身の専門とは異なる

分野の基礎知識や研究スキルを学修するなど

、大学統合を好機と捉え、複数の異なる専門

分野を有機的に連携した教育を実施する。 

 

 

 

 

・多様性を育んだり、主体性を育てたりする

融合科目、全学横断科目に基づく複合領域コ

ース科目、他大学との連携科目、国際経験プ

ログラムなどを提供する共通組織を設置する 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報理工学院において、高度情報専門人材

の育成の推進に資する施策を開始する。また

、大学・高専機能強化支援事業の制度を用い

た情報理工学院の定員の増加分については、

社会における人材ニーズ等の分析を踏まえ、

令和13年４月に大学全体で同規模の入学定員

減を行う方針である。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

[３]-１ 多様な視点をもって専門力を発揮で

きる基礎を築くものとして、学士特定課題研

究及び特定課題プロジェクトの履修の在り方

を改善するとともに、自身の専門分野以外も

系統立てて学ぶ学士課程向けの広域履修制度

を新たに複数プログラム設置し、及び学士課

程の改組に向けた準備を行う。 

[３]-２ 主に学院によらない横断的な授業科

目を提供し、学生の多様な学びに資するため

の新たな共通組織を、第４期中に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

【４】水準 

大学院課程では、修士課程において高度理工

系人材の基礎的な素養と社会課題を解決でき

る実践力、専門職学位課程において特定の職

業分野でリーダーとなる技術経営に関する専

門力とイノベーション実践力、博士後期課程

において社会課題解決でリーダーシップを発

揮する力と多様な方面で活躍できる高度な専

門力・独創的な研究遂行能力を養成する。 

・国際感覚の醸成のために英語教育を充実さ

せ、学部段階からの海外交流の機会や海外派

遣プログラムを拡充する。 

・オンラインの利点である効率性、機動性、

経済性を最大限に活かしたプログラムを開発

し、海外協定校と共同で実施するオンライン

交流プログラムを実施する。 

・医歯学系、理工学系の学術を幅広く社会に

繋ぐための基盤として、異文化理解に資する

リベラルアーツ教育を学士課程全体へ展開す

る。 

・オンライン教育を含んだ多様な教育を実施

するためのDX環境を整備する。 

・専門分野の基礎学力を向上させることはも

とより、多様な経験を選択できるように、学

士特定課題研究と、特定課題プロジェクトの

履修のあり方を変更する。 

・情報理工学院において、高度情報専門人材

の育成の推進に資する施策を開始する。また

、大学・高専機能強化支援事業の制度を用い

た情報理工学院の定員の増加分については、

社会における人材ニーズ等の分析を踏まえ、

令和13年４月に大学全体で同規模の入学定員

減を行う方針である。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

4-1.主に学院・学部によらない横断的な授業

科目を提供し、学生の多様な学びに資するた

めの新たな共通組織の設置（第４期中） 

4-2.ELSI（Ethical, Legal, and Social 

Issues）教育の医歯学系の学部高学年への展

開 

4-3.学部・学院卒業生の海外渡航経験又は単

位化された海外交流プログラム参加比率：30

％ 

4-4.多様な視点をもって専門力を発揮できる

基礎を築くものとして、「学士特定課題研究

」及び「特定課題プロジェクト」の履修の在

り方を改善する。 

4-5.自身の専門分野以外も系統立てて学ぶ学

士課程向けプログラムを、新たに複数設置し

、実施する。 
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方策 

・データサイエンス/AI等の高度理工系人材の

基礎的な素養として必要な大学院レベルの教

育を全学的に実施する。 

・多様な学外機関との連携による教育を通し

て、社会課題の解決までを視野に入れ、専門

力を発揮できる人材を育成するために、大学

院課程において学生が産業界等、社会で学ぶ

機会を増加させる。 

・異分野間の連携や異分野融合による教育を

推進するとともに、社会の多様な方面で能力

を発揮し、イノベーションをもたらすことが

できる人材を育成するため、大学院課程の複

合系コースを新設・拡充する。 

・将来にわたって、リベラルアーツ教育の進

化を進めるとともに、他者との対話・協働、

社会課題への意識など、理工系人材のための

リーダーシップの基礎的素養を身に付ける大

学院レベルの教育を行う。 

・オンライン教育を含んだ多様な教育を実施

するためのDX環境を整備する。 

・多様性を育んだり、主体性を育てたりする融

合科目、全学横断科目に基づく複合領域コース

科目、他大学との連携科目、国際経験プログラ

ムなどを提供する共通組織を設置する。 

【指定国構想】 

評価指標 

[４]-１ 卓越大学院の教育プログラムを引き

継ぐために、複合系コースを第４期中に新た

に少なくとも２コース設置する。 

[４]-２ 学生が身に付けた能力を、学術の観

点に加えて様々な価値観からも適切に評価で

きる外部審査員が参加した学位審査で審査さ

れる博士後期課程学生の割合を第４期中に15

％とする。 

 

【５】水準 

国際的な視野を育てる教育を拡充し、グロー

バルな人材の育成を推進する。 

 

方策 

・大学院授業の英語化を確実に推進するとと

もに、学士課程の高学年教育にも予備的な英

語による教育を導入する。 

 

 

 

・日本人学生の海外派遣・国際化支援を一層

進めるとともに、外国人留学生と協働する教

育プログラムを充実させることにより、修士

課程修了までに「国際経験」を経ることを定

着させる。 

・ポスト・コロナにおける新たな国際教育、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標（４）～（６）関連 

【５】水準 

国際的な視野を育てる教育を拡充し、グロー

バルな人材の育成を推進する。 

 

方策 

・大学院課程において授業の英語化を推進す

る。 

・大学基金を活用した学生の渡航費用負担軽

減や危機管理体制の整備及び留学学生の情報

管理システムの構築により、日本人学生の海

外派遣・国際化支援を一層進める。 

・日本人学生の海外派遣・国際化支援を一層

進めるとともに、外国人留学生と協働する教

育プログラムを充実させることで、学生が卒

業までに「国際経験」を経ることを定着させ

る。 

・ポストコロナにおける新たな国際教育、国
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国際連携の実施方法を検討し、開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海外拠点「Tokyo Tech ANNEX」や国際的な大

学間コンソーシアム等を通じて戦略的な国際

連携を推進し、参加学生の将来のネットワーク

づくりにも資する学生交流等を実施する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

 

 

 

 

 

 

[５]-１ グローバルな視点をもつ大学院学生

を育成するために国際的な活動への参加を促

し、修士課程修了までに「国際経験」を経た

学生の割合を第４期中に90％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

際連携の実施方法を検討し、開始する。 

・学生の海外交流に対する動機づけとコミュ

ニケーション力向上のために、英語を基本と

する国際交流により、社会と医療の多様性を

身に付けるプログラムを拡充し、提供する。 

・医歯学系の修士課程においては、ハーバー

ド大学、ジョンズホプキンス大学等の著名な

海外の大学と連携したMPHコース（Master of 

Public Health in Global Health Course）を

提供し、世界に通用するパブリックヘルスの

エキスパートを輩出する。また、医歯学系の

博士課程においては、タイのマヒドン大学（

医学系）やチュラロンコーン大学（歯学系）

等との間でジョイント・ディグリー・プログ

ラムを活用した国際共同教育研究と人材育成

を行うとともに、学生の海外における教育研

究機会を拡大する。 

・海外拠点「Science Tokyo ANNEX」、海外協

定校や国際的な大学間コンソーシアム等を通

じて戦略的な国際連携を推進し、参加学生の

将来のネットワークづくりにも資する学生交

流等を実施する。 

【指定国構想】 

評価指標 

5-1.大学院修了生の海外渡航経験又は単位化

された海外交流プログラム参加比率：30％ 

5-2.全大学院生に占める外国人留学生の比率

：25％ 

5-3.「グローバルフェロー制度」の制定と運

営開始 

5-4.グローバルな視点をもつ学生を育成する

ために国際的な活動への参加を促し、理工学

系は修士課程修了まで、医歯学系は学士卒業

までに「国際経験」を経た学生の割合を80％

以上とする 

 

【６】水準 

修士課程においては、高度人材の基礎的な素

養と社会課題を解決できる実践力を養成する

。博士後期課程においては、社会課題解決で

リーダーシップを発揮する力と多様な方面で

活躍できる高度な専門力・独創的な研究遂行

能力を養成する。専門職学位課程においては

、特定の職業分野でリーダーとなる技術経営

に関する専門力とイノベーション実践力を養

成する。 

 

方策 

・多様性を育んだり、主体性を育てたりする

融合科目、全学横断科目に基づく複合領域コ

ース科目、他大学との連携科目、国際経験プ

ログラムなどを提供する共通組織を設置する

。 
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・異分野間の連携や異分野融合による教育を

推進するとともに、社会の多様な方面で能力

を発揮し、イノベーションをもたらすことが

できる人材を育成するため、大学院課程の複

合系コースを新設・拡充する。 

・数理/データサイエンス/AI等の高度人材の

基礎的な素養として必要な大学院レベルの教

育を全学的に提供し、最先端のデータサイエ

ンス・AI（DS・AI）の知識と技術を、学生一

人ひとりの専門分野を越えて領域横断的かつ

システマティックに学修することで、社会的

課題解決や DS・AI研究開発を強力に推進する

ことのできるDX人材を育成する。 

・将来にわたって、リベラルアーツ教育の進

化を進めるとともに、他者との対話・協働、

社会課題への意識など、リーダーシップの基

礎的素養を身に付ける大学院レベルの教育を

行う。 

・多様な学外機関との連携による教育を通し

て、社会課題の解決までを視野に入れ、専門

力を発揮できる人材を育成するために、大学

院課程において学生が産業界等、社会で学ぶ

機会を増加させる。また、新しい価値を創造

し、起業できるアントレプレナーシップ（起

業家精神）教育を提供する。 

・Science Tokyo SPRING制度等を活用し、採

用された卓越した大学院生には奨学金の授与

・学外交流支援等、研究に注力し、それを発

展させる環境を提供するとともに、深い専門

性と分野を超えた幅広い視野を併せ持つ研究

者を育成するため、学内外のトップレベル研

究者がより重点的な研究指導を行う。 

・オンライン教育を含んだ多様な教育を実施

するためのDX環境を整備する。 

・修士課程において、医療管理学コース及び

医療政策学コースを運営し、医療管理及び医

療政策の分野において指導的立場で活躍する

人材を養成する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

6-1.卓越大学院の教育プログラムを引き継ぐ

ために、複合系コースの設置：２コース以上

（第４期中） 

6-2.学生が身に付けた能力を、学術の観点に

加えて様々な価値観からも適切に評価できる

外部審査員が参加した学位審査で審査される

理工学系博士後期課程学生の割合：15％（第

４期中） 

6-3.「データサイエンス人材育成プログラム

」履修者：累計120名 

6-4.「アントレプレナー育成プログラム」履

修者：累計100名 
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変更前 変更案 

 

 

 

【６】水準 

次代を担う教育者・研究者として博士後期課

程学生を遇し、自律した高度な理工系人材と

して活動できる能力を高める。 

 

方策 

・学士課程の早い段階から博士学位修得に向

けて研究指向の学修を行う教育プログラム（

B2Dスキーム）を拡充する。 

・博士後期課程学生が学内外で教育する機会

を作り、教育研究指導能力を高める。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

[６]-１ 早期に自律した研究者を目指す人材

を育成するB2Dスキームを履修する学生数を、

第４期最終年度において全学年合わせて80人

以上とする。 

[６]-２ 第４期中に、ティーチングアシスタ

ントとなる博士後期課程学生全員が受講する

研修制度を構築し、研修を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-5.卓越した大学院生の経済支援：累計2,263

名 

 

【７】水準 

次代を担う教育者・研究者として博士後期課

程学生を遇し、自律した高度な科学技術人材

として活動できる能力を高める。 

 

方策 

・学士課程の早い段階から博士学位修得に向

けて研究指向の学修を行う教育プログラム（

B2Dスキーム）を拡充する。 

・博士後期課程学生が学内外で教育する機会

を作り、教育研究指導能力を高める。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

7-1.早期に自律した研究者を目指す人材を

育成する「B2Dスキーム」を履修する学生数

：全学年合わせて80人以上（第４期最終年

度） 

7-2.ティーチングアシスタントとなる博士

後期課程学生に向けた研修制度を構築し、

研修を開始（第４期中） 

 

中期目標（７）関連 

【８】水準 

Society5.0においてトータル・ヘルスケアの

実現に寄与する医療人を養成するため教育課

程を高度化し、最先端研究の知見、データ解

析スキル、高い生命倫理観と国際感覚を備え

て国内外の医療分野を先導し、中核となって

社会に貢献できる医療人を輩出する。 

 

方策 

・最先端の医歯学系の研究に触れさせる学士

課程教育である研究実践プログラムを医学科

から歯学科へ拡大し、教育内容を質・量共に

充実させる。 

・１年次から、患者中心の全人的視点を身に

付けるための多職種連携教育や、データ解析

スキルを修得させるためのデータサイエンス

教育を実施する。 

・学士課程・大学院課程共通科目として臨床

疫学プログラムを新設し、シームレスな教育

システムを構築する。 

・シームレスかつロングスパンのクリニシャ

ン・サイエンティスト並びにサイエンティフ

ィック・クリニシャン育成システムを構築す

る。 

・ヘルステック分野において新しい価値を創

造し、起業できるアントレプレナーシップ教

育を導入する。 
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【７】水準 

主に理工系分野で活躍する社会人が、社会の

変化に対応するために必要な高度な知識、リ

テラシー、研究力を身に付けることができる

仕組みを構築、強化する。 

 

方策 

・産業界等で活躍する社会人を博士後期課程学

生として受け入れる新しい仕組みを整える。 

 

 

 

 

・卓越教育院における社会人教育及び部局が

実施するリカレント教育により社会人教育を

強化する。 

・本学の子法人である「Tokyo Tech 

Innovation」が実施する主に社会人向けの教

育プログラムに本学教員を講師として派遣す

る。 

・中学生・高校生などの若い世代のみならず

、シニア世代を含む社会人に向けて、本学の

教育研究のアウトリーチ活動を積極的に展開

する。 

【指定国構想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

[７]-１ 第４期中に、社会人を博士後期課程

に受け入れる新しい仕組みを構築し、博士後

期課程に受け入れ、教育を開始する。 

[７]-２ 第４期最終年度における社会人向け

・選択履修時間帯を設け、教養セミナーや三

大学連合複合領域コース科目始め、学科横断

・学年縦断による科目の履修を可能にするカ

リキュラムとする。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

8-1.「研究実践プログラム」受講者数：年間

65名 

8-2.医療をターゲットにしたデータサイエン

ス履修者数：医歯学系学部学生の履修者割合

100％ 

 

 

中期目標（８）関連 

【９】水準 

社会変化に対応するために必要な高度な知識

、リテラシー、研究力を身に付けることがで

きるリカレント教育の仕組みを構築、強化し

、キャリアアップを支援する。 

 

方策 

・産業界等で活躍する社会人を博士後期課程学

生として受け入れる新しい仕組みを整える。 

・中学生・高校生などの若い世代のみならず

、シニア世代を含む社会人に向けて、本学の

教育研究のアウトリーチ活動を積極的に展開

する。 

・卓越教育院における社会人教育及び部局が

実施するリカレント教育により社会人教育を

強化する。 

・本学の子法人である「Tokyo Tech 

Innovation」が実施する主に社会人向けの教

育プログラムに本学教員を講師として派遣す

る。 

・医療系ビジネスへの参入や拡充を支援する

ために、広範な業種を対象とした社会人向け

の医療系データサイエンス・リカレント教育

プログラムを開発する。 

・大学院における既設の科目・コースを拡充

させ、医療分野において国家ライセンスを取

得している医療人の中からメディカルデータ

を駆使できる人材を育成する。 

・医療人向けのデータサイエンスに特化した

生涯学習（アドバンストリカレント教育）シ

ステムを構築する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

9-1.社会人を博士後期課程に受け入れる新し

い仕組みを構築し、博士後期課程に受け入れ

、教育を開始（第４期中） 

9-2.理工学系における社会人向けプログラム
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プログラム開講数を50件にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開講数：年間50件 

9-3.医療分野対象のデータサイエンスに関連

する社会人プログラム修了者累計：250名 

 

中期目標（９）関連 

【10】水準 

世界トップクラスに比肩する研究大学を目指

すために、教育研究活動についての国際アウ

トリーチ活動や卒業・修了後のネットワーク

拡充を介して優秀な留学生を獲得する。 

 

方策 

・英文広報誌や動画発信の拡充により、本学

の教育研究活動についての積極的な国際アウ

トリーチ活動を展開するほか、海外やオンラ

インでの留学説明会や本学留学生によるきめ

細やかな発信等を通じて、本学の魅力や留学

情報を広く伝える。 

・海外からの留学生受入を推進するために、

留学生の受入体制や生活支援を向上させると

ともに、多様な英語履修プログラムを充実さ

せて、教育研究支援を強化・拡充する。 

・留学生（卒業生・修了生）の継続的な追跡

調査等により、アラムナイ（同窓生）データ

を充実させ、交流イベントを開催することで

、優秀な留学生の呼び込みや国際共同研究の

活性化を通じた海外との人的ネットワーク強

化を図る。 

 

評価指標 

10-1.アラムナイデータベースにおける登録者

の拡充：卒業生・修了生の登録率50％ 

10-2.海外プレスリリース：年間90報 

 

【11】水準 

国際貢献の一環として、海外の大学と連携し

て教育・研修プログラムを海外へ提供するシ

ステムを構築する。 

 

方策 

・海外活動等を活用したアジア・アフリカ諸

国等への教育・研究・医療活動の支援を目指

す一方、東南アジア圏を中心とした国際貢献

の一環で、本学の臨床教育システムを英語化

し、これらを主たるコンテンツとする教育・

研修プログラムを編成し、海外の医師・歯科

医師へ提供する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

11-1.海外医師・歯科医師向け教育・研修プロ

グラム受講者累計人数：100名 
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３ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【８】水準 

科学と技術の最前線において真理の探究と智

の開拓に挑戦心と気概を持って挑み続け、そ

の価値を社会に発信し続ける。特に、科学技

術の再定義ともなる真の理工連携や文理共創

の研究手法を構築し、社会変革をもたらすよ

うな総合知を創造する。 

 

 

方策 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

中期目標（10）関連 

【12】水準 

真理の探究、基本原理の解明などの卓越した

基礎研究を推進するとともに、内在的動機に

基づく多様で良質な学術研究が実施されてい

る。 

 

方策 

・戦略的に設定する研究領域の推進と異分野

融合研究の育成を行い、国内外トップ研究機

関と連携しながら、創造的研究の支援体制を

構築する。 

・研究ユニット制度を活用した新領域・融合

領域の研究を推進し、その中から、研究セン

ターへ発展するような厚みと深みを持つ分野

への発展も目指す。 

・研究者が目指す研究プロジェクトを、研究

支援人材とともに実現できるような研究環境

を構築する。さらに、研究成果でもある研究

データの活用方針を策定し、それを実現する

ための情報環境を整備する。 

・学内共同研究を促進するために、部局や分

野のニーズ・シーズを共有するとともに、優

れた共同研究に対し、研究費の支援等を行う

。 

・ボトムアップ型の卓越した学術研究を強化

し、特に病態原理や生命の基本原理を追究す

る基礎研究に対して人的・物的支援を行う。 

・データサイエンスに基づいた社会医学系研

究を発展させる。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

12-1.総論文数（査読有り）を第３期平均に比

べ増加させる。 

12-2.医歯学系における被引用数Top10％出版

物数：年間240報（再掲） 

12-3.社会医学系論文数：年間150編 

 

 

中期目標（11）関連 

【13】水準 

科学と技術の最前線において真理の探究と智

の開拓に挑戦心と気概を持って挑み続け、そ

の価値を社会に発信し続ける。特に、科学技

術の再定義ともなる真の医歯理工連携や文理

共創の研究手法を構築し、社会変革をもたら

すような科学的集合知を創造しイノベーショ

ンを起こす。 

 

方策 
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・組織・分野ごとの適切な研究戦略と人材育

成も含めた人事戦略に基づいて世界最高水準

の研究を推進し、研究の意義を大学として社

会に示していく。 

・研究ユニット制度を活用した新領域・融合

領域の研究を推進し、その中から、研究セン

ターへ発展するような厚みと深みを持つ分野

への発展も目指す。 

・研究者が目指す研究プロジェクトを、研究

支援人材とともに実現できるような研究環境

を構築する。さらに、研究成果でもある研究

データの活用方針を策定し、それを実現する

ための情報環境を整備する。 

・ありたい未来社会像からのバックキャスト

により研究課題を見出し、その解決から新た

な研究の開拓や研究の深化を進める科学技術

の手法を構築し、それを実践する。また、文

理共創により、社会との対話の中から、社会

課題を同定・解決し、それを社会実装し、検

証するまでを実現する科学技術の手法を構築

し、それを実践する。 

・研究成果の社会実装を目指した産学連携研

究を推進する。さらに、研究成果をもとにし

たベンチャー育成・創出・支援を本格的に行

う拠点を形成し、スタートアップエコシステ

ム東京コンソーシアムと連動した大学連携・

ベンチャーキャピタル（VC）連携により、ア

ントレプレナー教育からベンチャー創出、そ

して成長支援まで連続的・持続的な支援を行

う。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

[８]-１ 総論文数（査読有り）を第３期平均

に比べ増加させる。 

[８]-２ 科研費の教員当たりの採択件数・獲

得金額において最高水準を維持する。 

[８]-３ 第４期中のプロジェクト予算100万円

以上の社会課題解決型の融合・文理共創研究

プロジェクト数の総数を30件以上とする。 

[８]-４ 産学連携研究の実績を第４期最終年

度までに年36億円程度とする。 

[８]-５ 研究成果型の東工大発ベンチャー数

の第４期末時点での累積を110社程度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・組織・分野ごとの適切な研究戦略と人材育

成も含めた人事戦略に基づいて世界最高水準

の研究を推進し、研究の意義を大学として社

会に示していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ありたい未来社会像からのバックキャスト

により研究課題を見出し、その解決から新た

な研究の開拓や研究の深化を進める科学技術

の手法を構築し、それを実践する。また、文

理共創により、社会との対話の中から、社会

課題を同定・解決し、それを社会実装し、検

証するまでを実現する科学技術の手法を構築

し、それを実践する。 

・研究成果の社会実装を目指した産学連携研

究を推進する。さらに、研究成果をもとにし

たベンチャー育成・創出・支援を本格的に行

う拠点を形成し、スタートアップエコシステ

ム東京コンソーシアムと連動した大学連携・

ベンチャーキャピタル（VC）連携により、ア

ントレプレナー教育からベンチャー創出、そ

して成長支援まで連続的・持続的な支援を行

う。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

13-1.研究成果活用型の大学認定ベンチャー数

（第４期末時点の累積）：130社 

13-2.科研費の教員当たりの採択件数・獲得金

額において最高水準を維持する。 

13-3.イノベーション創出のためのイベント：

年間50件 

 

13-4.産学連携研究の実績（第４期最終年度）

：年間55億円 

13-5.理工学と医歯学が融合・連携した産学連

携プロジェクト数（第４期末時点の累計）：

20件程度 

 

中期目標（12）関連 

【14】水準 

若手研究者や外国人研究者への研究インフラ

を提供等による教育・研究環境整備を行う。女

性研究者に関しては、女性研究者支援をはじめ

とするジェンダー平等への取組として、ライフ

イベントの際の多様な支援を加速する。 
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４ その他社会との共創、教育、研究に関す

る重要事項に関する目標を達成するための措

置 

 

 

【９】水準 

複雑化する社会問題に対し分野融合的解決を

もたらすとともに、高度な協働力・課題解決

能力を持った人材を育成するために、四大学

連合（東京医科歯科大学、東京外国語大学、

東京工業大学、一橋大学）の協働による教育

・研究・社会連携活動等を幅広く企画・展開

する。 

 

方策 

・四大学連合の精神を維持・強化するため、

担当理事等の連絡会を定期的に開催する。 

・四大学で連携して行う活動を拡充するとと

もに、その内容を多様化する。 

・融合科目等を提供する共通組織の設置に基

づき、四大学連合憲章による複合領域コース

科目の履修者を増加させる。 

 

方策 

・多様な研究者への研究支援として、若手研

究者や海外から来訪した研究者等が研究を実

施する場を提供する。 

・若手研究者の雇用を促進するとともに、キ

ャリアアップ支援、助成金申請支援、海外フ

ェローシップへの応募支援を行うほか、若手

研究者や外国人研究者への研究インフラを提

供等による教育・研究環境整備を行う。 

・外国人研究者の登用に関連して、人事制度

の改定を含めた戦略の見直しを行う。 

・女性研究者を中心に、ライフイベントの際

の多様な支援を加速するとともに、医歯学系

を対象とする「女性上位職登用制度」等によ

る女性研究者の人材確保や研究支援を行う。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

14-1.医歯学系の若手研究者（43歳未満又は学

位取得後8年未満）の卓越大学・機関（種々の

指標において本学と同等以上の大学・機関）

への輩出：第４期累計25名 

14-2.若手研究者や海外から来訪した研究者が

研究を実施する場の設置、運営開始、運営体

制等の検証及び必要に応じた改善 

14-3.医歯学系の新規採用者における若手研究

者の比率：70％以上 

14-4.医歯学系の上位職（講師以上）の女性研

究者比率：25％ 

 

４ その他社会との共創、教育、研究に関す

る重要事項に関する目標を達成するための措

置 

 

中期目標（13）関連 

【15】水準 

複雑化する社会問題に対し分野融合的解決を

もたらすとともに、高度な協働力・課題解決

能力を持った人材を育成するために、三大学

連合（東京科学大学、東京外国語大学、一橋

大学）の協働による教育・研究・社会連携活

動等を幅広く企画・展開する。 

 

 

方策 

・三大学連合の精神を維持・強化するため、

担当理事等の連絡会を定期的に開催する。 

・三大学で連携して行う活動を拡充するとと

もに、その内容を多様化する。 

・融合科目等を提供する共通組織の設置に基

づき、三大学連合憲章による複合領域コース

科目の履修者を増加させる。 
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＜四大学連合＞ 

 

評価指標 

[９]-１ 四大学連合の協働で実施される教育

・研究・社会貢献連携活動（連携講座、講演

会、共同研究・教育事業活動など）の件数や

参加者数などの量、活動形態の多様性や内容

などの質を第３期の水準より向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【10】水準 

世界で活躍する真の科学技術人材の育成を目

指し、高大連携等による高校教育の高度化を

推進する。さらに、その成果を他の高等学校

等に展開する。 

 

方策 

・研究開発事業による教育効果の検証や海外

理数系高校との連携強化を推進する。 

・附属科学技術高等学校の大岡山キャンパス

への移転を機に、更なる高大連携の強化を図

る。その一つとして、本学の授業科目を高校

生が受講できる仕組み（アドバンストプレイ

スメント）を理工系大学の特色に合わせた形

で構築し、本学の次世代人材教育と連携した

高校教育を行うとともに、他の高等学校等に

【指定国構想】 

 

評価指標 

15-1.三大学連合の協働で実施される教育・研

究・社会貢献連携活動（連携講座、講演会、

共同研究・教育事業活動など）の件数や参加

者数などの量、活動形態の多様性や内容など

の質を第３期の水準より向上させる。 

 

【16】水準 

全国共同研究・共同利用拠点などの国公私立

大学との連携や企業との連携により、大学機

能を強化する。 

 

方策 

・国内外の産学官との協働で、文理融合型教

育研究、多領域連携教育研究、先端領域教育

研究を推進する。 

・全国共同研究・共同利用拠点や三大学連合

を含めた近隣の国公私立大学との連携研究を

発展させる。 

・近隣の大学、企業との間で研究機器の共同

利用を行い、最新の研究機器にアクセスでき

る体制を構築する。 

・企業との連携においては、定期的にシーズ

・ニーズの情報交換を行う場を設けて、研究

成果を迅速に実用化するための取組を行う。 

 

評価指標 

16-1.学外からの共同研究受入延べ人数：2450

名 

16-2.イノベーション創出のためのイベント：

年間50件（再掲） 

16-3.産学連携研究の実績（第４期最終年度）

：年間55億円（再掲） 

 

中期目標（14）関連 

【17】水準 

世界で活躍する真の科学技術人材の育成を目

指し、高大連携等による高校教育の高度化を

推進する。さらに、その成果を他の高等学校

等に展開する。 

 

方策 

・研究開発事業による教育効果の検証や海外

理数系高校との連携強化を推進する。 

・附属科学技術高等学校の大岡山キャンパス

への移転を機に、更なる高大連携の強化を図

る。その一つとして、本学の授業科目を高校

生が受講できる仕組み（アドバンストプレイ

スメント）を科学技術系大学の特色に合わせ

た形で構築し、本学の次世代人材教育と連携

した高校教育を行うとともに、他の高等学校
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展開する。 

 

評価指標 

[10]-１ 研究開発事業による教育効果の検証

等を踏まえ、大学における理工学の理解に資

する授業科目を本学開講科目から精選し、当

該授業科目を本学附属科学技術高等学校も含

めて複数の高等学校の生徒が受講できる仕組

みを第４期中に構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等に展開する。 

 

評価指標 

17-1.研究開発事業による教育効果の検証等を

踏まえ、大学における理工学の理解に資する

授業科目を本学開講科目から精選し、当該授

業科目を本学附属科学技術高等学校も含めて

複数の高等学校の生徒が受講できる仕組みの

構築 

 

中期目標（15）関連 

【18】水準 

世界の研究動向も踏まえ、最新の知見を活か

し、質の高い医療を安全かつ安定的に提供す

ることにより持続可能な地域医療体制の構築

に寄与するため、トータル・ヘルスケアを目

的とした大学附属病院における運用面の効率

化を推進し、併せて重点領域の診療体制やメ

ディカルデータ集積拠点としての機能を強化

する。 

 

方策 

・医科・歯科のシームレスな連携によるトー

タル・ヘルスケアを目的として、医歯一体化

した大学病院の効率的な運用を確立するとと

もに、大学病院の機能強化計画に基づいて重

症患者・手術数の増加を図る。 

・医療情報システムの拡充・刷新、院内情報

のスマート化を促進し、労働環境の改善と患

者サービスの一層の向上を進める。 

・病院運営においては、安全で質の高い医療

を継続的に提供するために、医療の質を評価

する指標（QI：Quality Indicator）を用いた

医科・歯科の診療データ収集システムを構築

し、質評価指標（QI）の新規開発や継続的な

見直しによる改訂等を行う。 

 

評価指標 

18-1.新規又は改訂QI数：年間50件 

 

【19】水準 

医療分野を先導し、中核となって活躍できる

医療人を養成するため、後期研修における高

度・発展的な医療安全・医療倫理教育の充実

やデータサイエンス等を活用した質の高い臨

床研究の遂行を可能とする卒後教育プログラ

ム等を整備する。 

 

方策 

・SDGsの課題解決に資する難病・希少疾患や

高齢者ヘルスケアへの取組（SDGs項目３）の

一環として、難病領域を中心として、基礎研

究から臨床研究・治療開発に至るまでをカバ
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ーするメディカルデータサイエンス研究を強

化する。 

・ゲノム等の研究データを質の高い医療デー

タに接続し、医療データ社会還元システムを

構築するとともに、関連医療機関と連携して

メディカルデータをさらに集積し、良質で特

色のあるデータを活用できる基盤を強化する

。 

・ICTを活用した遠隔医療・ヘルスケア等の国

内外への提供を含む、スマートホスピタルの

構築や、関連医療機関と連携してメディカル

データをさらに集積することなどによって、

良質で特色のあるデータを活用できる基盤を

強化する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

19-1.スマートホスピタル構想の実現（再掲） 

19-2.医療データ社会還元システムの構築とデ

ータ利活用の開始 

 

【20】水準 

医療分野における政策提言や社会的危機に即

応できる人材の育成支援を行う。 

 

方策 

・初期・後期臨床研修プログラムを通じて、

高度で発展的な医療安全・医療倫理教育を義

務化する。 

・データサイエンスを活用した臨床研究・社

会医学教育を充実させる。 

・先端技術の開発や社会的インパクトの高い

臨床研究の実施を促進し、臨床・研究能力を

兼ね備えた高度医療人を養成するシステムを

医歯学系の学科に対して構築する。 

・厚生労働省、文部科学省等との人事交流を

円滑にする学内体制を整備し、医療行政との

連携を強化することで、我が国の医療政策の

中核として貢献できる医療人を養成する。 

・災害・救急医療への取組の一環として、救

急医療や集中治療の拡充を行うことで、より

多くの指導的な人材を養成し関連機関へ派遣

する。 

 

評価指標 

20-1.専門研修プログラムにおける医療安全・

医療倫理教育の受講率100％ 

20-2.救急・災害・集中治療分野における指導

的人材の育成（新規専門医取得者）：第４期

累計24人 

 

中期目標（16）関連 

【21】水準 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

 

 

【11】水準 

世界最高峰の理工系総合大学の実現に向けて

、学長のリーダーシップのもと、６年の中期

目標期間はもとより、指定国立大学法人とし

て、それを越えた継続的発展を目指す法人経

営を実現する。 

 

方策 

・第３期中期目標期間までに強化したガバナ

ンス体制に基づき、内部統制機能を働かせな

がら、社会からの信頼と支援を受けて財源の

感染症に強い社会を実現するために、感染症

に関する教育・研究・診療に関わる研究者・

医療人が有機的に連携する拠点を形成し、そ

の活動や成果を国内外に発信するとともに、

地域社会に還元する。 

 

方策 

・「グローバル感染症征圧プラットフォーム

」を活用し、感染症に関連する教育活動、研

究活動、診療活動の有機的な連携を図る。 

・新型コロナウイルス感染症診療で蓄積した

資料、試料、情報を、地域社会（東京都）を

含めて国内外で有効活用し、先導的な活動状

況や活動成果を国内外に発信する。 

・教育面では、感染症疫学や感染症対策に関

して、学部学生、大学院生、社会人を対象と

してそれぞれの教育プログラムを開発・実践

し、感染症専門家の育成に寄与する。 

・研究面では、新興・再興感染症を対象とし

て、病態形成機序の解明や新たな治療法・予

防法並びに感染拡大を抑制する方策の開発を

目的とした研究を推進する。 

・診療面では、予期せぬ感染症の発生や急激

な蔓延に迅速に対応できる柔軟な診療連携体

制を構築する。 

 

評価指標 

21-1.グローバル感染症征圧プラットフォーム

の活動に関するプレスリリース：第４期累計

60件 

21-2.感染症疫学や感染症対策に係る教育プロ

グラムの開発・実践：累計12件 

21-3.感染症研究論文発表累計：第４期累計

162編 

21-4.内科専攻医（感染症内科コース）又は感

染症専門医研修プログラム登録者：第４期累

計20名 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

 

中期目標（17）関連 

【22】水準 

世界最高峰の科学技術系総合大学の実現に向

けて、理事長のリーダーシップのもと、指定

国立大学法人として、「善き生活、社会、地

球をつくりあげる大学」に向けた法人経営を

実現する。 

 

方策 

・1法人1大学として初となる理事長・大学総

括理事（学長）体制により、法人経営と教学

の両輪を強化・協働する新たな運営体制を確
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

多元化を図るとともに、教育研究の高度化や

業務運営の効率化等のための各施策を推進す

る。 

・長期的な展望に基づく法人経営を実現する

先進的なガバナンス体制を維持していくため

に、専門人材の知見を活用するとともに、法

人経営を専門的に担える人材の継続的な育成

を図る。 

【指定国構想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

[11]-１ 長期的な展望に基づく法人経営を実

現する先進的なガバナンス体制を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【12】水準 

世界最先端の研究にもつながる研究設備を効

果的かつ効率的に提供する。 

 

方策 

・オープンファシリティセンターの下で研究

基盤戦略に基づき高度な共用設備の導入・提

供と技術支援を推進する。 

 

 

 

 

 

・スーパーコンピュータTSUBAME4.0を中心に

強力な計算資源を提供する。 

・高度技術支援人財育成を行う「TCカレッジ

」において、技術職員等に対してスキルアッ

プ及びキャリアアップに役立つ研修等を提供

し、高い技術力・研究企画力を持つ「テクニ

カルコンダクター（TC）」として養成・称号

付与する仕組みを構築する。 

【指定国構想】 

立する。 

・双方向のコミュニケーションによる大学の

融合・調和に向けた対話の場を設ける。 

・法人運営にあたり、多様なステークホルダ

ーからの意見を汲み取り、法人運営の中で活

用する。 

・理事長のリーダーシップの下で内部統制機

能を働かせながら、社会からの信頼と支援を

受けて財源の基盤強化を図る。 

・大学総括理事（学長）のリーダーシップの

下で教育運営の高度化や業務運営の効率化の

ための各施策を推進する。 

・本学の知の価値を最大化し、理事長が望ま

しい環境への投資戦略を立てることや、大学

総括理事（学長）が学内資源配分や教育研究

組織構成等を検討するため、グローバル視点

での知のアセット分析と価値化戦略を立案す

る組織を設立する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

22-1.大学内で企画事項に関する議論を行う企

画調整会議や、理事長・大学総括理事（学長

）と各部局構成員との対話を行うタウンホー

ルミーティングの定期的な開催 

22-2.専門的なスキルを持った構成員からなる

合議体の設置 

22-3.ディープテック分野のシンク＆ドゥタン

ク組織の発足と発展 

 

中期目標（18）関連 

【23】水準 

世界最先端の研究にもつながる研究設備を効

果的かつ効率的に提供する。 

 

方策 

・大型研究設備、データベース、研究試料等

を学内センターへ集約し、研究基盤戦略に基

づき高度な共用設備の導入・提供と技術支援

を推進することで、学内外の教育研究への利

活用を強化する。 

・本学の保有資産を最大限に有効活用して産

学連携スペースを整備し、産学官が時間・空

間・英知を共有できる場を提供する。 

・スーパーコンピュータTSUBAME4.0を中心に

強力な計算資源を提供する。 

・高度技術支援人財育成を行う「TCカレッジ

」において、技術職員等に対してスキルアッ

プ及びキャリアアップに役立つ研修等を提供

し、高い技術力・研究企画力を持つ「テクニ

カルコンダクター（TC）」として養成・称号

付与する仕組みを構築する。 

【指定国構想】 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

 

評価指標 

[12]-１ 研究基盤戦略に基づき設備共用拠点

を複数設置する。 

[12]-２ 共用設備の第４期平均利用収入を第

３期に対して増加させる。 

[12]-３ TCカレッジにおいて、令和４年度か

ら研修等を本格的に開始し、テクニカルコン

ダクター（TC）の称号を令和５年度から毎年

度平均で２名以上に付与する。 

 

【13】水準 

施設の機能強化や再生、長寿命化等に必要な

投資を確保し、老朽化の拡大傾向に歯止めを

かけるとともに、戦略的なスペースマネジメ

ントにより、保有施設を有効活用する。 

 

方策 

・キャンパス・イノベーションエコシステム

構想のもと、田町新キャンパス構想の策定（

令和４年度目途）及びそれに続く大岡山・す

ずかけ台キャンパスの再開発基本構想の検討

を進め、第４期中にキャンパスマスタープラ

ンの改定を行い、施設の機能強化・再生・長

寿命化等を計画的に推進する。 

・学内スペースの配分・負担金システム等を

整備・活用し、保有施設の有効活用と戦略的

なスペースマネジメントを推進する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

[13]-１ 施設の老朽化率を、整備を実施しな

かった場合と比較し、令和９年度に５％以上

抑制する。 

[13]-２ 学内スペースの移管・転用等の数を

第４期中年平均800単位以上に増加させる。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

 

 

【14】水準 

世界水準の教育研究活動や法人経営を行うた

めに必要な経費を確保するため、財源を多元

化するとともに、トップダウンによる戦略的

・重点的な資源配分を実現する。 

 

 

 

 

方策 

・財務見通しと経営戦略を立案し、エビデン

スを重視した財務マネジメントを確立・活用

 

評価指標 

23-1.設備共用拠点の複数設置 

 

23-2.共用設備の利用収入：第４期各年平均

9,500万円 

23-3.TCカレッジにおいて、テクニカルコンダ

クター（TC）の称号を付与：第４期各年平均2

名以上 

 

 

【24】水準 

施設の機能強化や再生、長寿命化等に必要な

投資を確保し、老朽化の拡大傾向に歯止めを

かけるとともに、戦略的なスペースマネジメ

ントにより、保有施設を有効活用する。 

 

方策 

・学内スペースの配分・負担金システム等を

整備・活用し、保有施設の有効活用と戦略的

なスペースマネジメントを推進する。 

・キャンパス・イノベーションエコシステム

構想のもと、田町新キャンパス構想の策定及

びそれに続く大岡山・すずかけ台キャンパス

の再開発基本構想の検討を進め、第４期中に

キャンパスマスタープランの改定を行い、施

設の機能強化・再生・長寿命化等を計画的に

推進する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

24-1.施設（病院を除く）の老朽化率を、整備

を実施しなかった場合と比較し、令和９年度

に5％以上抑制 

24-2.学内スペースの移管・転用等の数：第４

期年平均800単位（25㎡を1単位として換算） 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

 

中期目標（19）関連 

【25】水準 

世界水準の教育研究活動や法人経営を行うた

めに必要な経費を確保するため、財源を多元

化するとともに、トップダウンによる戦略的

・重点的な資源配分を実現する。また、IR機

能を強化し、可視化された各部局の教育・研

究成果を活用することで、各部局の人的・物

的配分を最適化する。 

   

方策 

・本学のもたらす効果や本学の魅力を社会に

発信し、それによって得られる社会からの信
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しつつ、戦略的・重点的な資源投入等を推進

する。 

・産学連携活動を通じた資源獲得のみならず

、東京工業大学基金の増強やキャンパス等の

保有資産の有効活用等の多角的な方法により

財務基盤を強化する。 

・本学のもたらす効果や本学の魅力を社会に

発信し、それによって得られる社会からの信

頼を背景に人的・財政的投資を呼び込むとと

もに、得られた経営資源を教育研究等の基盤

に戦略的に配分する。（【２】一部再掲） 

【指定国構想】 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

[14]-１ 産学連携等収入、寄附金収入及び財

産貸付料等収入額の合計額を、令和９年度に

令和元年度の20％以上増加させる。 

[14]-２ 国立大学法人運営費交付金の収入割

合を、令和９年度に令和元年度の2.5％以上減

少させる。 

[14]-３ 「次の知的資産」を生み出す源泉と

なる教育研究基盤へ戦略的に投入する資金額

を第４期最終年度までに年間20億円程度 にす

る。（[２]-１再掲） 

 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況に

ついて自ら行う点検及び評価並びに当該状況

に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

 

 

【15】水準  

自己点検・評価やエビデンスに基づく法人経

営を推進するとともに、学生や産業界を中心

に情報発信を強化し、社会から更なる信頼を

得る。 

 

方策 

・内部質保証体制に基づき、全学・各部局等

において継続的に自己点検・評価を行い、そ

の結果等を踏まえて業務運営の改善や教育研

究の質の向上を図る。 

・プロボストを長とする「戦略的経営オフィ

ス」の活動等を通して、法人経営や各部局等

の教育研究にかかるコストと効果の多角的な

分析を行う。 

・学長主導で大学のブランディング・レピュ

頼を背景に人的・財政的投資を呼び込む。ま

た、安定的な財務基盤を確立するため、産学

連携活動を通じた資源獲得のみならず、基金

の増強やキャンパス等の保有資産の有効活用

等の多角的な方法により財務基盤を強化する

。 

・本学保有資産の再開発を含めた、大学の機

能強化に資する長期的ビジョンを策定する。 

・IR機能による可視化を踏まえて、財務見通

しと経営戦略を立案し、エビデンスを重視し

た財務マネジメントを確立・活用しつつ、得

られた経営資源を教育研究等の基盤に戦略的

に配分するなど、戦略的・重点的な資源投入

等を推進する。 

・IR機能による可視化を踏まえて、大学が目

指すべき機能強化の方向に合致した人的・物

的資源配分の仕組みを構築する。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

25-1.収入額全体（長期借入金及び病院収入を

除く）に占める国立大学法人運営費交付金収

入の割合：令和９年度末に3％減少（東京医科

歯科大学及び東京工業大学実績合算値の令和

元年度比） 

 

25-2.大学の機能強化及び「次の知的資産」を

生み出す源泉となる教育研究基盤への投資額

：年間20億円 

 

 

Ⅳ  教育及び研究並びに組織及び運営の状況

について自ら行う点検及び評価並びに当該状

況に係る情報の提供に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

 

中期目標（20）関連 

【26】水準 

自己点検・評価やエビデンスに基づく法人経

営を推進するとともに、学生や産業界を中心

に情報発信を強化し、社会から更なる信頼を

得る。 

 

方策 

・内部質保証体制に基づき、全学・各部局等

において継続的に自己点検・評価を行い、そ

の結果等を踏まえて業務運営の改善や教育研

究の質の向上を図る。 

・点検・評価結果を目標・戦略の改定に反映

させる仕組みを整備する 

・教育研究に係る計画の進捗状況を管理する

とともに、学内のIRデータを活用し、個人・

分野単位での評価指標を客観的に可視化する
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テーション向上のための広報戦略を立案し学

長自身のトップセールスを企画する「アドバ

ンスメントオフィス」の活動等を通して、本

学のもたらす効果や本学の魅力を社会に発信

する。 

・本学の実績と社会貢献について財務情報・

非財務情報を合わせて発信する統合報告書の

発行と学生や産業界との対話を継続的に実施

する。 

【指定国構想】 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

[15]-１ 自己点検・評価の結果や戦略的経営

オフィスによるコスト・効果分析の結果を踏

まえて統合報告書を定期的に発行するととも

に、アドバンスメントオフィスを中核として

学生や産業界等との対話の機会を年１回程度

設ける。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関す

る目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

【16】水準 

ICTを高度に活用し、社会環境に応じ効率性・

透明性・安全性・業務継続性を適切に保った

体制のもとで業務運営を実施する。 

 

方策 

・ICTを高度かつセキュアに活用するための以

下の方策を包括したDX推進基本戦略とさらに

詳細なアクションプランを策定し、全学的な

推進体制のもとで計画的にDXを推進していく

。 

 

 

 

・大学運営の効率化や安全性向上等を支援す

る基盤コミュニケーションシステムを整備し

、適切な活用規範に沿って業務で幅広く活用

する。 

・業務システムの整備・運用の統一的な指針

を策定し、システム間のデータ連携の効率性

・安全性を確保する仕組みを導入する。 

・強靭な情報セキュリティ環境の維持・向上

のため、システム上の対策だけでなく、大学

運営の現場で適切な情報セキュリティ管理が

ことにより、教育研究組織の運営状況の点検

並びに方針の策定や自己点検・評価を行う。 

・アウトプット・アウトカムを意識した目標

設定の下、現行事業の実績及び効果を検証し

、改善点などをフィードバックすることで、

次年度の予算配分に活用できる体制を構築し

、事業の効果・効率を向上させる。 

・本学の特色ある活動実績、社会貢献及び財

務情報を発信するため、統合報告書（

Integrated Report）を発行する。 

・理事長・学長のトップセールスによるステ

ークホルダーとの対話の場を通して、法人経

営に関する情報を発信するとともに、ブラン

ディング・レピュテーションを向上させる。 

【指定国構想】 

 

評価指標 

26-1.IRデータを活用した自己点検・評価結果

の可視化やコスト・効果分析による改善のほ

か、統合報告書を定期的に発行する 

26-2.理事長・学長によるステークホルダーと

の対話を通した法人経営に関する情報発信の

実施：年間5回 

26-3.海外プレスリリース：年間90報（再掲） 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関す

る目標を達成するためにとるべき措置 

 

中期目標（21）関連 

【27】水準 

ICTを高度に活用して、効率性・透明性・安全

性・業務継続性を適切に保った仕組み、体制

を整備し、業務運営を実施する。 

 

方策 

・「サイバーセキュリティの確保」と「デジ

タル化の進展」の両立を意識しつつ、ICTを高

度かつセキュアに活用するためのDX推進基本

戦略とさらに詳細なプランを策定し、業務全

般の継続性の確保とデジタル化技術の活用に

資する次世代IT化に向けた基盤整備を行い、

適切な活用規範に沿って業務で幅広く活用す

る。 

・クラウド化・デジタル化の進展に対応でき

る情報セキュリティの維持・向上のための体

制を整備する。具体的には、システム上の対

策のほか、大学運営の現場で適切な情報セキ

ュリティ管理ができる人材の育成・配置など

を進める。 

・IT化・クラウド化の取組をさらに進展させ

、ニューノーマルな時代に対応するための意

識改革・業務改革を行うとともに、事務シス

テムの効率化及び教職員・学生の利便性を向
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できる人材の育成・配置を進める。 

・デジタル技術の活用を想定しての業務プロ

セスの見直しや業務改革を計画的に進める。 

 

 

 

評価指標 

[16]-１ 令和４年度中に、包括的なDX推進基

本戦略とアクションプラン等を策定し、令和

５年度から計画的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画

及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

５５億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発

生等により緊急に必要となる対策費として借

り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計

画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・木崎湖合宿研修所の土地及び建物（長野県

大町市大字平14771番１，14771番5。

1,448.16㎡）を譲渡する。 

・鹿沢合宿研修所の土地及び建物（群馬県吾

妻郡嬬恋村大字鎌原字湯ノ丸山1053番834。

19,438.10㎡）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 毎事業年度の決算において剰余金が発生し

た場合は、その全部又は一部を、文部科学大

臣の承認を受けて、 

上させる。 

・デジタル化や業務のアウトソーシング（外

部委託）に伴う業務量の変化に応じて事務組

織体制の検証を行い、業務量に応じた機動的

な業務運営体制を構築する。 

 

評価指標 

27-1.包括的なDX推進基本戦略等を策定し、業

務改善、デジタル化の推進に着手 

27-2.大学統合を踏まえ、情報システムのマス

タ管理の仕様を統一し、情報を一元的に管理

する仕組みを導入 

27-3.サイバーセキュリティ対策基本計画に基

づくセキュリティ対策を進めることと並行し

て利用者の端末や学内ネットワーク等のアク

ティビティを可視化し、脅威を検知する仕組

みを導入 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計

画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

89億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発

生等により緊急に必要となる対策費として借

り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する

計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・木崎湖合宿研修所の土地及び建物（長野県

大町市大字平14771番１，14771番5。

1,448.16㎡）を譲渡する。 

・鹿沢合宿研修所の土地及び建物（群馬県吾

妻郡嬬恋村大字鎌原字湯ノ丸山1053番834。

19,438.10㎡）を譲渡する。 

・附属科学技術高等学校の土地の一部（東京

都港区芝浦三丁目17番1 外。253.65㎡）を

譲渡する。 

 

２．重要な財産を担保に供する計画 

本学病院における施設の整備に必要となる経

費の長期借り入れに伴い、本学湯島地区の敷

地及び病院の建物について、担保に供する。 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

〇 毎事業年度の決算において剰余金が発生

した場合は、その全部又は一部を、文部科 

学大臣の承認を受けて、 
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・ 教育研究の質の向上及び業務運営の改善 

に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 

（大岡山）本館改修Ⅵ、 

（大岡山他）ライフライン再生（給排水設

備等）、 

（すずかけ台）総合研究棟改修（理工系G4-

A棟）、 

（すずかけ台）Ｊ3棟整備等事業（PFI）、 

（大岡山他）新西5・6号館他、 

（大岡山）弓道場他、 

（大岡山）附属高校校舎・体育館、 

 

 

 

 

小規模改修 

 

予定額（百万

円） 

財源 

総額 13,893 施設整備費補助金 （1,054

） 

長期借入金 （12,539） 

（独）大学改革支援・学位

授与機構施設費交付金 

 （300） 

（注１）施設・設備の内容、金額については

見込みであり、中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備

の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の

改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について令和４年度以降

は令和３年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、（独

）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

、長期借入金については、事業の進展等によ

り所要額の変動が予想されるため、具体的な

額については、各事業年度の予算編成過程等

において決定される。 

 

 

 

２．人事に関する計画 

○人事に関する方針 

 

 

 

・若手教員の雇用促進 

・テニュアトラック教員、シニア層教員及び

・教育研究の質の向上及び業務運営の改善 

に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 

（大岡山）本館改修Ⅵ、 

（大岡山他）ライフライン再生（給排水設

備等）、 

（すずかけ台）総合研究棟改修（理工系G4-

A棟）、 

（すずかけ台）J3棟整備等事業（PFI）、 

（大岡山他）新西5･6号館他、 

（大岡山）弓道場他、 

（大岡山）附属高校校舎・体育館、 

（医病）機能強化棟、 

（医病）基幹・環境整備（屋外環境）、 

（医病）医科棟改修（手術室）、 

（国府台）基幹・環境整備Ⅱ（安全対策）

、小規模改修 

 

予定額（百万

円） 

財源 

総額 21,151 

 

施設整備費補助金（1,893

） 

長期借入金（18,867） 

（独）大学改革支援・学位

授与機構施設費交付金 

（390） 

（注１）施設・設備の内容、金額については

見込みであり、中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備

の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の

改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について令和４年度以降

は令和３年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、（独

）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

、長期借入金については、事業の進展等によ

り所要額の変動が予想されるため、具体的な

額については、各事業年度の予算編成過程等

において決定される。 

（注３）金額は、百万円未満を切り捨てて表

示しており、計は必ずしも一致しない。 

 

２．人事に関する計画 

○人事に関する方針 

・IR機能を活用して戦略的な教員人事を行い

、教育・研究・診療の重点領域に人的資源を

注力するため、人事戦略委員会を設置する。 

・若手教員の雇用促進やテニュアトラック教

員、シニア層教員、外国人教員の雇用形態の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

38 / 164



番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

外国人教員の雇用形態の多様化 

・教職員に対する評価結果の処遇への反映 

・高度な専門的知識、経験又は識見を必要と

する高度専門職員や高度専門員（URA）の適切

な配置とさらなる成果の向上 

上記を主軸とし、既に導入している制度につ

いても精査・改善を行う。 

 

 

 

３．コンプライアンスに関する計画 

・法令等を遵守するとともに、内部統制の仕

組みを適切に実施しつつ、その運用体制を含

め、継続的な見直しを図る。 

・教職員等を対象とする研修を開講すること

により、教育研究資金不正防止計画の着実な

実施及び研究不正防止策の取組について周知

・徹底を継続する。コンプライアンス教育及

び啓発活動の内容を充実し、教育研究資金の

適正な使用について意識の浸透を図るととも

に、国や資金配分機関が提供する研修用コン

テンツ等の利用を推進し、研究倫理教育の充

実を図る。 

・不正発生のリスクを早期に発見できる実効

性のあるモニタリング体制を整備、物品管理

の確認・取引業者との癒着防止のための取組

、出張報告において旅行の実態の確実な把握

、学生アシスタントの給与等を適切に支給す

るため勤務状況確認の徹底により、教員等の

業務の効率性に配慮しつつ実効性のある適正

な研究資金の管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

４．安全管理に関する計画 

全学的な安全衛生教育を実施し、危険・有害

物質の適正管理と教育研究上の事故防止対策

を強化・改善することにより、学生・教職員

の安全確保に関する意識と安全文化を醸成し

、安全で安心な研究教育環境を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様化を図り、評価結果を処遇に反映する。 

・国内外のトップ研究者のリクルートを推進

し、年俸制やクロスアポイントメント制度を

活用する。 

・女性研究者支援やジェンダー平等の取組を

強化し、高度専門職員や高度専門員（URA）の

適切な配置と成果向上を目指す。 

上記の他、現行の制度についても、精査・改

善を行う。 

 

３．コンプライアンスに関する計画 

・全学的なコンプライアンス体制の確立と推

進を図るため、規則や内部統制システムにつ

いて適切な運用と継続的な見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不正経理や倫理指針違反を含めて、研究に

関する法令違反等を防止するため、次の取組

を徹底する。 

①不正発生のリスクを早期に発見できる実効

性のあるモニタリング体制の整備 

②研究倫理（人を対象とする研究等）に関す

る講習会やe-ラーニングの実施 

③研究不正防止に関する研修や啓発活動を定

期的に開催 

④物品管理の確認と、取引業者との癒着防止

のための取組み 

⑤出張報告における旅行の実態の把握 

⑥学生アシスタントの給与等を適切に支給す

るための勤務状況確認 

 

４．安全管理に関する計画 

・全学的な安全衛生教育を実施し、危険・有

害物質の適正管理と事故防止対策を強化。産

業医と衛生管理者による定期巡視で職場環境

を管理し、化学物質・廃棄物の適正管理を行

う。 

・安全衛生委員会で問題点を抽出し、改善を

進める。研修会を年1回実施し、教職員と学生

の理解を深める。 

・建築基準法に基づく定期点検と修繕、防災

・防火訓練を計画的に開催。 

・感染防止対策として、事故防止フローの作

成、マニュアル改訂、発生状況の共有、再発

防止指導を実施。 

・ウイルス抗体検査とワクチン接種を行い、
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５．中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、

当該債務負担行為の必要性及び資金計画への

影響を勘案し、合理的と判断されるものにつ

いて行う。 

 

６．積立金の使途 

○ 前中期目標期間繰越積立金については、次

の事業の財源に充てる。 

① DX推進事業の一部 

② 宿舎・学生寮土地活用事業の一部 

③ キャンパス・イノベーション・エコシステ

ム事業の一部 

④ 戦略的産学連携事業の一部 

⑤ コロナ禍及びコロナ後における国際共同研

究環境・若手研究者育成プログラムの構築事

業の一部 

 

 

 

 

⑥ その他教育、研究に係る業務及びその附帯

業務 

 

７．マイナンバーカードの普及促進に関する

計画 

マイナンバーカードの意義や取得方法につい

て、入学・採用時等に周知を図ることで、学

生・教職員へマイナンバーカードの取得を促

す。 

 

 

 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 理学院 604人 

工学院 1,450人 

物質理工学院 742人 

情報理工学院 532人 

生命理工学院 620人 

環境・社会理工学院 544人 

 

 

 

（収容定員の総数） 

4,492人 

研究科等 理学院 464人 

新興感染症に備える。 

・医師の働き方改革として、勤務実態の把握

と労働時間短縮計画を策定し、タスク・シフ

ティングを推進。 

・BCPや災害対策マニュアルを精査し、訓練を

通じて検証・改訂する。 

 

５．中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、

当該債務負担行為の必要性及び資金計画への

影響を勘案し、合理的と判断されるものにつ

いて行う。 

 

６．積立金の使途 

○ 前中期目標期間繰越積立金については、次

の事業の財源に充てる。  

① DX推進事業の一部  

② 宿舎・学生寮土地活用事業の一部 

③ キャンパス・イノベーション・エコシステ

ム事業の一部  

④ 戦略的産学連携事業の一部  

⑤ コロナ禍及びコロナ後における国際共同研

究環境・若手研究者育成プログラムの構築事

業の一部  

⑥ 指定国立大学法人構想の実現のためのプロ

ジェクトの一部 

⑦ 病院の機能強化に係る再整備計画に基づく

施設設備整備の一部 

⑧ その他教育、研究、診療に係る業務及びそ

の附帯業務 

 

７．マイナンバーカードの普及促進に関する

計画 

学生・教職員に対するマイナンバーカード取

得促進のため、年に一度の「情報セキュリテ

ィ・個人情報保護講習会」や、HPでの案内、

図書館の入館ゲートの対応化、掲示板やポス

ターの掲示、定期的なアンケート調査、さら

に入学・採用時の周知を行う。 

 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 理学院 604人 

工学院 1,450人 

物質理工学院 742人 

情報理工学院 532人 

生命理工学院 620人 

環境・社会理工学院 544人 

医学部 942人 

歯学部 461人 

 

（収容定員の総数） 

5,895人 

研究科等 理学院 464人 
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工学院 1,461人 

物質理工学院 1,081人 

情報理工学院 420人 

生命理工学院 492人 

環境・社会理工学院 951人 

 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程 3,088人 

博士後期課程 1,701人 

 

専門職学位課程 80人 

 

別表２ 共同利用・共同研究拠点 

共同利

用・共

同研究

拠点 

生体医歯工学共同研究拠点（科学

技術創成研究院未来産業技術研究

所） 

先端無機材料共同研究拠点（科学

技術創成研究院フロンティア材料

研究所） 

物質・デバイス領域共同研究拠点

（科学技術創成研究院化学生命科

学研究所） 

学際大規模情報基盤共同利用・共

同研究拠点（学術国際情報センタ

ー） 

 

 

 

 

 

 

別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 

１．予算 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授与機構

施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検定料収 

入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附 

 

127,571 

1,054 

0 

 

300 

50,757 

44,501 

 

0 

0 

6,256 

 

工学院 1,461人 

物質理工学院 1,081人 

情報理工学院 420人 

生命理工学院 492人 

環境・社会理工学院 951人 

医歯学総合研究科 1,098人 

保健衛生学研究科 65人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程 3,345人 

博士後期課程 1,776人 

一貫制博士課程 831人 

専門職学位課程  80人 

 

別表２ 共同利用・共同研究拠点 

共同利

用・共

同研究

拠点 

先端無機材料共同研究拠点（総合

研究院フロンティア材料研究所） 

物質・デバイス領域共同研究拠点

（総合研究院化学生命科学研究所

） 

生体医歯工学共同研究拠点（総合

研究院未来産業技術研究所・生体

材料工学研究所） 

難治疾患共同研究拠点（総合研究

院難治疾患研究所） 

学際大規模情報基盤共同利用・共

同研究拠点（情報基盤センター） 

 

 

 

 

 

 

別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 

１．予算 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授与機構

施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検定料収 

入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附 

 

207,623 

1,894 

0 

 

390 

277,580 

56,002 

 

213,697 

0 

7,881 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・総合研究院： 

法人統合に際し、

学内の他の研究

所と統合して、名

称を改めたため、

認定組織名も変

更したもの。 

・生体医歯工学

共同研究拠点：旧

２法人でそれぞ

れ認可されてい

た拠点を統合し

たもの。 

・情報基盤セン

ター：組織の名称

変更に伴い、認定

組織名も変更し

たもの。 
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金収入 等 

長期借入金収入 

 計 

86,227 

12,539 

278,448 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附 

金事業費等 

長期借入金償還金 

 計 

 

178,328 

178,328 

0 

13,893 

0 

 

86,227 

0 

278,448 

 

[人件費の見積り] 

中期目標期間中総額 118,497 百万円を支出す

る。（退職手当は除く。） 

 

注）人件費の見積りについては、令和５年度

以降は令和４年度の人件費見積り額を踏まえ

試算している。 

注）退職手当については、国立大学法人東京

工業大学退職手当規程に基づいて支給するこ

ととするが、運営費交付金として措置される

額については、各事業年度の予算編成過程に

おいて国家公務員退職手当法に準じて算定さ

れる。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮し

ていない。 

 

[運営費交付金の算定方法] 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以

下の事業区分に基づき、それぞれに対応した

数式により算定して決定する。 

 

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕 

①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にか

かる金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業

年度におけるＤ（ｙ）。 

・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員の

うち、設置基準に基づく教員にかかる給与費

相当額及び教育研究経費相当額。 

・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち

、標準法に基づく教員にかかる給与費相当額

。 

・ 学長裁量経費。 

②「その他教育研究経費」：以下の事項にか

かる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業

年度におけるＥ（ｙ）。 

・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必

要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件

費相当額及び教育研究経費。 

 

金収入 等 

長期借入金収入 

 計 

121,234 

18,868 

627,589 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附 

金事業費等 

長期借入金償還金 

 計 

 

470,403 

271,506 

198,897 

21,152 

0 

 

121,234 

14,800 

627,589 

 

[人件費の見積り] 

中期目標期間中総額 273,554 百万円を支出す

る。（退職手当は除く。） 

 

注）人件費の見積りについては、令和５年度以

降は令和４年度の人件費見積り額を踏まえ試

算している。 

注）退職手当については、国立大学法人東京科

学大学職員退職手当規程に基づいて支給する

こととするが、運営費交付金として措置される

額については、各事業年度の予算編成過程にお

いて国家公務員退職手当法に準じて算定され

る。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮して

いない。 

 

[運営費交付金の算定方法] 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以

下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数

式により算定して決定する。  

 

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕  

①「教育研究等基幹経費」：以下の金額にかか

る金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度

におけるＤ（ｙ）。  

・学部・大学院の教育研究に必要な教職員のう

ち、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当

額及び教育研究経費相当額。  

・附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、

標準法に基づく教員にかかる給与費相当額。 

・学長裁量経費。  

 

②「その他教育研究経費」：以下の事項にかか

る金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度

におけるＥ（ｙ）。 

 ・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必

要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件費

相当額及び教育研究経費。  

・ 附属病院の教育研究診療活動に必要となる
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・ 附置研究所及び附属施設等の運営に必要と

なる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む

）の人件費相当額及び管理運営経費。 

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施

設の維持保全に必要となる経費。 

③「ミッション実現加速化経費」：ミッショ

ン実現加速化経費として、当該事業年度にお

いて措置する経費。 

 

〔基幹運営費交付金対象収入〕 

④「基準学生納付金収入」：当該事業年度に

おける入学定員数に入学料標準額を乗じた額

及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の

総額。（令和４年度入学料免除率で算出され

る免除相当額については除外。） 

⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入

（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定

員超過分等）及び雑収入。令和４年度予算額

を基準とし、第４期中期目標期間中は同額。 

 

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、

当該事業年度において措置する経費。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ） 

 

１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下

の数式により算定。 

Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）

－ Ｇ（ｙ） 

（１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数

） 

（２）Ｅ（ｙ）＝ {Ｅ（ｙ－１）× α（係数

）} × β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）± 

Ｕ（ｙ） 

（３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ） 

教職員の人件費相当額及び教育研究診療経費。  

・附置研究所及び附属施設等の運営に必要とな

る教職員の人件費相当額及び事業経費。  

・法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）

の人件費相当額及び管理運営経費。  

・教育研究等を実施するための基盤となる施設

の維持保全に必要となる経費。  

③「ミッション実現加速化経費」：ミッション

実現加速化経費として、当該事業年度において

措置する経費。  

 

〔基幹運営費交付金対象収入〕  

④「基準学生納付金収入」：当該事業年度にお

ける入学定員数に入学料標準額を乗じた額及

び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総

額。（令和４年度入学料免除率で算出される免

除相当額については除外。）  

⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入

学定員超過分等）、授業料収入（収容定員超過

分等）及び雑収入。令和４年度予算額を基準と

し、第４期中期目標期間中は同額。  

 

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕  

⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当

該事業年度において措置する経費。  

 

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕  

⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附

属病院の一般診療活動に必要となる人件費相

当額及び診療行為を行う上で必要となる経費

の総額。Ｉ（ｙ－１）は直前の事業年度におけ

るＩ（ｙ）。  

⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当

該事業年度において措置する経費。 

 

〔附属病院運営費交付金対象収入〕  

⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附

属病院における診療行為によって得られる収

入。 Ｋ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＫ

（ｙ）。 

 

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ） 

 

１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下の

数式により算定。  

Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ 

Ｇ（ｙ） 

（１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数）  

（２）Ｅ（ｙ）＝ {Ｅ（ｙ－１）× α（係数）} 

× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ） ± Ｕ

（ｙ）  

 

（３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ）  
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（４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

 

Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象

。 

Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象

。 

Ｆ（ｙ）：ミッション実現加速化経費（③）

を対象。なお、本経費には各国立大学法人の

新たな活動展開を含めたミッションの実現の

更なる加速のために必要となる経費を含み、

当該経費は各事業年度の予算編成過程におい

て当該事業年度における具体的な額を決定す

る。 

Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その

他収入（⑤）を対象。 

Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額 

新たな政策課題等に対応するための補正額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。 

Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額 

学部・大学院等の組織整備に対応するための

調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。 

Ｕ（ｙ）：成果を中心とする実績状況に基づ

く配分 

各国立大学法人の教育研究活動の実績、成果

等を客観的に評価し、その結果に基づき配分

する部分。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。 

 

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、

以下の数式により算定する。 

Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

 

Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお

、本経費には新たな政策課題等に対応するた

めに必要となる経費を含み、当該経費は各事

業年度の予算編成過程において当該事業年度

における具体的な額を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）  

 

Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。  

 

Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。  

 

Ｆ（ｙ）：ミッション実現加速化経費（③）を

対象。なお、本経費には各国立大学法人の新た

な活動展開を含めたミッションの実現の更な

る加速のために必要となる経費を含み、当該経

費は各事業年度の予算編成過程において当該

事業年度における具体的な額を決定する。  

 

Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その他

収入（⑤）を対象。  

Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額  

新たな政策課題等に対応するための補正額。  

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。  

Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額  

学部・大学院等の組織整備に対応するための調

整額。  

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。  

Ｕ（ｙ）：成果を中心とする実績状況に基づく

配分  

各国立大学法人の教育研究活動の実績、成果等

を客観的に評価し、その結果に基づき配分する

部分。  

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。  

 

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以

下の数式により算定する。  

Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）  

 

Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、

本経費には新たな政策課題等に対応するため

に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年

度の予算編成過程において当該事業年度にお

ける具体的な額を決定する。  

 

３．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以

下の数式により算定する。  

Ｃ（ｙ）＝ {Ｉ（ｙ）＋Ｊ（ｙ）} － Ｋ（ｙ）  

 

（１）Ｉ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ）  

（２）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ）  

（３）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ）  

 

Ｉ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。  

Ｊ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。  

Ｋ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。  
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【諸係数】 

α（アルファ）：ミッション実現加速化係数

。△1.6％とする。 

第４期中期目標期間中に各国立大学法人が蓄

積してきた知的資源を活用して社会変革や地

域の課題解決に繋げることを通じ、各法人の

意識改革を促すための係数。 

β（ベータ）：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上

の必要性を総合的に勘案して必要に応じ運用

するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な係数値を決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算

定方法に基づき、一定の仮定の下に試算され

たものであり、各事業年度の運営費交付金に

ついては、予算編成過程において決定される

。 

なお、運営費交付金で措置される「ミッショ

ン実現加速化経費」及び「特殊要因経費」に

ついては、令和５年度以降は令和４年度と同

額として試算しているが、教育研究の進展等

により所要額の変動が予想されるため、具体

的な額については、各事業年度の予算編成過

程において決定される。 

注）施設整備費補助金、大学改革支援・学位

授与機構施設費交付金及び長期借入金収入は

、「施設・設備に関する計画」に記載した額

を計上している。 

 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び

寄附金収入等については、令和４年度の受入

見込額により試算した収入予定額を計上して

いる。 

注）業務費及び施設整備費については、中期

目標期間中の事業計画に基づき試算した支出

予定額を計上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等に

より行われる事業経費を計上している。 

 

Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。  

直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費

の額に反映させるための調整額。  

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。  

Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。  

直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入

の額に反映させるための調整額。  

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な調整額を決定する。  

 

【諸係数】  

α（アルファ）：ミッション実現加速化係数。

△1.6％とする。  

第４期中期目標期間中に各国立大学法人が蓄

積してきた知的資源を活用して社会変革や地

域の課題解決に繋げることを通じ、各法人の意

識改革を促すための係数。  

β（ベータ）：教育研究政策係数。  

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上

の必要性を総合的に勘案して必要に応じ運用

するための係数。  

各事業年度の予算編成過程において当該事業

年度における具体的な係数値を決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定

方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたも

のであり、各事業年度の運営費交付金について

は、予算編成過程において決定される。 

 

なお、運営費交付金で措置される「ミッション

実現加速化経費」及び「特殊要因経費」につい

ては、令和５年度以降は令和４年度と同額とし

て試算しているが、教育研究の進展等により所

要額の変動が予想されるため、具体的な額につ

いては、各事業年度の予算編成過程において決

定される。 

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、大

学改革支援・学位授与機構施設費交付金及び長

期借入金収入は、「施設・設備に関する計画」

に記載した額を計上している。 

 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄

附金収入等については、令和４年度の受入見込

額により試算した収入予定額を計上している。 

 

注）業務費、施設整備費及び船舶建造費につい

ては、中期目標期間中の事業計画に基づき試算

した支出予定額を計上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等によ

り行われる事業経費を計上している。 

注）長期借入金償還金については、変動要素が
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注）上記算定方法に基づく試算においては、

「教育研究政策係数」は１とし、「教育研究

組織調整額」については、０として試算して

いる。また、「政策課題等対応補正額」につ

いては、令和５年度以降は令和４年度予算積

算上の金額から「成果を中心とする実績状況

に基づく配分」及び「法科大学院公的支援見

直し分」を０として加減算して試算している

。 

 

２．収支計画 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

 

純利益（損失） 

総利益（損失） 

271,244 

271,244 

249,596 

47,819 

0 

75,470 

1,330 

81,767 

43,210 

4,190 

0 

0 

17,458 

0 

 

271,244 

271,244 

123,726 

33,227 

4,996 

1,087 

0 

75,470 

9,024 

137 

6,119 

17,458 

0 

 

0 

0 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究

費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同

研究収益及び共同事業収益を含む。 

 

 

大きいため、令和４年度の償還見込額により試

算した支出予定額を計上している。 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教

育研究政策係数」は１とし、「教育研究組織調

整額」、「一般診療経費調整額」及び「附属病

院収入調整額」については、０として試算して

いる。また、「政策課題等対応補正額」につい

ては、令和５年度以降は令和４年度予算積算上

の金額から「成果を中心とする実績状況に基づ

く配分」及び「法科大学院公的支援見直し分」

を０として加減算して試算している。 

 

２．収支計画 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

 

純利益（損失） 

総利益（損失） 

604,641 

604,641 

555,538 

82,884 

83,945 

102,203 

2,349 

130,175 

153,982 

9,296 

1,364 

0 

38,443 

0 

 

613,568 

613,568 

203,084 

42,025 

6,082 

1,339 

213,697 

102,203 

16,782 

154 

20,474 

7,728 

0 

 

8,927 

8,927 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費

及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研

究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院における

借入金返済額（建物、診療機器等の整備のため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教育研究経費：

旧東京医科歯科

大学第４期中期

目標・中期計画策

定時に記載ミス

があり、正しい数

値を基に合算し

たもの。 

正）35,065 

誤）39,833 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資産見返負債

戻入、雑益： 

旧東京工業大学

第４期中期目標・

中期計画策定時

に記載ミスがあ

り、正しい数値を

基に合算したも

の。 

正）資産見返負債

戻入 17,458、雑

益 6,119 

誤）資産見返負債

戻入 6,119、雑益 

17,458 
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３．資金計画 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

 

授業料及び入学料検定料に

よる収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

291,068 

253,786 

24,662 

0 

12,620 

 

291,068 

264,555 

 

 

127,571 

0 

75,470 

10,757 

6,256 

1,354 

1,354 

0 

12,539 

12,620 

注）施設費による収入には、独立行政法人大学

改革支援・学位授与機構における施設費交付

事業に係る交付金を含む。 

の借入金）が、対応する固定資産の減価償却費

よりも大きいため発生する会計上の観念的な

利益を計上している。 

 

３．資金計画 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料に

よる収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

652,330 

564,834 

47,955 

14,800 

24,741 

 

652,330 

606,437 

207,623 

 

56,002 

213,697 

102,203 

19,031 

7,881 

2,284 

2,284 

0 

18,868 

24,741 

注）施設費による収入には、独立行政法人大学

改革支援・学位授与機構における施設費交付

事業に係る交付金を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運営費交付金 

による収入：旧東

京工業大学第４

期中期目標・中期

計画策定時に項

目の記載漏れが

あり、正しい数値

を基に合算した

もの。 

正）運営費交付金

収入 127,571 

誤）空欄 
 

 

  

47 / 164



・大学・高専機能強化支援事業の選定に伴う変更 １２法人 

番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

14 

福
島
大
学 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

３－５ 社会的、地域的なデジタル人材

需要に対応するため、大学・高専機能強

化支援事業の仕組みを活用し、高度情報

専門人材の養成機能を強化する。 

評

価

指

標 

3-5-1_令和７年度に理工学群の

入学定員を40名増員するととも

に、第５期中期目標期間終了時

までに他学部・他学科において

同規模の入学定員を減じるため

、令和９年度までに入学定員減

に係る計画を決定 

3-5-2_大学院共生システム理工

学研究科共生システム理工学専

攻(博士前期課程)の入学定員増

に向けた制度を設計 

 

 

・「大学・高専機能強化支援

事業」の採択に伴い、学群及

び研究科定員の増員を行う

ため。 

 

15 

茨
城
大
学 

２ 教育に関する目標を達成するための

措置 

（３）【分野横断型の学位プログラムの

整備】 

持続可能な社会の形成に向けて、社会

課題を主体的に解決する志向を有する人

材を育成する。 

そのため、総合大学としての多様な学

問分野を有機的に連携させ、企業・自治

体等と連携し、分野横断型の学位プログ

ラムを新たに整備する。 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評 価

指標 

 

①令和７年度までに分野横断

型の学位プログラムを整備す

る。整備後は、連携する企業・

自治体等との定期的な協議の

場も活用しつつ、本学の内部質

保証の枠組みを用いて学位プ

ログラムの点検・改善を年１回

以上行う。 

２ 教育に関する目標を達成するための措

置 

（３－１）【分野横断型の学位プログラム

の整備】 

持続可能な社会の形成に向けて、社会課

題を主体的に解決する志向を有する人材を

育成する。 

そのため、総合大学としての多様な学問

分野を有機的に連携させ、企業・自治体等

と連携し、分野横断型の学位プログラムを

新たに整備する。 

 

 

（３－２）【地域の課題解決に対応する製

造系高度IT技術者の人材育成】 

「大学・高専機能強化支援事業」の仕組み

を活用し、カリキュラムの再編や入学定員

の増員をはかり、地域のニーズに応え高度

な課題解決力を身に付けた製造DX系技術者

育成機能を強化する。 

 

評 価

指標 

 

①令和７年度までに分野横断

型の学位プログラムを整備す

る。整備後は、連携する企業・

自治体等との定期的な協議の

場も活用しつつ、本学の内部質

保証の枠組みを用いて学位プ

ログラムの点検・改善を年１回

以上行う。 

 

 

・中期計画の追加により、計

画番号を（３－１）に修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「大学・高専機能強化支援

事業」を活用した製造系高度

IT技術者人材育成について、

中期計画に（３－２）を追加

。入学定員の増員減員につい

て指標を追加。 
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評 価

指標 

 

①工学部情報工学科の入学定員 

10名増員（令和7年度）、理工学

研究科博士前期課程情報工学専

攻の入学定員 40名増員（令和6

年度）、理工学研究科博士後期課

程社会インフラシステム科学専

攻入学定員 2名増員（令和8年

度） 

②「大学・高専機能強化支援事業

」の実施によって増加した学部

の入学定員について、「第５期中

期目標期間終了時までに同規模

の入学定員減を行う方針」を第

４期末までに大学全体で検討し

、結論を得る。 

16 

筑
波
大
学 

10 数理・データサイエンス・AIの応

用基礎レベルと応用レベルのプログラ

ムを整備し、それらを活用して課題を

解決できる人材育成を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

評

価

指

標 

 

18 社会人大学院課程に新たな数

理・データサイエンス・AIを基

盤とした経営に資する教育プロ

グラムを開講し、令和９年度

（2027年度）までに、実施状況

を踏まえプログラム内容の見直

しを行う。 

10 数理・データサイエンス・AIの応用

基礎レベルと応用レベルのプログラムを

整備し、それらを活用して課題を解決で

きる人材育成を推進する。また、世界ト

ップレベルの研究者・技術者の育成、企

業等のニーズを踏まえた高度情報専門人

材の育成のため、大学・高専機能強化支

援事業の仕組みを活用し、令和７年度

（2025年度）に、理工学群工学システム

学類の入学定員を13名、情報学群情報科

学類の入学定員を10名、情報学群情報メ

ディア創成学類の入学定員を８名増員す

る。なお、第５期中期目標期間終了時ま

でに他学群・他学類を中心に同規模の定

員を減ずるため、令和９年度（2027年

度）末までに収容定員減に係る具体的な

計画を決定する。 

 

（略） 

 

評

価

指

標 

 

 

18 社会人大学院課程に新たな数

理・データサイエンス・AIを基

盤とした経営に資する教育プロ

グラムを開講し、令和９年度

（2027年度）までに、実施状況

を踏まえプログラム内容の見直

しを行う。 

 

 

 

「大学・高専機能強化支援事

業」への選定により、学士課

程の入学定員の増員を行うと

ともに、第５期中期目標期間

終了時までに同規模の入学定

員を減ずることに伴う変更 

 

 

33 

横
浜
国
立
大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置  

 

２ 教育に関する目標を達成するため

の措置 

 

 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置  

 

２ 教育に関する目標を達成するための

措置 

(3)-4 高度情報教育に対する社会の要請

を背景に、特に成長分野のうち情報系

人材育成のニーズに応えるため、大

 

 

 

 

 

大学・高専機能強化支援事業

に選定され、令和7年度に大

学全体の収容定員の増加を伴

う学部定員の増員を行うこ
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（新設） 

 

学・高専機能強化支援事業を活用し、

情報系分野に該当する理工学部数物・

電子情報系学科において入学定員の増

員を行い、専門科目の拡充をはじめと

する機能強化を行い情報系教育の質の

向上を図る。なお、増加した入学定員

について、第5期中期目標期間の終了

時までに同規模の収容定員減を行うた

め、第4期中期目標期間末までに定員

減を行う学部及びその人数を記載した

第5期中期計画を策定する。 

 

評

価

指

標 

(3)-4-1 令和7年度に理工学部数

物・電子情報系学科の入学定員

を23人増員する。 

 

と。また、第5期中期目標期

間終了時までに同規模の定員

減を行う方針を明記するた

め。 

 

34 

新
潟
大
学 

【④－2】（社会が求める人材の変化に

応じた大学院の柔軟化改革） 

 

 
 
 
 
 

（新設） 

【④－2】（社会が求める人材の変化に応

じた大学院の柔軟化改革） 

 

【④－3】（大学・高専機能強化支援事業

） 

 大学・高専機能強化支援事業を活用し、

令和7年度から工学部工学科及び創生学部

創生学修課程の入学定員を増員する。 

 
 

評

価

指

標 

 

７２．高度情報専門人材の育成に資

する教育プログラムの整備及び

入学定員見直しの状況 

 【新しいプログラムを１つ設置、

工学部及び創生学部の入学定員

を計10人増並びに合計10人程度

の入学定員減を行う学部及び人

数の決定（第4期中期目標期間終

了時）】 

 

 

 

 

「大学・高専機能強化支援事

業」に選定されたことによ

り、令和７年度に大学全体の

収容定員の増加を伴う学部定

員の増員をし、第４期中期目

標期間終了時までに「第５期

中期目標期間終了時までに同

規模の入学定員減を行う方

針」を定めるための変更 

47 

名
古
屋
工
業
大
学 

２ 教育に関する目標を達成するための

措置 

 

［3-1］豊かな文化的視点と工学技術者が

果たすべき責任をよく理解し、適切なコ

ミュニケーション力や論理的思考力を持

ち、複数の工学分野等の専門知識や能力

を活用できる技術者を育成・輩出する。

このため、文化的教育、倫理教育、工学

デザイン教育等の多様な教育を拡充する

とともに、学生個々の目標に基づく学習

計画を具現化するよう、オンライン授業

の整備等によって柔軟な学修を推進す

る。 

２ 教育に関する目標を達成するための措

置 

 

［3-1］同左 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

  2022年度開設の基幹工学教育課程に

おいては「基幹技術の展開を具現化し、

製造・施工現場で即戦力となる創製人

材」を、また、既設の高度工学教育課程

においては「工学分野を深く探究するこ

とのできる中核的技術開発人材」を、創

造工学教育課程では「多面的視野と価値

創造のための能力を持つ総合的工学人

材」を育成する。 

（新設） 

［3-2］ものづくり産業の拠点が集積して

いる中京地域では、AI技術の実社会応用の

スキルを積んだ人材へのニーズが高まって

いる。このようなニーズに対応するため、

2025年度より工学専攻の入学定員を30名増

員するとともに、データサイエンス・AI分

野の実践に関わる特別履修コースを新設

し、AIに関わる基礎理論からシステム開

発、制度設計から社会実装に至る多様な人

材を持続的に育成する。 

・大学・高専機能強化支援事

業の交付内定を受け、2025 年

度よりデータサイエンス・AI

分野において、新たな人材育

成プログラムを実施すること

で、さらなる教育の質向上を

実現させるため。

49 

三
重
大
学 

２ 教育 
（３）-１ 社会や地域の本学へのニーズ
を踏まえ、本学の特色や強みを有効に発
揮するための組織編制、適正規模を検討
し、教育研究組織の見直し、再編等を推
進する。特に教育学部の規模については、
三重県の教員養成の拠点として適切な規
模やカリキュラム等を構築するととも
に、第５期以降に向けた教育学部のグラ
ンドデザインを取り纏める。

評
価
指
標 

① 社会・地域のニーズを踏まえ
た学部・研究科の改組を実施す
るとともに、地域イノベーショ
ン学研究科において共創の場と
なる連携大学院を設置する。（第
４期中期目標期間最終年度まで
に達成）
② 教育学部において各教科の
教員免許状取得を維持するた
め、第 3 期最終年度における各
講座が開講する授業科目 426 の
うち 25％を削減しスリム化、効
率化を図る。（第４期中期目標
期間最終年度までに達成）

（新設） 

２ 教育 
（３）-１ 社会や地域の本学へのニーズを
踏まえ、本学の特色や強みを有効に発揮す
るための組織編制、適正規模を検討し、教
育研究組織の見直し、再編等を推進する。
特に教育学部の規模については、三重県の
教員養成の拠点として適切な規模やカリキ
ュラム等を構築するとともに、第５期以降
に向けた教育学部のグランドデザインを取
り纏める。また、地域の経済発展や社会問
題の解決に資する高度情報人材を育成する
ため、大学・高専機能強化支援事業の仕組
みを活用し、工学部総合工学科の入学定員
の増員を行う。 

評
価
指
標 

① 社会・地域のニーズを踏まえ
た学部・研究科の改組を実施す
るとともに、地域イノベーショ
ン学研究科において共創の場と
なる連携大学院を設置する。（第
４期中期目標期間最終年度まで
に達成）
② 教育学部において各教科の
教員免許状取得を維持するた
め、第 3 期最終年度における各
講座が開講する授業科目 426 の
うち 25％を削減しスリム化、効
率化を図る。（第４期中期目標
期間最終年度までに達成）
③ 工学部総合工学科において、
令和７年度に 35 名（１年次 30
名、３年次５名）の入学定員の
増員を行うとともに、第５期中
期目標期間終了時までに同規模
の定員を減ずるため、第４期中
期目標期間終了時までに定員を
減ずる学部・学科を決定する。 

「大学・高専機能強化支援事
業」への選定に伴い、工学部
総合工学科において入学定
員の増員を行うため。また、
第５期中期目標期間終了時
までに同規模の定員を減ず
る方針を明確にするため。 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

55 

大
阪
大
学 

（略） 

 

（３） －３  

高度な情報化社会の創造に資するため

に、文理を問わず全学的な数理科学・デー

タ科学・情報科学教育を充実・定着化し、

数理科学・データ科学・情報科学に関する

リテラシーを身に付けた人材の育成を推

進する。【指定国構想】 
 
 

 
 

評

価

指

標 

（３）－３－１  

数理科学・データ科学・情報科学

教育の実施状況 

（学部における数理科学・データ

科学・情報科学に関する科目の受

講者数：7,000 名以上/年（第４

期中期目標期間終了時） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） 

 

（３） －３  

高度な情報化社会の創造に資するため

に、文理を問わず全学的な数理科学・データ

科学・情報科学教育を充実・定着化し、数理

科学・データ科学・情報科学に関するリテラ

シーを身に付けた人材の育成を推進する。

また、情報系分野をけん引する高度人材に

関する社会的ニーズに対応するために、高

度情報専門人材を輩出する基盤づくりを進

める。【指定国構想】 

 

評

価

指

標 

（３）－３－１ 

数理科学・データ科学・情報科学教

育の実施状況 

（学部における数理科学・データ科

学・情報科学に関する科目の受講者

数：7,000 名以上/年（第４期中期

目標期間終了時） 

（３）－３－２ 

「大学・高専機能強化支援事業」の

制度活用状況 

（令和７年度より工学部・基礎工学

部の入学定員数を合計60名増員す

る。また、第５期中期目標期間終了

時までに同規模の定員減を実施する

ために、第５期中期目標期間開始時

までに具体的な計画を策定する。） 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

「大学・高専機能強化支援事

業」の選定に伴い、令和７年

度より学部定員の増員を行う

とともに、第５期中期目標期

間開始時までに、同規模の定

員減を実施するための具体的

な計画を策定することを明記

するため。 

58 

神
戸
大
学 

（３－２）デジタル社会に適応できるリ

テラシーを涵養するために、数理・デー

タサイエンスセンターにおけるAI・デー

タサイエンス教育体制とその環境を整備

するとともに、学内においてデジタル・

トランスフォーメーションの推進体制を

強化し、ハイブリッド型教育を取り入

れ、時空間の制限を軽減し全学共通教育

及び専門教育の質を向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３－２）デジタル社会に適応できるリテ

ラシーを涵養するために、数理・データサ

イエンスセンターにおけるAI・データサイ

エンス教育体制とその環境を整備するとと

もに、学内においてデジタル・トランスフ

ォーメーションの推進体制を強化し、ハイ

ブリッド型教育を取り入れ、時空間の制限

を軽減し全学共通教育及び専門教育の質を

向上させる。 

また、高度情報専門人材を育成するため、

大学・高専機能強化支援事業の仕組みを活

用し、令和７年度に工学部情報知能工学科

を工学部から独立させ、システム情報学部

システム情報学科を設置するとともに、43

名の入学定員の増員を行う。なお、「第５

期中期目標期間終了時までに他学部・他学

科を中心に同規模の定員減を行う方針」を

令和10年３月までに決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学・高専機能強化支援事業

に選定されたことに伴う、学

部設置による入学定員増のた

め。 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

評

価

指

標 

（３－２－１）数理・データサ

イエンスプログラム（基礎レ

ベル）受講率

【学士課程収容定員の80％（第

４期中期目標期間終了時）】 

（３－２－２）ハイブリッド型

授業科目数の割合 

【全授業科目数の10％（実験、

実習を除く。第４期中期目標期

間終了時）】 

評

価

指

標 

（３－２－１）数理・データサ

イエンスプログラム（基礎レ

ベル）受講率

【学士課程収容定員の80％（第

４期中期目標期間終了時）】 

（３－２－２）ハイブリッド型

授業科目数の割合 

【全授業科目数の10％（実験、

実習を除く。第４期中期目標期

間終了時）】 

65 

広
島
大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するため

の措置 

（新設） 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するための 

措置 

（略） 

【３】-３ デジタル分野をけん引する世

界トップレベルの高度情報専門人材を

育成・輩出するため、大学・高専機能

強化支援事業の仕組みを活用し、情報

科学部及び工学部第二類（電気電子・

システム情報系）の入学定員増を行

う。なお、第５期中期目標期間終了時

までに他学部・他学科を中心に同規模

の入学定員を減ずるための方針を令和

９年３月までに決定する。 

評

価

指

標 

【３】-３-１ 令和７年度に情

報科学部の入学定員を30人増

員し、工学部第二類（電気電

子・システム情報系）の入学

定員を10人増員する。 

大学・高専機能強化支援事業

に選定され、大学全体の収容

定員の増加を伴う情報科学

部及び工学部第二類（電気電

子・システム情報系）の入学

定員増を令和７年度に行い、

第５期中期目標期間終了時

までに同規模の入学定員減

を行う方針を明記するため。 

91 

東
海
国
立
大
学
機
構 

（新設） 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するための 

措置 

・TK4-5 「大学・高専機能強化支援事

業」の仕組みを活用し、各大学の特

色を活かした高度情報専門人材の育

成機能を強化する。 

「大学・高専機能強化支援事

業」に選定され、令和7年度

に大学全体の収容定員の増加

を伴う学部定員の増員を行い

、第5期中期目標期間終了時
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

評 

価 

指 

標 

・TH4-5-1 令和7年度から岐阜大学

では工学部において20名、名古屋

大学では情報学部において16名及

び工学部において20名の入学定員

を増員するとともに、第5期中期目

標期間終了時までに他学部・他学

科を中心に同規模の定員を減ずる

ため、第4期中期目標期間終了時ま

でに具体的な計画を決定する。 

までに同規模の定員減を行う

ため。 

93 

奈
良
国
立
大
学
機
構 

【2-5】奈良女子大学においては、専門分

野における探究力・研究能力を高めるとと

もに、学問的視野を広げるために次のプロ

グラムを実施する。 

（１）第３期中期目標期間に引き続き、学

士課程から博士前期課程まで切れ目なく

学修・研究活動を行うことで探究力を培う

６年一貫教育プログラムを全学部で実施

する。 

（２）専門的な探究に加えて、他分野の知

見に触れることで学問的視野を広げるた

めに、令和３年度に設置された副専攻プロ

グラム（地域志向、ジェンダー、グローバ

ル）を引き続き実施するとともに、社会や

学生のニーズに即したプログラムを設置

する。 

（新設） 

【2-5】奈良女子大学においては、専門分

野における探究力・研究能力を高めるとと

もに、学問的視野を広げるために次のプロ

グラムを実施する。 

（１）第３期中期目標期間に引き続き、学

士課程から博士前期課程まで切れ目なく学

修・研究活動を行うことで探究力を培う６

年一貫教育プログラムを全学部で実施する

。

（２）専門的な探究に加えて、他分野の知

見に触れることで学問的視野を広げるため

に、令和３年度に設置された副専攻プログ

ラム（地域志向、ジェンダー、グローバル

）を引き続き実施するとともに、社会や学

生のニーズに即したプログラムを設置する

。 

（３）全学的な情報教育を拡充することで

生活者目線に立った高度情報専門女性人材

を育成するため、大学・高専機能強化支援

事業の仕組みを活用し、生活環境学部文化

情報学科では令和７年度に２０名（学部学

生１２名、編入学生８名）の入学定員の増

員を行う。なお、増員分の定員について第

５期中期目標期間終了時までに他学部・他

学科を中心に減じる方針を第４期中期目標

期間終了時までに決定する。 

大学改革支援・学位授与機

構が実施する「令和５年度大

学・高専機能強化支援事業（

高度情報専門人材の確保に向

けた機能強化に係る支援）」

に採択された。これに伴う生

活環境学部文化情報学科の入

学定員の増員について、大学

設置・学校法人審議会による

設置審査（意見伺い）を受審

し令和６年８月に許可された

。 

本学においては本事業を全

学的な情報教育推進の契機と

捉え、副専攻（情報科学）を

新設したほか他分野と情報科

学の融合研究や他分野から情

報科学分野への進学を推奨す

るため、定員増を行う。 
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〇 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 １８法人 

番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

1 

北
海
道
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・北方生物圏フィールド科学センター森

林圏ステーション北管理部中川研究林の

土地の一部（北海道中川郡音威子府村・

中川町 330,000㎡）を譲渡する。 

・水産学部附属練習船１隻（北海道函館

市 うしお丸 179トン）を譲渡する。 

・北海道地区国立大学大滝セミナーハウ

スの土地（北海道伊達市大滝区優徳町 

23,966㎡）及び建物（2,380㎡）を譲渡

する。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・北方生物圏フィールド科学センター森

林圏ステーション北管理部中川研究林

の土地の一部（北海道中川郡音威子府村

・中川町 330,000㎡）を譲渡する。 

・水産学部附属練習船１隻（北海道函館

市 うしお丸 179トン）を譲渡する。 

・北海道地区国立大学大滝セミナーハウ

スの土地（北海道伊達市大滝区優徳町 

23,966㎡）及び建物（2,380㎡）を譲渡す

る。 

 

 

・花園町住宅５０５号棟の土地（北海道

函館市花園町 1,780.81㎡）及び建物（

1,504.95㎡）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

・北方生物圏フィールド科学センター

森林圏ステーション北管理部雨龍研究

林の土地の一部（北海道雨竜郡幌加内

町字母子里 218.24 ㎡）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・函館市内の別の職員宿舎（

梁川町住宅）を存続させるこ

ととしており、宿舎への入居

状況等を鑑みて、譲渡したと

しても業務運営上支障がない

ことから、職員宿舎としての

機能を廃止し、譲渡するもの

。 

・譲渡予定部分は最小限で有

用な立木はなく、譲渡したと

しても教育研究及び管理運営

業務上支障がないことから、

北海道上川総合振興局からの

護岸工事に伴う土地の譲渡要

請に応じるため、譲渡するも

の。 

14 

福
島
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 

 
１．重要な財産を譲渡する計画 
 ・山の家の土地及び建物（福島県福島
市町庭坂字目洗川２番２ 他１）を譲
渡する。 

   
 
 
 
２．重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 
  ・該当なし 
 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に
供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に
供する計画 

 
１．重要な財産を譲渡する計画 
 ・山の家の土地及び建物（福島県福

島市町庭坂字目洗川２番２ 他１）
を譲渡する。 

 ・附属小学校の土地の一部（福島県
福島市新浜町４－６ 

 136.85 ㎡）を譲渡する。 
 
２．重要な財産を担保に供する計画 
  ・該当なし 
 

 
 
・福島県福島市の市道杉妻
町・御山線（霞町工区）道路
整備事業における道路拡幅工
事に伴い、土地の一部を福島
市へ譲渡する。なお、譲渡予
定部分は、正門付近の土地で
あるが、正門を含む囲障の移
転に係る費用の補償があるた
め、国立大学法人福島大学附
属小学校の業務運営上支障が
ない。 
 
・誤記の修正のため。 
 

22 

東
京
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・地震研究所広島地震観測所アンテ

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・地震研究所広島地震観測所アンテ
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ナ施設跡地（広島県広島市安佐北

区落合七丁目1408 外 603.48㎡）

を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市北原町三丁目2667番

外 3,475.60㎡）を譲渡する。

・生産技術研究所附属千葉実験所跡

地の土地の一部（千葉県千葉市稲

毛区弥生町1-8 30,859.07㎡）を

譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属演

習林生態水文学研究所の土地の一

部（愛知県犬山市大字前原字橋爪

山1番1 5,448.75㎡）を譲渡す

る。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市緑町一丁目2700番

外 17,326.73㎡）を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市緑町一丁目2955番

外 6,040.48㎡）を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市緑町一丁目2599番1

外 8,820.79㎡）を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属演

習林千葉演習林の土地の一部（千

葉県君津市黄和田畑字郷田倉

1631-10 2,149.30㎡）を譲渡す

る。

・大学院農学生命科学研究科附属演

習林北海道演習林の土地の一部

（北海道富良野市字東山

81,779.08㎡）を譲渡する。

・生産技術研究所附属千葉実験所跡

地の土地の全部（千葉県千葉市稲

毛区弥生町7-2 外 75,298.97㎡）

を譲渡する。

・大沢職員宿舎の土地の全部（東京

都三鷹市大沢二丁目20-31

3,920.79㎡）を譲渡する。

ナ施設跡地（広島県広島市安佐北

区落合七丁目1408 外 603.48㎡）

を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市北原町三丁目2667番

外 3,475.60㎡）を譲渡する。

・生産技術研究所附属千葉実験所跡

地の土地の一部（千葉県千葉市稲

毛区弥生町1-8 30,859.07㎡）を

譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属演

習林生態水文学研究所の土地の一

部（愛知県犬山市大字前原字橋爪

山1番1 5,448.75㎡）を譲渡す

る。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市緑町一丁目2700番

外 17,326.73㎡）を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市緑町一丁目2955番

外 6,040.48㎡）を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属生

態調和農学機構の土地の一部（東

京都西東京市緑町一丁目2599番1

外 8,820.79㎡）を譲渡する。

・大学院農学生命科学研究科附属演

習林千葉演習林の土地の一部（千

葉県君津市黄和田畑字郷田倉

1631-10 2,149.30㎡）を譲渡す

る。

・大学院農学生命科学研究科附属演

習林北海道演習林の土地の一部

（北海道富良野市字東山

81,779.08㎡）を譲渡する。

・生産技術研究所附属千葉実験所跡

地の土地の全部（千葉県千葉市稲

毛区弥生町7-2 外 75,298.97㎡）

を譲渡する。

・大沢職員宿舎の土地の全部（東京

都三鷹市大沢二丁目20-31

3,920.79㎡）を譲渡する。

・池の平寮跡地の土地の全部（新潟

県妙高市大字関川字イモリ池2247 

5,378.51㎡）を譲渡する。 

・本郷キャンパス・浅野地区の土地

の一部（東京都文京区弥生二丁目

11-16 490.41㎡）を譲渡する。

・船舶（神奈川県横浜市金沢区八景

島 2艇）を譲渡する。 

・新潟県妙高市からの周辺生

物多様性保全等のための譲渡

要望に応じるため。

・キャンパス整備計画の一環

として譲渡するため。

・国立大学法人横浜国立大学

からの譲渡要望に応じるた

め。
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24 

東
京
外
国
語
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、または担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・保谷職員宿舎の土地及び建物（東

京都西東京市中町3丁目5番21号）

を譲渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、または担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・保谷職員宿舎の土地及び建物（

東京都西東京市中町3丁目5番21

号）を譲渡する。

・旧西尾久団地の土地（東京都荒

川区西尾久3丁目1381番7号）を

譲渡する。 

本土地は大学として利用して

いない状況であるため、譲渡

しても業務運営上支障はない

。保有資産は現状区道として

使用されており私権の行使が

できない状況であるため、荒

川区へ譲渡する。 

28 

東
京
科
学
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・木崎湖合宿研修所の土地及び建物（長

野県大町市大字平14771番１，14771番

5。1,448.16㎡）を譲渡する。

・鹿沢合宿研修所の土地及び建物（群馬

県吾妻郡嬬恋村大字鎌原字湯ノ丸山

1053番834。19,438.10㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・木崎湖合宿研修所の土地及び建物（長

野県大町市大字平14771番１，14771番

5。1,448.16㎡）を譲渡する。

・鹿沢合宿研修所の土地及び建物（群馬

県吾妻郡嬬恋村大字鎌原字湯ノ丸山

1053番834。19,438.10㎡）を譲渡する

。

・附属科学技術高等学校の土地の一部

（東京都港区芝浦三丁目17番1 外。

253.65㎡）を譲渡する。 

２．重要な財産を担保に供する計画 

本学病院における施設の整備に必要と

なる経費の長期借り入れに伴い、本学

湯島地区の敷地及び病院の建物につい

て、担保に供する。 

東京科学大学田町キャンパス

土地活用事業の事業敷地が含

まれる「田町駅東口地区地区

計画」において、敷地南側に

面する特別区道第1030号線を

本学敷地側に拡幅する方針が

定められていることから、当

該拡幅部分について、道路用

地として、所有権を東京都港

区に帰属させる必要があるた

め。 

なお、譲渡予定部分は、「田

町駅東口地区地区計画」にお

いて地区内集散道路として位

置付けられており、当該用途

以外の利用は見込まれないこ

と、また、狭小な端地であり

、譲渡しても土地全体の機能

及び利用に影響がないことか

ら、国立大学法人東京科学大

学の業務運営上支障がない。 

29 

東
京
海
洋
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ カッター13号艇（東京都 約1.5ト

ン）を譲渡する。

・ 汽船１隻（東京都 ひよどり 19ト

ン）を譲渡する。

・ ボート 舵手付きフォア１艇（東京

都 意気衝天（長さ12.75m））を譲

渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ カッター13号艇（東京都 約1.5ト

ン）を譲渡する。

・ 汽船１隻（東京都 ひよどり 19ト

ン）を譲渡する。

・ ボート 舵手付きフォア１艇（東京

都 意気衝天（長さ12.75m））を譲

渡する。

・ カッター15号艇（東京都 約1.5ト

ン）を譲渡する。

・ 伝馬船１杯（東京都 天馬2号 約

0.5トン）を譲渡する。

当該カッター及び伝馬船は、

ともに建造・製造から38年以

上が経過しており、老朽化が

著しく、安全に訓練を実施す

るためには多くの修繕等を行

う必要がある。 

現在は、所有する他のカッタ

ー及び伝馬船を使用して短艇

実習等を行っており、譲渡に

よる本学の業務運営上の支障

は無いことから、譲渡が適切

と判断した。 
57 / 164



番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

33 

横
浜
国
立
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

峰沢国際交流会館の外周道路

（土地）（横浜市保土ケ谷区峰沢

町305-1）244㎡を譲渡する。 

２．重要な財産を担保に供する計画 

重要な財産を担保に供する計画 

はなし。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・峰沢国際交流会館の外周道路

（土地）（横浜市保土ケ谷区峰沢

町305-1）244㎡を譲渡する。 

・平塚教場の土地（神奈川県平塚

市南原1-24-11）18,273.24㎡を譲

渡する。 

２．重要な財産を担保に供する計画 

重要な財産を担保に供する計画 

はなし。 

2018年に平塚教場は施設等の

老朽化が著しく、必要な機能

を本部キャンパスに機能移転

することとした。 

その後、資産有効活用の観点

から第三者貸付事業を進めて

いたが、コロナ禍の影響など

社会情勢の変化により当該事

業の出店計画が難航し、事業

の具体化が進まなかったこと

から、第三者貸付を断念した

。 

大学としては、現状のまま保

有継続することはリスクがあ

ること、既に当該資産の機能

移転は済んでおり今後の業務

運営に支障がないこと、現下

の社会情勢・周辺事情から再

度の貸付事業を進めるには困

難であること、平塚市との相

談により市の利用計画もない

ことが確認できたことから、

当該資産を譲渡するもの。 

39 

福
井
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画

  １．重要な財産を譲渡する計画 

 なし 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

  職員宿舎（乾徳）跡地（福井県福

井市乾徳四丁目５２８番 812.8㎡）

を譲渡する。 

乾徳宿舎廃止に伴う宿舎跡地

の処分であり、本学の業務運

営上支障がないものである。 

40 

山
梨
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・該当事項なし

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・自然教育園の土地（山梨県甲府市

塚原町字笠原１３９６番５号 

１１，０６５㎡）及び建物の一部

（２７０㎡）を譲渡する。 

・自然教育園の使用希望者が

いないことに加え、代替地を

開設済みで業務運営上支障が

ないことから売払うため。 

41 

信
州
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

・桐宿舎の土地（長野県松本市桐１

－１－８）を譲渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

・桐宿舎の土地（長野県松本市桐

１－１－８）を譲渡する。
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２．重要な財産を担保に供する計画 

・附属病院の施設・設備の整備に

必要となる経費の長期借入に伴

い、本学の土地及び建物を担保

に供する。 

 

・農学部AFC野辺山ステーション

の土地の一部（長野県南佐久郡

南牧村大字野辺山字二ツ山４６

２－１）を譲渡する。 

 

２．重要な財産を担保に供する計画 

・附属病院の施設・設備の整備に

必要となる経費の長期借入に伴

い、本学の土地及び建物を担保

に供する。 

長野県が野辺山地区において

農業用排水路の工事を計画し

ており、計画水路が当該土地

を通過するため、土地の一部

について譲渡の要望があった

。 

譲渡予定部分は、農学部AFC

野辺山ステーション全体（

287,846.90㎡）のうちの

331.21㎡とわずかな部分であ

り、水路が整備されることで

本学の教育研究活動に資する

面もあるため、本学の業務運

営上支障がない。 

63 

島
根
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
なし 
 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 
・川津団地 2 号物件（陸上競技場 野球
場,体育館等）の土地の一部（島根県松
江市西川津町字橋縄手 1033 番 5 
241.11 ㎡）を譲渡する。 

・京田団地の土地の一部（島根県松江市
西川津町字京田 855 番 1 40.32 ㎡）
を譲渡する。 

 

川津団地 2 号物件に係る譲渡

予定地は大学敷地の外周部の

境界フェンスの外側部分であ

り、面積も僅少であること、京

田団地に係る譲渡予定地も面

積が僅少であることから、譲

渡しても業務運営上支障がな

い土地であるため、松江市よ

り安全を確保する目的で計画

された市道拡幅計画の一連事

業における譲渡の要望に応じ

る。 

71 

高
知
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

○重要な財産を譲渡する計画 

・宇佐東団地（野外活動施設）の土

地及び建物（高知県土佐市宇佐町

宇 佐 東 町 浜 ３ １ ５ ９ 番 ５  

3,963.69 ㎡）を譲渡する。 

・朝倉南団地の土地の一部（高知県

高知市朝倉本町二丁目 17－47 

569.11 ㎡）を譲渡する。 

・船舶２隻（高知県土佐市 ねぷち

ゅーん 5.5 トン、はまゆう 2.0 ト

ン）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

○重要な財産を譲渡する計画 

・宇佐東団地（野外活動施設）の土

地及び建物（高知県土佐市宇佐

町宇佐東町浜３１５９番５  

3,963.69 ㎡）を譲渡する。 

・朝倉南団地の土地の一部（高知県

高知市朝倉本町二丁目 17－47 

569.11 ㎡）を譲渡する。 

・船舶２隻（高知県土佐市 ねぷち

ゅーん 5.5 トン、はまゆう 2.0

トン）を譲渡する。 

・旧 教育学部附属特別支援学校
実習田の土地及び建物（高知県
高知市神田字西高座 1567-2 
5,395.48 ㎡）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当該土地は、教育学部附属

特別支援学校実習田として利

用されてきたが、利便性が悪

かったことに加え、石垣等に

損傷が見られるなど、児童・

生徒の安全にも影響を及ぼす

恐れがあったことから使用し

ないこととなり、以降、当該

土地の有効な活用方法が見込

まれないため、保有資産の見

直しにより譲渡するもの。 
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73 

九
州
大
学 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

①箱崎地区の土地の一部（福岡県福

岡市東区箱崎六丁目4098番1）、

②文科系学部の土地（福岡県福岡市

東区箱崎六丁目4098番12ほか）、

③理学部の土地の一部（福岡県福岡

市東区箱崎六丁目4098番1ほか）、

面積 ①～③合計 92,486.96㎡を

譲渡する。

④旧工学部の土地（福岡県福岡市東

区箱崎六丁目3330番14ほか）、

⑤農学部の土地（福岡県福岡市東区

箱崎六丁目3330番3ほか）、

⑥研究所の土地（福岡県福岡市東区

箱崎六丁目3330番17ほか）、

⑦本部の土地（福岡県福岡市東区箱

崎三丁目4065番12ほか）、

⑧女子学生寄宿舎の土地（福岡県福

岡市東区箱崎七丁目3544番4）、面

積 ④～⑧合計 313,268.43㎡を

譲渡する。

⑨男子学生寄宿舎の土地（福岡県福

岡市東区筥松四丁目3575番20 面

積6,754.30㎡）を譲渡する。

⑩宿舎（二）の土地（福岡県福岡市

東区箱崎七丁目3553番37ほか 面

積60.85㎡）を譲渡する。

⑪福岡演習林苗圃地（一）の土地（

福岡県糟屋郡篠栗町大字高田字下

屋敷447番1 面積4,356.09㎡）を

譲渡する。

⑫福岡演習林苗圃地（二）の土地（

福岡県糟屋郡篠栗町大字高田字下

屋敷447番3 面積1,751.11㎡）を

譲渡する。

⑬農場の土地（福岡県糟屋郡粕屋町

大字阿恵字花折42番ほか 面積

204,933.68㎡）を譲渡する。

⑭伊都の土地の一部（福岡県福岡市

西区大字元岡字舟引285-1の一部ほ

か 面積1,269.62㎡）を譲渡する。

⑮宮崎演習林の土地の一部（宮崎県

東臼杵郡椎葉村大字大河内字大河

内1012-173の一部ほか 963.72㎡）

を譲渡する。

⑯天草臨海実験所 汽船１隻（熊本

県天草郡苓北町 2.2トン）を譲渡

する。

⑰競漕艇１隻（福岡市東区名島 16.6

ｍ）を譲渡する。

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画 

①箱崎地区の土地の一部（福岡県福

岡市東区箱崎六丁目4098番1）、

②文科系学部の土地（福岡県福岡市

東区箱崎六丁目4098番12ほか）、

③理学部の土地の一部（福岡県福岡

市東区箱崎六丁目4098番1ほか）、

面積 ①～③合計 92,486.96㎡を譲

渡する。

④旧工学部の土地（福岡県福岡市東

区箱崎六丁目3330番14ほか）、

⑤農学部の土地（福岡県福岡市東区

箱崎六丁目3330番3ほか）、

⑥研究所の土地（福岡県福岡市東区

箱崎六丁目3330番17ほか）、

⑦本部の土地（福岡県福岡市東区箱

崎三丁目4065番12ほか）、

⑧女子学生寄宿舎の土地（福岡県福

岡市東区箱崎七丁目3544番4）、

面積  ④～⑧合計 313,268.43㎡

を譲渡する。

⑨男子学生寄宿舎の土地（福岡県福

岡市東区筥松四丁目3575番20 面積

6,754.30㎡） を譲渡する。

⑩宿舎（二）の土地（福岡県福岡市

東区箱崎七丁目3553番37ほか 面積

60.85㎡）を譲渡する。

⑪福岡演習林苗圃地（一）の土地（

福岡県糟屋郡篠栗町大字高田字下

屋敷447番1 面積4,356.09㎡）を譲

渡する。

⑫福岡演習林苗圃地（二）の土地（

福岡県糟屋郡篠栗町大字高田字下

屋敷447番3 面積1,751.11㎡）を譲

渡する。

⑬農場の土地（福岡県糟屋郡粕屋町

大字阿恵字花折42番ほか 面積

204,933.68㎡）を譲渡する。

⑭伊都の土地の一部（福岡県福岡市

西区大字元岡字舟引285-1の一部ほ

か 面積1,269.62㎡）を譲渡する。

⑮宮崎演習林の土地の一部（宮崎県

東臼杵郡椎葉村大字大河内字大河

内1012-173の一部ほか 963.72㎡）

を譲渡する。

⑯天草臨海実験所 汽船１隻（熊本

県天草郡苓北町 2.2トン）を譲渡

する。

⑰競漕艇１隻（福岡市東区名島 16.6

ｍ）を譲渡する。
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⑱九州大学産学官連携イノベーショ

ンプラザの建物（福岡県福岡市早

良区百道浜3丁目8番34号 面積

2,895.33㎡）を譲渡する。 

⑲宮崎演習林の土地の一部（宮崎県

東臼杵郡椎葉村大字大河内字大河

内1012-6の一部 面積2.47㎡）を

譲渡する。 

⑱※R5個別認可対応済

産業の振興・集積等に資する

施設として活用することを目

的とした福岡市からの譲渡要

望に応じるため

⑲宮崎県の国道388号線にお

ける令和５年度発生道路災害

復旧工事に伴う工作物設置の

ための用地について、当該自

治体からの譲渡要望に応じる

ため。

75 

佐
賀
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ボート艇庫の土地（佐賀県佐賀

市諸富町大字為重字石塚分外搦四

角174番2面積441.09㎡）を譲渡す

る。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ボート艇庫の土地（佐賀県佐賀

市諸富町大字為重字石塚分外搦四

角174番2面積441.09㎡）を譲渡す

る。 

・本庄キャンパス西門付近の土地

（佐賀県佐賀市本庄町大字本庄字

五本杉457-12面積17.49㎡）を譲

渡する。 

大学敷地の隣地所有者が使用

している本学用途に使用して

いない土地を、当該隣地所有

者に譲渡するため。なお、譲

渡予定の土地は隣地境界の狭

小地であるため、業務運営上

の支障はない。 

77 

熊
本
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・南町２団地の土地（熊本県熊本

市東区若葉４丁目３番１号

222.44㎡）を譲渡する。

・新屋敷２団地の土地（熊本県熊

本市中央区新屋敷２丁目１５番

３号 326.24㎡）を譲渡する。

・黒髪団地南地区の土地の一部（

熊本県熊本市中央区黒髪２丁目

３９番１号 257.00㎡）を譲渡す

る。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・南町２団地の土地（熊本県熊本

市東区若葉４丁目３番１号

222.44㎡）を譲渡する。

・新屋敷２団地の土地（熊本県熊

本市中央区新屋敷２丁目１５番

３号 326.24㎡）を譲渡する。

・黒髪団地南地区の土地の一部（

熊本県熊本市中央区黒髪２丁目

３９番１号 257.00㎡）を譲渡

する。

・船舶１艇（汽船 北斗Ⅲ世）（

熊本県宇土市下網田町３０８４

番地１ １．２８トン）を譲渡

する。 

・大学として将来的な需要に

備える必要がなく、学内利用

の用途が限定され業務運営上

支障がないため

80 

鹿
児
島
大
学 

（略） 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画  

１．重要な財産を譲渡する計画 

（略） 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画  

１．重要な財産を譲渡する計画 
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・附属病院の土地（医学部A/敷地）の一

部（鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘8丁目35番1

、2,205．29㎡）を譲渡する。 

・農学部附属高隈演習林の土地の一部（

鹿児島県垂水市海潟3237、662.00㎡）を

譲渡する。 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

・附属病院の土地（医学部A/敷地）の

一部（鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘8丁目35

番1、2,205．29㎡）を譲渡する。 

・農学部附属高隈演習林の土地の一部

（鹿児島県垂水市海潟3237、661．47㎡

）を譲渡する。 

・農学部附属高隈演習林の土地の一部

（鹿児島県垂水市二川字本谷2268、706

．47㎡）を譲渡する。 

 

（略） 

 

 

 

 

・測量実測等に基づき数量の

変更があったもの。 

・高隈演習林と隣接している

林道（堀切・上場線）の災害

復旧事業用地として、鹿屋市

からの要望に応じ譲渡するも

の。 

公共的見地からもやむを得

ず、緊急性や重要性があると

判断するとともに、譲渡予定

部分は鹿屋市林道に隣接する

法面であり、学術参考林や保

護林ではない二次林のため、

教育研究等に直接の支障はな

い。 

82 

琉
球
大
学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画  

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画  

１．重要な財産を譲渡する計画  

・南上原地区の土地の一部（沖縄県中頭

郡中城村字南上原石橋原486-2 外2筆 面

積6,084㎡）を譲渡する。  

・汽船（みやまⅡ世）１艇を譲渡する。  

・石嶺団地の土地の一部（沖縄県那覇市

首里石嶺町2丁目96番１ 外7筆 面積 

20,787.75㎡の内、沖縄県那覇市首里石嶺

町2丁目96番１ 外4筆 面積 1079.12㎡）

を譲渡する。  

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画  

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画  

・南上原地区の土地の一部（沖縄県中頭

郡中城村字南上原石橋原486-2 外2筆 

面積6,084㎡）を譲渡する。  

・汽船（みやまⅡ世）１艇を譲渡する。  

・石嶺団地の土地の一部（沖縄県那覇市

首里石嶺町2丁目96番１ 外7筆 面積 

20,787.75㎡の内、沖縄県那覇市首里石

嶺町2丁目96番１ 外4筆 面積 1079.12

㎡）を譲渡する。  

・土地(琉大千原団地敷地)の一部【委託

職員駐車場】(沖縄県中頭郡西原町上原

二丁目16-9 外 面積817.38㎡)を譲渡

する。 

 

 

 

 

 

 

 

・土地(琉大千原団地敷地)の一部【圧送

ポンプ場】（沖縄県中頭郡西原町字棚原

456-1 面積2,944.68㎡）及び下水圧送

ポンプ場（面積33㎡）、発電機室（面積

45㎡）を譲渡する。 

 

 

 

本学の未利用地等の売却計

画に基づき譲渡を行う。譲渡

を行う土地の利用状況や理由

は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本学敷地と隣接していない

飛地のため遊休地となってい

た同地を琉球大学病院の委託

職員の駐車場として利用する

ことで有効活用を図ってきた

が、令和７年１月に当該病院

が宜野湾市西普天間に移転す

ることに伴い、利用予定(計画

)がなくなることから、譲渡を

行う。 

 

・本学の圧送ポンプ場として

利用していたが、西原町が新

たに本学敷地内にポンプ場を

設置したことにより、令和６

年度中に使用を停止すること

になったため、利用予定のな

い同地の譲渡を行う。 
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・土地（石嶺職員宿舎敷地）の一部（沖

縄県那覇市首里石嶺町2丁目96番1 面

積3,605.93㎡）及び石嶺職員宿舎４号棟

（面積864㎡）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

 

・土地(琉大千原団地敷地)の一部【南上

原飛地】（南上原都市計画事業南上原区

画整理事業100街区26 面積317.74㎡）

を譲渡する。 

 

・土地(琉大千原団地敷地)の一部【棚原

一丁目】（沖縄県中頭郡西原町字棚原一

丁目8-7 外1 面積231.74㎡）を譲渡す

る。 

 

・土地（志真志職員宿舎敷地）の一部（沖

縄県宜野湾市志真志一丁目254-2 面積

359.89㎡）を譲渡する。 

 

・本学石嶺職員宿舎用地の緑

地の一部及び４号棟の建って

いる敷地である。譲渡を検討

するにあたり、関係事業者か

ら、４号棟からの進入道路部

分まで含めなければ譲渡が困

難と指摘されたことから、未

使用となっている緑地の一部

と４号棟の敷地を合わせて譲

渡を行う。 

・本学敷地と隣接していない

飛地のため遊休地となってい

ることから、譲渡を行う。 

 

 

・本学敷地と隣接していない

飛地のため遊休地となってい

ることから、譲渡を行う。 

 

 

・本学では有効利用できない

土地である。隣接地主等から

の購入可能性の声があること

及び売却可能な土地と考えら

れるため、譲渡を行う。 

91 

東
海
国
立
大
学
機
構 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

【岐阜大学】 

・旧早野邸セミナーハウスの跡地

の全部（岐阜県大垣市昼飯町字

村北 1775 番 1 外 5,532.86 

㎡）を譲渡する。  

・学外合宿研修施設の土地の全部

（岐阜県岐阜市長良竜東町 5 丁

目 1 番 3,395.83 ㎡）を譲渡

する。 

【名古屋大学】 

・蓼科宿泊施設（高原気候医学研

究所）の跡地の全部（長野県茅

野市北山 4035 番 31 外

14,474.92 ㎡）を譲渡する。  

・佐久島観測所（全学共用教育研

究施設）の跡地の全部（愛知県

西尾市一色町佐久島 掛梨 49-4 

985.39 ㎡）を譲渡する。 

・東郷自然観察園の土地の全部（

愛知県愛知郡東郷町大字春木字

清水ケ根 4126 番 1 外  

23,796 ㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

【岐阜大学】 

・旧早野邸セミナーハウスの跡地

の全部（岐阜県大垣市昼飯町字

村北 1775 番 1 外 5,532.86 

㎡）を譲渡する。  

・学外合宿研修施設の土地の全部

（岐阜県岐阜市長良竜東町 5 丁

目 1 番 3,395.83 ㎡）を譲渡

する。 

【名古屋大学】 

・蓼科宿泊施設（高原気候医学研

究所）の跡地の全部（長野県茅

野市北山 4035 番 31 外

14,474.92 ㎡）を譲渡する。  

・佐久島観測所（全学共用教育研

究施設）の跡地の全部（愛知県

西尾市一色町佐久島 掛梨49-4 

985.39 ㎡）を譲渡する。 

・東郷自然観察園の土地の全部（

愛知県愛知郡東郷町大字春木字

清水ケ根 4126 番 1 外 

23,796 ㎡）を譲渡する。 
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番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

・春日井団地の跡地の全部（愛知

県春日井市勝川町 6 丁目 87番 

外 1,032.85㎡）を譲渡する。 

・当該財産は売却を前提とし

て受入れており、かつ大学か

らの距離が離れており、教育

研究の用に資することが困難

であるため、売却するもの。

譲渡予定物件は、売却を前提

として名古屋大学基金で寄附

受入をしており、売却により

得られた売却益を名古屋大学

基金に組み入れ大学全体の事

業の支援へ充当する予定であ

るため、譲渡したとしても大

学の業務運営上支障をきたす

ものではない。 
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〇 その他の変更 

・学内組織・制度等の名称決定等に伴う変更 ７法人 

番
号 

法人名 
変更内容 

変更前 変更案 

8 弘前大学 

【06】産業界等から要請される人材を育成するため
に、企業・自治体と連携した授業を実施すると
ともに、共同研究等を通して大学院学生に実践
的な研究の進め方を身に付けさせる。また、地
域で不足する公認心理師養成のため、組織体制
を構築する。 

 

評 価
指標 
 

①青森県の産業界及び自治体等からなる
「地域共創情報交換会（仮称）」を、令
和６年度及び令和９年度に実施し、産
業界や自治体が求める人材を育成する
上で有用な要素を、授業科目の内容に
反映させる。 

 
②地域共創科学研究科は、大学院教育に

参加する外部講師を第４期中期目標期
間中に延べ100名以上とする。 

 
③地域共創科学研究科は、企業・自治体・

団体との共同研究等に参加する大学院
学生を、第４期中期目標期間中に延べ
35名以上とする。 

 
④医学部心理支援科学科に接続する修士

課程を令和６年４月に設置する。 

【06】産業界等から要請される人材を育成するため
に、企業・自治体と連携した授業を実施すると
ともに、共同研究等を通して大学院学生に実践
的な研究の進め方を身に付けさせる。また、地
域で不足する公認心理師養成のため、組織体制
を構築する。 

 

評 価
指標 
 

①青森県の産業界及び自治体等からなる
「弘前大学大学院地域共創科学研究科
人材育成に関する意見交換会」を、令和
６年度及び令和９年度に実施し、産業
界や自治体が求める人材を育成する上
で有用な要素を、授業科目の内容に反
映させる。 

②地域共創科学研究科は、大学院教育に
参加する外部講師を第４期中期目標期
間中に延べ100名以上とする。 

 
③地域共創科学研究科は、企業・自治体・

団体との共同研究等に参加する大学院
学生を、第４期中期目標期間中に延べ
35名以上とする。 

 
④医学部心理支援科学科に接続する修士
課程を令和６年４月に設置する。 

12 秋田大学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 社会との共創に関する目標を達成するための措

置 

【１】地方公共団体や地元企業等との産学官連携と

して，地域社会や産業を牽引するため，府省・地方

公共団体等の競争的資金を活用したプロジェクト事

業，各種セミナーや研修会等を実施し，地域の課題

解決のための共同研究等を推進する。 

 

評価

指標 

2) 地元企業等との各種セミナー等を

教育文化学部と理工学部で合わせて

年７回以上開催する。 

         

 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 社会との共創に関する目標を達成するための措

置 

【１】地方公共団体や地元企業等との産学官連携と

して，地域社会や産業を牽引するため，府省・地方

公共団体等の競争的資金を活用したプロジェクト事

業，各種セミナーや研修会等を実施し，地域の課題

解決のための共同研究等を推進する。 

 

評価

指標 

2) 地元企業等との各種セミナー等を

教育文化学部と理工学部（2025年度

に総合環境理工学部に改組）で合わ

せて年７回以上開催する。 
 

２ 教育に関する目標を達成するための措置  

【７】オンデマンド教材を含むデジタル教材のより

一層の充実化を図り，授業中のみならず時間外にお

いても主体的・自律的に学習する環境を整備し，ま

た専攻分野における課題に対して，論理的に探究す

ることができる能力を養うため，アクティブ・ラー

ニング（能動的学修）を推進する。 

評

価

指

標 

 

5) 理工学部では，第４期終了時までに分

野横断型教育プログラムを２件以上設定

し，本プログラム内に25％以上のオンデ

マンド教材を整備する。 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置  

【７】オンデマンド教材を含むデジタル教材のより

一層の充実化を図り，授業中のみならず時間外にお

いても主体的・自律的に学習する環境を整備し，ま

た専攻分野における課題に対して，論理的に探究す

ることができる能力を養うため，アクティブ・ラー

ニング（能動的学修）を推進する。 

評

価

指

標 

 

5) 理工学部（2025年度に総合環境理工学

部に改組）では，第４期終了時までに分

野横断型教育プログラムを２件以上設定

し，本プログラム内に25％以上のオンデ

マンド教材を整備する。 
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番
号 法人名 

変更内容 

変更前 変更案 

【16】文部科学省認定社会通信教育である「秋田大

学理工学部通信教育講座」において，郵送を用いる

従来からの教学スタイルに加え，Ｗｅｂを用いる方

法を整備することにより，社会人の職業上必要とな

る知識や技術の習得，教養知識のレベルアップに貢

献する。 

【16】文部科学省認定社会通信教育である「秋田大

学理工学部通信教育講座」（2025年度から「秋田大

学総合環境理工学部通信教育講座」）において，郵

送を用いる従来からの教学スタイルに加え，Ｗｅｂ

を用いる方法を整備することにより，社会人の職業

上必要となる知識や技術の習得，教養知識のレベル

アップに貢献する。

【18】英語による情報発信や留学生が安心して生活

できる支援体制の構築やＩＣＴ環境を充実化し，ま

たシラバスの英語化の促進，英語で実施される教育

プログラムを構築し，優れた留学生を獲得する。 

評価指標 優れた留学生獲得を推進するた

め，以下の評価指標を設定する。 

1) 年間250名（2020年度末200名）

の留学生の受入れを目指し，この

人数を毎年維持する。なお，国際

資源学部では入学時から卒業時ま

で全て英語の授業を受けられるよ

うにし，2022年度から段階的に留

学生を増加させながら，第４期終

了時に１学年の定員の10％とす

る。また理工学部では学部入学定

員に対する私費外国人留学生定員

を，2021年度の5.31％から，上半

期中に８％以上とし，第４期終了

時までに10％以上まで増加させ

る。

【18】英語による情報発信や留学生が安心して生活

できる支援体制の構築やＩＣＴ環境を充実化し，ま

たシラバスの英語化の促進，英語で実施される教育

プログラムを構築し，優れた留学生を獲得する。 

評価指標 優れた留学生獲得を推進するた

め，以下の評価指標を設定する。 

1) 年間250名（2020年度末200名）

の留学生の受入れを目指し，この

人数を毎年維持する。なお，国際

資源学部では入学時から卒業時ま

で全て英語の授業を受けられるよ

うにし，2022年度から段階的に留

学生を増加させながら，第４期終

了時に１学年の定員の10％とす

る。また理工学部（2025年度に総

合環境理工学部に改組）では学部

入学定員に対する私費外国人留学

生定員を，2021年度の5.31％か

ら，上半期中に８％以上とし，第

４期終了時までに10％以上まで増

加させる。

14 福島大学 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 
３－３ 少子化や社会の変化等に対応できる資質

を備えた教員の養成を行うため、全学組織として「
福島大学教職課程センター」を設置する。これによ
り、教員養成の内部質保証体制を確立するとともに
、全学共通の質の高い教員養成システムを確立し、
個々の学生にふさわしい学びを支援することで、教
員としてのキャリアにつなげる。 

また、福島大学教職課程センター、教職大学院、
附属学校園が一体となった改革を促進し、取組みを
協働で行うことにより、学生や教職大学院生の学び
につなげる。 

評
価
指
標 

3-3-1_教員免許登録者全員に対し、教職
履修カルテを活用した面談を毎年度行い、
教職に就く意思確認を実施 
3-3-2_福島大学教職課程センター、教職

大学院、附属学校園による改革推進会議（
仮称）を毎年度開催し、地域の課題につい
て把握・分析するなど、カリキュラム上の
協力関係を促進 

3-3-3_三者共催による合同研究会を毎年
度実施 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 
３－３ 少子化や社会の変化等に対応できる資質

を備えた教員の養成を行うため、全学組織として「
福島大学教職課程センター」を設置する。これによ
り、教員養成の内部質保証体制を確立するとともに
、全学共通の質の高い教員養成システムを確立し、
個々の学生にふさわしい学びを支援することで、教
員としてのキャリアにつなげる。 
また、福島大学教職課程センター、教職大学院、

附属学校園が一体となった改革を促進し、取組みを
協働で行うことにより、学生や教職大学院生の学び
につなげる。 

評
価
指
標 

3-3-1_教員免許登録者全員に対し、教職
履修カルテを活用した面談を毎年度行い、
教職に就く意思確認を実施 
3-3-2_福島大学教職課程センター、教職

大学院、附属学校園による協働研究推進会
議を毎年度開催し、地域の課題について把
握・分析するなど、カリキュラム上の協力
関係を促進 
3-3-3_三者共催による合同研究会を毎年

度実施 
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番
号 

法人名 
変更内容 

変更前 変更案 

32 一橋大学 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

（５） ソーシャル・データサイエンス学部・研究

科（仮称）の創設、データ・デザインプロ

グラムの実施、金融工学教育センターの活

性化、社会調査関連科目の教育を通じて、

これまで蓄積されてきた数理・統計教育の

資産と強みを生かしたソーシャル・データ

サイエンス教育をさらに充実させ、先端的

なデータサイエンスの技術と社会科学の理

解をもとに、ビジネス・イノベーションや

社会経済課題の解決に貢献できる文理横断

的な知を備えた人材を育てる。【指定国構

想】    

評価指標 ７.（略） 

評価指標 ８. 第４期中期目標期間最終年度

におけるソーシャル・データサイ

エンス学部（仮称）以外の学部学

生のソーシャル・データサイエン

ス関連科目（AI入門等）履修率85

％以上 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要

事項に関する目標を達成するための措置 

 

（17） 複雑化する社会問題に対し分野融合的解決

をもたらすとともに、高度な協働力・課題解

決能力を持った人材を育成するために、四大

学連合（東京医科歯科大学、東京外国語大学

、東京工業大学、一橋大学）が、学長・副学

長レベルの定期的な連絡会を通して、協働に

よる教育・研究・社会連携活動を幅広く企画

・展開する。【四大学連合】 

 

評価指標 21. 四大学連合の協働で実施され

る多様な教育・研究・社会貢献

活動（連携講座、講演会、共同

研究・教育事業活動など）が、

開催件数及び参加者数などの量

的向上並びに活動の多様性拡大

（※）などの質的向上において

、第３期中期目標期間の水準を

超えること。 

（※）第３期中期目標期間中の取

組が少なかった、動画配信やオ

ンラインによるセミナー・グル

ープワークの実施、オンライン

と対面を組み合わせた企画を行

う。 
 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

（５） ソーシャル・データサイエンス学部・研究

科の創設、データ・デザインプログラムの

実施、金融工学教育センターの活性化、社

会調査関連科目の教育を通じて、これまで

蓄積されてきた数理・統計教育の資産と強

みを生かしたソーシャル・データサイエン

ス教育をさらに充実させ、先端的なデータ

サイエンスの技術と社会科学の理解をもと

に、ビジネス・イノベーションや社会経済

課題の解決に貢献できる文理横断的な知を

備えた人材を育てる。【指定国構想】 

 

評価指標 ７.（略） 

評価指標 ８. 第４期中期目標期間最終年度

におけるソーシャル・データサイ

エンス学部以外の学部学生のソー

シャル・データサイエンス関連科

目（AI入門等）履修率85％以上 

 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要

事項に関する目標を達成するための措置 

 

（17） 複雑化する社会問題に対し分野融合的解決

をもたらすとともに、高度な協働力・課題解

決能力を持った人材を育成するために、三大

学連合（東京外国語大学、東京科学大学、一

橋大学）が、学長・副学長レベルの定期的な

連絡会を通して、協働による教育・研究・社

会連携活動を幅広く企画・展開する。【三大

学連合】 

 

評価指標 21. 三大学連合の協働で実施され

る多様な教育・研究・社会貢献

活動（連携講座、講演会、共同

研究・教育事業活動など）が、

開催件数及び参加者数などの量

的向上並びに活動の多様性拡大

（※）などの質的向上において

、第３期中期目標期間の水準を

超えること。 

（※）第３期中期目標期間中の取

組が少なかった、動画配信やオ

ンラインによるセミナー・グル

ープワークの実施、オンライン

と対面を組み合わせた企画を行

う。 
 

37 富山大学 

【6-2 社会の多様な分野で活躍できる博士課程学生

の育成】 

（１）中期目標を踏まえ富山大学の強みや特色を生

かし実現・達成を目指す姿や水準 

① 優秀な大学院博士課程学生を対象に、研究力向

上、キャリアパス支援に向けた様々な取組を提供し

【6-2 社会の多様な分野で活躍できる博士課程学生

の育成】 

（１）中期目標を踏まえ富山大学の強みや特色を生

かし実現・達成を目指す姿や水準 

① 優秀な大学院博士課程学生を対象に、研究力向

上、キャリアパス支援に向けた様々な取組を提供し
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番
号 法人名 

変更内容 

変更前 変更案 

、アカデミアや民間企業等で幅広く活躍できる人材

を育成する。 

（２）目指す姿や水準を実現・達成するための方策

①ア 「科学技術イノベーション創出に向けたフェ

ローシップ創出事業」採用学生の論文投稿及び国際

学会発表の支援による研究力向上、インターンシッ

プ参加などのキャリアパス支援に向けた様々な取組

を提供する。

（３）目指す姿や水準を実現・達成したか検証する

ための評価指標

評

価

指

標 

（指標通番20）①アA…論文投稿数及び国際

学会発表数（「科学技術イノベーション創

出に向けたフェローシップ創出事業」採用

学生が、いずれかを毎年度１回以上投稿又

は発表） 

、アカデミアや民間企業等で幅広く活躍できる人材

を育成する。 

（２）目指す姿や水準を実現・達成するための方策

①ア 「科学技術イノベーション創出に向けたフェ

ローシップ創出事業」及び「次世代研究者挑戦的研

究プログラム」採用学生の論文投稿及び国際学会発

表の支援による研究力向上、インターンシップ参加

などのキャリアパス支援に向けた様々な取組を提供

する。

（３）目指す姿や水準を実現・達成したか検証する

ための評価指標

評

価

指

標 

（指標通番20）①アA…論文投稿数及び国際

学会発表数（「科学技術イノベーション創

出に向けたフェローシップ創出事業」及び

「次世代研究者挑戦的研究プログラム」採

用学生が、いずれかを毎年度１回以上投稿

又は発表） 

51 
滋 賀 医 科 大
学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

３．看護学科では、看護OSCE（Objective 

Structured Clinical Examination）の導入

を含めたカリキュラムの改善により学部教

育を充実させるとともに、研究発信力や先

進的看護ケアサービスを支える確かな専門

知識と看護技術をもつ人材育成を目指して

、大学院教育の高度化を図り、科学的視点

と優れた実践力を備えた看護師、助産師、

保健師を養成する。 

評

価

指

標 

③修士課程大学院生（在学中および修士

課程修了後２年以内まで含む）の研究成果

の公表率「修士課程大学院生（在学中およ

び修士課程修了後２年以内まで含む）の研

究成果の公表率を６年間平均75％以上と

する」 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

３．看護学科では、看護OSCE（Objective 

Structured Clinical Examination）の導入

を含めたカリキュラムの改善により学部教

育を充実させるとともに、研究発信力や先

進的看護ケアサービスを支える確かな専門

知識と看護技術をもつ人材育成を目指して

、大学院教育の高度化を図り、科学的視点

と優れた実践力を備えた看護師、助産師、

保健師を養成する。 

評

価

指

標 

③修士課程・博士前期課程大学院生（在

学中および修士課程・博士前期課程修了後

２年以内まで含む）の研究成果の公表率

「修士課程・博士前期課程大学院生（在学

中および修士課程・博士前期課程修了後２

年以内まで含む）の研究成果の公表率を６

年間平均75％以上とする」 

79 宮崎大学 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 社会との共創に関する目標を達成するため

の措置 

【1】宮崎地域の主軸高等教育機関として、教

育、研究、国際化、医療、地域連携の重点５

領域で地方創生を牽引する。産業人財育成プ

ラットフォームや高等教育コンソーシアムな

ど、地域と連携してきた実績を踏まえ、地域

に開かれたキャンパス運用を戦略的に展開

し、世界を視野に地域を担い牽引する人材を

養成する。

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 社会との共創に関する目標を達成するため

の措置 

【1】宮崎地域の主軸高等教育機関として、教

育、研究、国際化、医療、地域連携の重点５

領域で地方創生を牽引する。産業人財育成プ

ラットフォームや高等教育コンソーシアムな

ど、地域と連携してきた実績を踏まえ、地域

に開かれたキャンパス運用を戦略的に展開

し、世界を視野に地域を担い牽引する人材を

養成する。

68 / 164



番
号 

法人名 
変更内容 

変更前 変更案 

評価

指標 

【1-1】 

（指標）錦本町キャンパス（仮

称）の整備 

（水準）令和７年４月に地域に開

かれたキャンパスとなる

錦本町キャンパス（仮

称）をオープンし、令和

８年度からその運用につ

いて点検・検証し、必要

な改善を行う。 

【1-4】 

（指標）新たな大学機能拠点の設

置 

（水準）大学機能の強化のため

に、一部の教育研究機能

を錦本町キャンパス（仮

称）に令和７年４月に設

置し、令和８年度から点

検・改善する。 

 

 【2】持続可能な社会・地域の実現と地域経済及

び地域文化の発展に資するため、企業、公共

団体等との産学金労官連携をさらに強め、地

域の課題解決やSDGsの理念を踏まえた多様な

活動を推進するとともに活動内容等を広く発

信する。 

 

評価

指標 

【2-2】 

（指標）錦本町キャンパス（仮

称）にプロジェクト推進

窓口の設置と具体的なプ

ロジェクトの構築・実施 

（水準）令和７年度中に錦本町キ

ャンパス(仮称）にプロジ

ェクト推進窓口を設置

し、課題解決の具体的プ

ロジェクトを令和９年度

までに年間10件実施す

る。（継続も含む。） 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

 【7】医師等の地域医療従事者を育成するため、

医学生・看護学生・臨床研修医・専攻医の一

貫教育やキャリア形成を充実させるととも

に、宮崎県、市町村や医師会と連携した取組

を推進する。 

 

評価

指標 

【7-7】 

（指標）医師以外の指導者制度

（臨床教育マイスター

（仮称））創設 

（水準）医師以外の指導者制度

（臨床教育マイスター

評価

指標 

【1-1】 

（指標）錦本町ひなたキャンパス

の整備 

（水準）令和７年４月に地域に開

かれたキャンパスとなる

錦本町ひなたキャンパス

をオープンし、令和８年

度からその運用について

点検・検証し、必要な改

善を行う。 

【1-4】 

（指標）新たな大学機能拠点の設

置 

（水準）大学機能の強化のため

に、一部の教育研究機能

を錦本町ひなたキャンパ

スに令和７年４月に設置

し、令和８年度から点

検・改善する。 

 

 【2】持続可能な社会・地域の実現と地域経済及

び地域文化の発展に資するため、企業、公共

団体等との産学金労官連携をさらに強め、地

域の課題解決やSDGsの理念を踏まえた多様な

活動を推進するとともに活動内容等を広く発

信する。 

 

評価

指標 

【2-2】 

（指標）錦本町ひなたキャンパス

にプロジェクト推進窓口

の設置と具体的なプロジ

ェクトの構築・実施 

（水準）令和７年度中に錦本町ひ

なたキャンパスにプロジ

ェクト推進窓口を設置

し、課題解決の具体的プ

ロジェクトを令和９年度

までに年間10件実施す

る。（継続も含む。） 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

 【7】医師等の地域医療従事者を育成するため、

医学生・看護学生・臨床研修医・専攻医の一

貫教育やキャリア形成を充実させるととも

に、宮崎県、市町村や医師会と連携した取組

を推進する。 

 

評価

指標 

【7-7】 

（指標）医師以外の指導者制度

（地域医療教育マイスタ

ー）創設 

（水準）医師以外の指導者制度

（地域医療教育マイスタ
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（仮称））を令和４年度

までに創設して令和９年

度までに100人養成する。 

【7-9】 

（指標）看護職者対象のスキルア

ップ支援プログラム「ひ

むかスキルアップ支援プ

ログラム」（仮称）の開

発と提供 

（水準）令和６年度までに看護職

者対象のスキルアップ支

援プログラム「ひむかス

キルアップ支援プログラ

ム」（仮称）を看護学３

講座でそれぞれ開発と提

供し、修了者を令和９年

度までに合計50名輩出す

る。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

するためにとるべき措置 

 【18】大学の経営戦略を踏まえ、教育研究施設の

整備・活用を図り、教育研究の多様化・高度

化とゼロカーボン・キャンパスを推進する。

また、学生及び教職員の安全安心に十分に配

慮しつつ、地域・社会・世界とのイノベーシ

ョン・コモンズ（共創拠点）として地域に開

かれたキャンパス運用を戦略的に展開する。 

 

評価

指標 

【18-4】 

（指標）キャンパスマスタープラ

ンに基づきイノベーショ

ン・コモンズ（共創拠

点）を創出 

（水準）令和７年度までに錦本町

キャンパス（仮称）をオ

ープンし、令和８年度か

らその運用について点

検・改善するとともに、

木花キャンパスにおい

て、宮崎大学キャンパス

マスタープランにより構

築したイノベーション・

コモンズについて活用状

況の点検・改善を行う。

（一部再掲） 

 

Ⅹ その他 

別表２ 教育関係共同利用拠点 

 

 

 

 

・九州畜産地域における産業動物

教育拠点（農学部附属フィールド

科学教育研究センター住吉フィー

ルド（牧場）） 

ー）を令和４年度までに

創設して令和９年度まで

に100人養成する。 

【7-9】 

（指標）看護職者対象のスキルア

ップ支援プログラム「ひ

むかスキルアップ支援プ

ログラム」の開発と提供 

 

（水準）令和６年度までに看護職

者対象のスキルアップ支

援プログラム「ひむかス

キルアップ支援プログラ

ム」を看護学３講座でそ

れぞれ開発と提供し、修

了者を令和９年度までに

合計50名輩出する。 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

するためにとるべき措置 

 【18】大学の経営戦略を踏まえ、教育研究施設の

整備・活用を図り、教育研究の多様化・高度

化とゼロカーボン・キャンパスを推進する。

また、学生及び教職員の安全安心に十分に配

慮しつつ、地域・社会・世界とのイノベーシ

ョン・コモンズ（共創拠点）として地域に開

かれたキャンパス運用を戦略的に展開する。 

 

評価

指標 

【18-4】 

（指標）キャンパスマスタープラ

ンに基づきイノベーショ

ン・コモンズ（共創拠

点）を創出 

（水準）令和７年度までに錦本町

ひなたキャンパスをオー

プンし、令和８年度から

その運用について点検・

改善するとともに、木花

キャンパスにおいて、宮

崎大学キャンパスマスタ

ープランにより構築した

イノベーション・コモン

ズについて活用状況の点

検・改善を行う。（一部

再掲） 

 

Ⅹ その他 

別表２ 教育関係共同利用拠点 

 

 

 

 

・九州畜産地域における産業動物

教育拠点（農学部附属次世代農学

教育研究センター住吉フィールド

（牧場）） 
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教育

関係

共同

利用

拠点 

・照葉樹林とスギ林業を基盤とし

た森林・林業デジタル活用高度専

門人材育成のための教育共同利用

拠点（農学部附属フィールド科学

教育研究センター田野フィールド

（演習林）） 

 
 

教育

関係

共同

利用

拠点 

・照葉樹林とスギ林業を基盤とし

た森林・林業デジタル活用高度専

門人材育成のための教育共同利用

拠点（農学部附属次世代農学教育

研究センター田野フィールド（演

習林）） 

 
 

 

・評価指標の目標値の確定等に伴う変更  ５法人 

番
号 

法
人
名 

変更内容 

変更前 変更案 

32 

一
橋
大
学 

（９） ビジネススクール、法科大学院、国際・公共

政策大学院等で学ぶ学生たちが、企業人、法律

家、公務員等として活躍するために求める多様

なニーズに応えるとともに、グローバル・ウェ

ルフェア（※）に貢献するリーダーを育てると

いう要請に応えるため、ビジネススクールの国

際認証の取得・定員の拡充や、修了生が学習ア

ドバイザーや修了生ゼミを通じて後輩の教育に

関与する好循環によってきわめて高い司法試験

合格率を誇る「一橋モデル」と呼ぶべきロース

クールの理想型の構築を通じて、専門教育の高

度化・国際化を推進する。【指定国構想】 

（※）日本及び世界の自由で平和な政治経済社会の構

築 

 

 

評

価

指

標 

３. （略） 

評

価

指

標 

14. ビジネススクールAACSB（The 

Association to Advance Collegiate 

Schools of Business（※））国際認証

について、更新審査を第４期中期目標

期間最終年度までに受審し更新する。 

（※）米国に本部を置くマネジメント

教育の代表的な国際認証機関。同機関

の認証を受けたビジネススクールは、

一橋大学が認証を取得した2021年７月

時点で世界全体で６％未満に限られ、

日本国内では６校目、国公立大学とし

ては初めての取得となった。 

 

評

価

指

標 

15. （略） 

 

 

（９） ビジネススクール、法科大学院、国際・公共

政策大学院等で学ぶ学生たちが、企業人、法律

家、公務員等として活躍するために求める多様

なニーズに応えるとともに、グローバル・ウェ

ルフェア（※）に貢献するリーダーを育てると

いう要請に応えるため、ビジネススクールの国

際認証の取得・定員の拡充や、修了生が学習ア

ドバイザーや修了生ゼミを通じて後輩の教育に

関与する好循環によってきわめて高い司法試験

合格率を誇る「一橋モデル」と呼ぶべきロース

クールの理想型の構築を通じて、専門教育の高

度化・国際化を推進する。【指定国構想】 

 

（※）日本及び世界の自由で平和な政治経済社会の構

築 

 

評

価

指

標 

３. （略） 

評

価

指

標 

14. ビジネススクールAACSB（The 

Association to Advance Collegiate 

Schools of Business（※））国際認証

について、第４期中期目標期間を通じて

更新に必要な対応を実施し、国際認証を

維持する。 

（※）米国に本部を置くマネジメント教

育の代表的な国際認証機関。同機関の

認証を受けたビジネススクールは、一

橋大学が認証を取得した2021年７月時

点で世界全体で６％未満に限られ、日

本国内では６校目、国公立大学として

は初めての取得となった。 

評

価

指

標 

15. （略） 
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37 

富
山
大
学 

【12-1 地域の医療連携と高度医療の強化】  

（１）中期目標を踏まえ富山大学の強みや特色を生か

し実現・達成を目指す姿や水準  

① 地方自治体、地域医療機関との連携強化を図り、特

定機能病院である当院と他病院の役割分担を明確化し

、質の高い医療を提供するとともに地域医療に貢献す

る。  

（２）目指す姿や水準を実現・達成するための方策 

①ア 地域連携研修会の開催や連携登録医数の増加等

により地域の医療機関との連携を強化し、紹介率、逆紹

介率及び医師派遣数を、より増加させる。 

①イ 高度医療の強化を行うとともに、センター化等に

より医療機能の集約・強化を行う。 

①ウ 検査・診療に利用できるAIアプリケーションを、

開発又は導入する。  

（３）目指す姿や水準を実現・達成したか検証するため

の評価指標 

評

価

指

標 

（指標通番52）①アＡ…紹介率、医療連携協定

病院などへの逆紹介率、地域の医療機関への

医師派遣数（第４期中期目標期間中の平均数

を、第３期中期目標期間中の平均数より増加

） 

 

（指標通番53）①イＡ…医療機能の集約・強化

の状況（令和5年度までに呼吸器センター（

仮称）及びこども医療センター（仮称）、令

和６年度までにアレルギーセンター（仮称）

を設置するとともに、令和３年度に設置した

ジェンダーセンターでは保険診療が可能とな

る施設の認定を取得）  

（指標通番54）①イＢ…高度医療である一般社

団法人外科系学会社会保険委員会連合が定め

る高難度手術（D・E）や高難度新規医療技術

を用いた医療の実績等（第４期中期目標期間

中における高度医療の実績を第３期中期目標

期間全体の実績より増加）  

（指標通番55）①ウＡ…検査・診療に利用でき

るAIアプリケーションの開発や導入状況（令

和７年度までに開発と一部導入） 
 

【12-1 地域の医療連携と高度医療の強化】  

（１）中期目標を踏まえ富山大学の強みや特色を生か

し実現・達成を目指す姿や水準  

① 地方自治体、地域医療機関との連携強化を図り、特

定機能病院である当院と他病院の役割分担を明確化し

、質の高い医療を提供するとともに地域医療に貢献す

る。  

（２）目指す姿や水準を実現・達成するための方策 

①ア 地域連携研修会の開催や連携登録医数の増加等

により地域の医療機関との連携を強化し、紹介割合、

逆紹介割合及び医師派遣数を、より増加させる。 

①イ 高度医療の強化を行うとともに、センター化等に

より医療機能の集約・強化を行う。 

①ウ 検査・診療に利用できるAIアプリケーションを、

開発又は導入する。 

（３）目指す姿や水準を実現・達成したか検証するた

めの評価指標 

評

価

指

標 

（指標通番52）①アＡ…紹介割合、医療連携協定

病院などへの逆紹介割合（第４期中期目標期間

中の平均数を、令和３年度の数値より増加）、

地域の医療機関への医師派遣数（第４期中期目

標期間中の平均数を、第３期中期目標期間中の

平均数より増加） 

（指標通番53）①イＡ…医療機能の集約・強化の

状況（令和5年度までに呼吸器センター（仮称

）及びこども医療センター（仮称）、令和６年

度までにアレルギーセンター（仮称）を設置す

るとともに、令和３年度に設置したジェンダー

センターでは保険診療が可能となる施設の認定

を取得）  

（指標通番54）①イＢ…高度医療である一般社団

法人外科系学会社会保険委員会連合が定める高

難度手術（D・E）や高難度新規医療技術を用い

た医療の実績等（第４期中期目標期間中におけ

る高度医療の実績を第３期中期目標期間全体の

実績より増加）  

（指標通番55）①ウＡ…検査・診療に利用できる

AIアプリケーションの開発や導入状況（令和７

年度までに開発と一部導入） 
 

47 

名
古
屋
工
業
大
学 

【評価指標】 
[3-1_1]文化的視点や客観力・コミュニケーション力
の育成に資するカリキュラムの運用 
 2024 年度から 運用を開始 
 
[3-1_2]教育プログラムの見直し、運用 
 2023 年度まで 見直し 
 2024 年度から 運用を開始 
 
（新規） 
 

 

【評価指標】 
[3-1_1]同左 
 
 
 
[3-1_2]同左 
 
 
 
[3-2_1] 2025 年度に新設するデータサイエンス・AI 分野
の実践に関わる特別履修コースを修了する学生数 

 2027年度3月末  期間累計60名 
72 / 164



番
号

法
人
名 

変更内容 

変更前 変更案 

71 

高
知
大
学 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事

項に関する目標を達成するための措置 

（11）-3 次世代医療創造センター及び先端医療学推

進センターの支援のもとに先進的な臨床研究・再生

医療に取り組み、光線医療センターにおける光力学

研究や脳性麻痺再生医療研究センターにおける臍帯

血輸血による治療研究などを進めて、質の高い医療

を安全かつ安定的に提供する。【21】 

評

価

指

標 

（11）-3-1 脳性麻痺に対する同胞間臍帯

血輸血に関する症例登録数を６年間累計

で８例以上とする 

（11）-3-2 （略） 

（11）-3-3 （略） 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に

関する目標を達成するための措置 

（11）-3 次世代医療創造センター及び先端医療学推進セ

ンターの支援のもとに先進的な臨床研究・再生医療に取

り組み、光線医療センターにおける光力学研究や脳性麻

痺再生医療研究センターにおける臍帯血輸血による治療

研究などを進めて、質の高い医療を安全かつ安定的に提

供する。【21】

評

価

指

標 

（11）-3-1 脳性麻痺に対する同胞間・自家臍帯血

輸血に関する症例登録数を６年間累計で８例以上

とする 

（11）-3-2 （略） 

（11）-3-3 （略） 

90 

情
報
・
シ
ス
テ
ム
研
究
機
構 

G5-P19 

(1) CPUコア当たりの主記憶が大きいという特色を持

ち、統計数理科学に最適の統計科学スパコンを更新し、

大規模データ解析での利便性向上を図るとともに、統

計科学スパコンで実行するジョブ総数のうち所外利用

者が占める割合を第４期末までに70%以上とする。（第

３期実績見込み：68%） 

G5-P19 

(1) CPUコア当たりの主記憶が大きいという特色を持ち、統

計数理科学に最適の統計科学スパコンを更新し、大規模デ

ータ解析での利便性向上を図るとともに、統計科学スパコ

ンで実行された計算に要したCPU時間のうち所外利用者が

占める割合を第４期末時点で70%以上とする。（第３期実績

：48%） 
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24 

東
京
外
国
語
大
学 

（15）複雑化する社会問題に対し分

野融合的解決をもたらすとともに、

高度な協働力・課題解決能力を持っ

た人材を育成するために、四大学連

合（東京医科歯科大学、東京外国語

大学、東京工業大学、一橋大学）

が、学長・副学長レベルの定期的な

連絡会を通して、協働による教育・

研究・社会連携活動を幅広く企画・

展開する。 
 

評価

指標 

⑳四大学連合の協働で実

施される多様な教育・研

究・社会貢献連携活動

（連携講座、講演会、共

同研究・教育事業活動な

ど）について、開催件数

および参加者数などに関

する量的向上および活動

の種類の増加（企画・活

動の新形態やオンライン

を活用した展開など新た

な開催形態の開発）によ

る質的向上を通して、第

３期の水準を超える。 

（15）複雑化する社会問題に対し分

野融合的解決をもたらすとともに、

高度な協働力・課題解決能力を持っ

た人材を育成するために、三大学連

合（東京外国語大学、東京科学大

学、一橋大学）が、学長・副学長レ

ベルの定期的な連絡会を通して、協

働による教育・研究・社会連携活動

を幅広く企画・展開する。 

 
 

評価

指標 

⑳三大学連合の協働で実

施される多様な教育・研

究・社会貢献連携活動

（連携講座、講演会、共

同研究・教育事業活動な

ど）について、開催件数

および参加者数などに関

する量的向上および活動

の種類の増加（企画・活

動の新形態やオンライン

を活用した展開など新た

な開催形態の開発）によ

る質的向上を通して、第

３期の水準を超える。 

東京医科歯科大学と東京工業大学が統

合し、東京科学大学になったことに伴

う変更 

 

 

58 

神
戸
大
学 

Ⅹ その他 

 

５．中期目標期間を超える債務負担 

該当なし 

Ⅹ その他 

 

５．中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担につ

いては、当該債務負担行為の必要性

及び資金計画への影響を勘案し、合

理的と判断されるものについて行

う。 

 

 

 

中期計画策定時点に記載すべきとこ

ろ、漏れがあったため。 

 

68 

鳴
門
教
育
大
学 

中期計画 

【Ⅰ-4-⑲-(1)】 

【水準】 

本学と附属学校園が共同開発した

先導的教育モデルや実践プログラム

が徳島県内外の学校園において参照

されている。 

【方策】 

本学と附属学校園が、教育委員会・

地域防災関係機関等と連携し、共生

社会の実現に向けたインクルーシブ

教育（Inclusive）、フェーズフリ

ーの防災意識や主権者意識を育むシ

ティズンシップ教育（Citizenship

）を有機的に関連させた先導的

STEAM教育として「STEAMIC教育」（

STEAMIC：STEAM for Inclusive and 

Citizenship）モデルを構築し、実

中期計画 

【Ⅰ-4-⑲-(1)】 

【水準】 

本学と附属学校園が共同開発した

先導的教育モデルや実践プログラム

が徳島県内外の学校園において参照

されている。 

【方策】 

本学と附属学校園が、教育委員会等

と連携し、学習者一人一人の個性と

、創造性が発揮された深い学びを実

現するSTEAM教育とともに、人々の

市民権を認め、多様性を理解し共感

し合える社会の構成員の養成を目指

すIC（Inclusive Citizenship；包

括的な市民性）の視点を取り入れた

学習活動を展開する「STEAMIC教育

（STEAM and IC）」モデルを構築し

鳴門教育大学附属学校で取り組んで

いるSTEAMIC教育は、STEAMとICの二つ

の見方・内容から構成されています。 

STEAM教育を科学技術人材の育成に

とどまらず、広く「市民育成」の側面

でも捉え、学習者それぞれの個性を生

かし、感性を育むとともに、複雑化し

た現代社会で互いの多様性を包括しな

がら現代社会でより良く生きる市民の

育成を目指そうとするものが、鳴門教

育大学の附属学校で取り組む STEAMIC

教育です。 

ICとは Inclusive Citizenship （

包括的な市民性）であり、多様な人々

の権利を認められる人間、多様性を理

解し共感できる社会の構成員の養成を

念頭に置いた本学独自の造語です。 

現行の記載にある「Inclusive教育

」は、2006年12月の国連総会で採択さ

れた障害者の権利に関する条約におい
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践プログラムを開発して、広くその

成果を発信する。 

、実践プログラムを開発して、広く

その成果を発信する。 

ては、障害のある者とない者が共に学

ぶことを通して、共生社会の実現に貢

献しようという考え方を指す用語とし

て用いられており、本学の中期計画で

用いている意味とは異なることから、

用語の混同を避けるため、上記ICの考

え方を正確に伝えられるよう文章を変

更するものです。 

＜中期計画別表の変更＞ 

○ 教育研究組織の設置等に伴う変更 ５３法人

・教育研究組織の設置・改組に伴う変更 ５２法人

番
号

法
人
名 

現行 変更案 

02 

北
海
道
教
育
大
学 

 別表 学部、研究科等及び収容定員 

研究科等 

教育学研究科 178人 

（収容定員の総数） 

修士課程 18人 

専門職学位課程 160人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

研究科等 

教育学研究科 190人 

（収容定員の総数） 

修士課程 18人 

専門職学位課程 160人 

博士後期課程 12人 

09 

岩
手
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部 820 人 

教育学部  640 人 

理工学部 1,800 人 

農学部  990 人 

（収容定員の総数） 

4,250人 

研

究

科

等 

総合科学研究科  588 人 

教育学研究科     32 人 

理工学研究科   54 人 

獣医学研究科   20 人 

連合農学研究科   72 人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 588 人 

博士後期課程  126 人 

一貫性博士課程   20 人 

専門職学位課程   32 人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部 820 人 

教育学部  640 人 

理工学部 1,722 人 （R7 定員減） 

農学部 978 人 （うち獣医師養成に係

る分野 90 人）（R7 定員減） 

獣医学部  90 人 （うち獣医師養成に係

る分野 90 人）（R7 設置） 

（収容定員の総数） 

4,250 人 

研

究

科

等 

総合科学研究科  588 人 

教育学研究科     32 人 

理工学研究科   54 人 

獣医学研究科   20 人 

連合農学研究科   84 人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 588 人 

博士後期課程  138 人 

一貫性博士課程   20 人 

専門職学位課程   32 人 

10 

東
北
大
学 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

文学部 840人 

教育学部 280人 

法学部 640人 

経済学部 1,080人 

理学部 1,296人 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

文学部 840人 

教育学部 280人 

法学部 640人 

経済学部 1,080人 

理学部 1,296人 
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医学部 1,239人 

歯学部 318人 

薬学部 360人 

工学部 3,400人 

農学部 600人 

（収容定員の総数） 

10,053人 

医学部 1,251人 

歯学部 318人 

薬学部 360人 

工学部 3,400人 

農学部 600人 

（収容定員の総数） 

10,065人 

12 

秋
田
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部

国際資源学部 480人 

教育文化学部 840人 

医学部 1,221人 

理工学部 1,604人 

（収容定員の総数） 

4,145人 

研
究
科
等

（略） 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部

国際資源学部 480人 

教育文化学部 780人 

医学部 1,221人 

理工学部 407人（R7募集停止） 

※3年次編入学はR9募集停止

総合環境理工学部 957人（R7設置） 

情報データ科学部 300人（R7設置） 

（収容定員の総数） 

4,145人 

研
究
科
等

（略） 

13 

山
形
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

人文社会科学部  １，２００人 

地域教育文化学部   ７００人 

理学部  ８４０人 

医学部  ９０４人 

工学部   ２，６００人 

農学部  ６６０人 

（収容定員の総数） 

６，９０４人 

研究

科等 

社会文化創造研究科    ４８人 

医学系研究科   １５７人 

理工学研究科   ５７７人 

有機材料システム研究科 ２２６人 

農学研究科   ７６人 

教育実践研究科  ４０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ８６６人 

博士後期課程      １１４人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

人文社会科学部  １，２００人 

【内３０人】 

地域教育文化学部   ７００人 

【内３０人】 

理学部  ８４０人 

【内３０人】 

医学部  ９１２人 

工学部   ２，６００人 

農学部  ６６０人 

社会共創デジタル学環 【９０人】 

【内 人】は、学部等連係課程実施基

本組織に活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

６，９１２人 

研究

科等 

社会文化創造研究科    ４８人 

医学系研究科   １５７人 

理工学研究科   ６１７人 

有機材料システム研究科 ２２６人 

農学研究科   ７６人 

教育実践研究科  ４０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ９０６人 

博士後期課程      １１４人 
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一貫制博士課程   １０４人 

専門職学位課程  ４０人 

一貫制博士課程   １０４人 

専門職学位課程  ４０人 

14 

福
島
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

人文社会学群 2,800人 

理工学群  640人 

農学群  400人 

（収容定員の総数） 

3,840人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

人文社会学群 2,800人 

理工学群  760人 

（R7設置） 

農学群  400人 

（収容定員の総数） 

3,960人（R7設置） 

15 

茨
城
大
学 

別表１（学部、研究科等及び収容定員） 

学

部

及

び

学

部

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

人文社会科学部 1,504人【内64人】 

教育学部  1,100人 

理学部   828人（編入8人を含む） 

工学部  2,124人（編入40人を含む） 

 【内64人】 

農学部   692人（編入20人を含む） 

【内 32人】 

地域未来共創学環 【160人】 

（収容定員の総数） 

6,248人 

【内 人】は、学部等連係課程実施基本組織

に活用する収容定員を示す。 

別表１（学部、研究科等及び収容定員） 

学

部

及

び

学

部

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

人文社会科学部 1,504人【内64人】 

教育学部  1,100人 

理学部   828人（編入8人を含む） 

工学部   2,154人（編入40人を含む） 

（R7増）【内64人】 

農学部   692人（編入20人を含む） 

【内 32人】 

地域未来共創学環 【160人】 

（収容定員の総数） 

6,278人 （R7増） 

【内 人】は、学部等連係課程実施基本組織

に活用する収容定員を示す。 

16 

筑
波
大
学 

別表１ 学群、学術院及び収容定員 

学群 

人文・文化学群   ９６０人 

社会・国際学群   ６６０人 

人間学群   ４８０人 

生命環境学群  １，０２０人 

理工学群 ２，１００人 

情報学群   ９８０人 

医学群 １，１７５人 

体育専門学群   ９６０人 

芸術専門学群   ４００人 

学際サイエンス・デザイン専門学群 

１６０人

（収容定員の総数）   ８，８９５人 

学術院 

人文社会ビジネス科学学術院 ８３３人 

理工情報生命学術院     ３，１２６人 

人間総合科学学術院     ２，０１２人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程３，８１０人 

別表１ 学群、学術院及び収容定員 

学群 

人文・文化学群  ９６０人 

社会・国際学群  ６６０人 

人間学群   ４８０人 

生命環境学群  １，０２０人 

理工学群（R7収容定員増） 

２，１３４人 

情報学群（R7収容定員増）

１，０２６人 

医学群 １，２１１人 

体育専門学群  ９６０人 

芸術専門学群  ４００人 

学際サイエンス・デザイン専門学群 

１６０人   

（収容定員の総数）    ９，０１１人 

学術院 

人文社会ビジネス科学学術院８３３人 

理工情報生命学術院  ３，１２６人 

人間総合科学学術院  ２，０１２人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程３，８１０人 
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博士後期課程      １，５９３人 

一貫制博士課程      ４００人 

専門職学位課程      １６８人 

 
 

博士後期課程     １，５９３人 

一貫制博士課程       ４００人 

専門職学位課程       １６８人 

 
 

17 

筑
波
技
術
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

産業技術学部 ２００人 

保健科学部  １６０人 

 

 

（収容定員の総数） 

３６０人 

研

究

科

等 

技術科学研究科 ２４人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ２４人 

 

          

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

産業技術学部 １８５人 

保健科学部  １３０人 

共生社会創成学部 ４５人（R7設置） 

 

（収容定員の総数） 

３６０人 

研

究

科

等 

技術科学研究科 ２４人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ２４人 
 

19 

群
馬
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学 

部 

共同教育学部      760 人 

情報学部        700 人 

医学部         

1,383 人 

理工学部       1,926 人 

 

（収容定員の総数） 

           4,769 人 

 

 

 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学 

部 

共同教育学部      760 人 

情報学部        700 人 

医学部（Ｒ７入学定員の変更）   

1,349 人 

理工学部       1,926 人 

 

（収容定員の総数） 

           4,735 人 

 

 

 

21 

千
葉
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

国際教養学部         360人 

文学部            700人 

法政経学部         1,440人 

教育学部          1,520人 

理学部            800人 

工学部           2,264人 

情報・データサイエンス学部  416人 

園芸学部                   760人 

医学部                    651人 

薬学部                    460人 

看護学部                   320人 

 

（収容定員の総数） 

9,691人 

 
 

   別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

国際教養学部         360人 

文学部            700人 

法政経学部         1,440人 

教育学部          1,520人 

理学部            800人 

工学部           2,264人 

情報・データサイエンス学部  416人 

園芸学部                   760人 

医学部                    668人 

薬学部                    460人 

看護学部                   320人 

 

（収容定員の総数） 

9,708人 
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22 

東
京
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

法学部  1,600人 

医学部   814人 

工学部  3,772人 

文学部  1,420人 

理学部  1,120人 

農学部  1,220人 

経済学部 1,360人 

教養学部  560人 

教育学部  380人 

薬学部   336人 

 

（収容定員の総数） 

12,582人 
 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

法学部  1,600人 

医学部   816人 

工学部  3,772人 

文学部  1,420人 

理学部  1,120人 

農学部  1,220人 

経済学部 1,360人 

教養学部  560人 

教育学部  380人 

薬学部   336人 

 

（収容定員の総数） 

12,584人 
 

26 

東
京
農
工
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 農学部 1,270人（うち獣医師養成に係る分 

野 210人）  

工学部 2,224人 

 

（収容定員の総数） 

 3,494人 

学府 農学府 388人 

工学府 983人 

生物システム応用科学府 222人 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,180人 

  博士後期課程 243人 

  一貫制博士課程 90人 

  専門職学位課程 80人 

研究科 連合農学研究科 135人 

 

（収容定員の総数） 

 博士後期課程 135人 
 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 農学部 1,270人（うち獣医師養成に係る分 

野 210人）  

工学部 2,224人 

 

（収容定員の総数） 

 3,494人 

学府 農学府 388人 

工学府 983人 

生物システム応用科学府 54人 

先進学際科学府 198人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,260人 

  博士後期課程 243人 

  一貫制博士課程 40人 

  専門職学位課程 80人 

研究科 連合農学研究科 135人 

 

（収容定員の総数） 

 博士後期課程 135人 
 

31 

電
気
通
信
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

 

情報理工学域 

３，０６４人 

 

研究

科等 

 

情報理工学研究科      

１，２１７人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 

 １，０４０人 

博士後期課程 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

 

情報理工学域 

３，０６４人 

 

研究

科等 

 

情報理工学研究科      

１，２２３人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 

 １，０４０人 

博士後期課程 
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１７７人 １８３人 

32 

一
橋
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 （省略） 

研究科等 

経営管理研究科   515 人 

経済学研究科   224 人 

法学研究科   462 人 

社会学研究科   291 人 

言語社会研究科   155 人 

ソーシャル・データ

サイエンス研究科   42 人

国際・公共政策教育部 110 人

（収容定員の総数） 

修士課程  904人 

博士後期課程  414人 

専門職学位課程  481人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 （省略） 

研究科等 

経営管理研究科   512 人 

経済学研究科   224 人 

法学研究科   456 人 

社会学研究科   285 人 

言語社会研究科   149 人 

ソーシャル・データ

サイエンス研究科   63 人

国際・公共政策教育部 110 人

（収容定員の総数） 

修士課程   910人 

博士後期課程  408人 

専門職学位課程  481人 

33 

横
浜
国
立
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 800人 

経済学部 1,062人 

経営学部 1,188人 

理工学部 2,636人 

都市科学部 1,008人 

（収容定員の総数） 

6,694人 

研

究

科

等 

教育学研究科 152人 

国際社会科学府 354人（内38人） 

理工学府 857人（内10人） 

環境情報学府 463人（内18人） 

都市イノベーション学府 264人（内18人） 

先進実践学環 （84人） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,622人（内84人） 

博士後期課程 348人 

専門職学位課程 120人 

※（内 人）は、先進実践学環（研究科等連係

課程実施基本組織）の内数とする収容定員数 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 800人 

経済学部 1,062人 

経営学部 1,188人 

理工学部 2,705人※ 

都市科学部 1,008人 

（収容定員の総数） 

6,763人 

※令和７年度収容定員増

研

究

科

等 

教育学研究科 152人 

国際社会科学府 354人（内38人） 

理工学府 857人（内10人） 

環境情報学府 463人（内18人） 

都市イノベーション学府 264人（内18人） 

先進実践学環 （84人） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,622人（内84人） 

博士後期課程 348人 

専門職学位課程 120人 

※（内 人）は、先進実践学環（研究科等連係

課程実施基本組織）の内数とする収容定員数 

34 

新
潟
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部   852人 

教育学部   720人 

法学部   690人 

経済科学部   1,420人 

理学部   820人 

医学部  1,393人 

歯学部   357人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部   852人 

教育学部   720人 

法学部   690人 

経済科学部   1,420人 

理学部   820人 

医学部  1,433人 

歯学部   357人 
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工学部        2,160人 

農学部         720人 

創生学部        260人 

（収容定員の総数） 

9,392人 

研

究

科

等 

教育実践学研究科（専門職学位課程）  40人 

現代社会文化研究科（博士前期課程） 120人 

現代社会文化研究科（博士後期課程）  60人 

自然科学研究科（博士前期課程）   974人 

自然科学研究科（博士後期課程）   210人 

保健学研究科（博士前期課程）     40人 

保健学研究科（博士後期課程）     18人 

医歯学総合研究科（修士課程）     40人 

医歯学総合研究科（博士前期課程）   12人 

医歯学総合研究科（博士後期課程）    9人 

医歯学総合研究科（博士課程）    404人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,186人 

博士後期課程  297人 

一貫制博士課程 404人 

専門職学位課程 40人 
 

工学部        2,175人（R7増員） 

農学部         720人 

創生学部        275人（R7増員） 

（収容定員の総数） 

9,462人 

研

究

科

等 

教育実践学研究科（専門職学位課程）  40人 

現代社会文化研究科（博士前期課程） 120人 

現代社会文化研究科（博士後期課程）  60人 

自然科学研究科（博士前期課程）  1,004人 

自然科学研究科（博士後期課程）   210人 

保健学研究科（博士前期課程）     40人 

保健学研究科（博士後期課程）     18人 

医歯学総合研究科（修士課程）     40人 

医歯学総合研究科（博士前期課程）   12人 

医歯学総合研究科（博士後期課程）    9人 

医歯学総合研究科（博士課程）    404人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,216人 

博士後期課程  297人 

一貫制博士課程 404人 

専門職学位課程 40人 
 

38 

金
沢
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学域 

融合学域    780人 

人間社会学域 2,672人 

理工学域   2,556人 

医薬保健学域 1,899人 

 

（収容定員の総数） 

7,907人 

大学院 

人間社会環境研究科   142人 

自然科学研究科    1,260人 

医薬保健学総合研究科  626人 

先進予防医学研究科    48人 

新学術創成研究科    124人 

法学研究科        61人 

教職実践研究科      30人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,320人 

博士後期課程       576人 

一貫制博士課程      320人 

専門職学位課程       75人 
 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学域 

融合学域    780人 

人間社会学域 2,672人 

理工学域   2,556人 

医薬保健学域 1,911人 

 

（収容定員の総数） 

7,919人 

大学院 

人間社会環境研究科   142人 

自然科学研究科    1,260人 

医薬保健学総合研究科  609人 

先進予防医学研究科    48人 

新学術創成研究科    144人 

法学研究科        61人 

教職実践研究科      30人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,308人 

博士後期課程       582人 

一貫制博士課程      329人 

専門職学位課程       75人 
 

39 

福
井
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

教育学部   400人 

医学部    925人 

工学部    2,180人 

国際地域学部 240人 

 

（収容定員の総数） 

3,745人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

教育学部   400人 

医学部    925人 

工学部    2,180人 

国際地域学部 240人 

 

（収容定員の総数） 

3,745人 
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研究科

等 

福井大学・岐阜聖徳学園大学・富山国際大

学連合教職開発研究科 120人 

医学系研究科        133人 

工学研究科         632人 

国際地域マネジメント研究科 14人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 572人 

博士後期課程       75人 

一貫制博士課程     100人 

専門職学位課程     134人 

 

 

研究科

等 

福井大学・岐阜聖徳学園大学・富山国際

大学連合教職開発研究科 120人 

医学系研究科        124人 

工学研究科         614人 

国際地域マネジメント研究科 14人 

 

（収容定員の総数） 

博士前期課程           590人 

博士後期課程       66人 

一貫制博士課程     100人 

専門職学位課程     134人 

 

 

40 

山
梨
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

 

教育学部         480 人  

医学部          930 人  

工学部         1,500 人 

生命環境学部       620 人   

 

（収容定員の総数） 

3,530 人 

研

究

科 

 

教育学研究科     76 人 

医工農学総合教育部 691 人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程  500 人 

博士課程  191 人 

専門職学位課程  76 人 
 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

 

教育学部   450 人（R7 定員変更） 

医学部          950 人  

工学部         1,500 人 

生命環境学部 650 人（R7 定員変更） 

 

（収容定員の総数） 

3,550 人 

研

究

科 

 

教育学研究科     76 人 

医工農学総合教育部 677 人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程  486 人 

博士課程  191 人 

専門職学位課程  76 人 
 

43 

静
岡
大
学 

<< 略 >> 

 別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

 学部 

 

人文社会科学部     1,670人 

教育学部        1,040人 

情報学部         940人 

理学部          920人 

工学部         2,160人 

農学部          720人 

グローバル共創科学部 460人 

 

（収容定員の総数） 

7,910人 

研究科 

 

人文社会科学研究科   72人【2人】 

教育学研究科      102人 

総合科学技術研究科 1,078人【12人】 

光医工学研究科     15人 

自然科学系教育部   135人 

山岳流域研究院      14人 

 

【 】内の数字は、人文社会科学研究科及

<< 略 >> 

 別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

 学部 

 

人文社会科学部     1,670人 

教育学部        1,040人 

情報学部         940人 

理学部          920人 

工学部         2,160人 

農学部          720人 

グローバル共創科学部 460人 

 

（収容定員の総数） 

7,910人 

研究科 

 

人文社会科学研究科   72人【2人】 

教育学研究科      102人 

総合科学技術研究科 1,128人【12人】 

光医工学研究科     15人 

自然科学系教育部   141人 

山岳流域研究院      14人 

 

【 】内の数字は、人文社会科学研究科及
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び総合科学技術研究科の収容定員のうち、

研究科等連係課程実施基本組織である山

岳流域研究院の収容定員を内数で表して

いる。 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,150人 

博士後期課程   162人 

専門職学位課程  90人 

び総合科学技術研究科の収容定員のうち、

研究科等連係課程実施基本組織である山

岳流域研究院の収容定員を内数で表して

いる。 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,200人 

博士後期課程   168人 

専門職学位課程  90人 

44 

浜
松
医
科
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 医学部 930 人  

（収容定員の総数） 

930 人 

研究科 

医学系研究科 170 人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 32 人 

博士後期課程  18 人 

一貫制博士課程 120 人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 医学部 945 人  

（収容定員の総数） 

945 人 

研究科 

医学系研究科 170 人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 32 人 

博士後期課程  18 人 

一貫制博士課程 120 人 

47 

名
古
屋
工
業
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

工学部 ３，７６０人 

（収容定員の総数） 

３，７６０人 

研 究

科等 

工学研究科 １，５００人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 １，３６２人 

博士後期課程       １３８人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

工学部 ３，７６０人 

（収容定員の総数） 

３，７６０人 

研 究

科等 

工学研究科 １，５６０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 １，４２２人 

博士後期課程       １３８人 

48 

豊
橋
技
術
科
学
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

工学部 １，０４０人 

（収容定員の総数） 

１，０４０人 

研究

科等 

工学研究科 ８９２人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ７９０人 

博士後期課程 １０２人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

工学部 １，０４０人 

（収容定員の総数） 

１，０４０人 

研究

科等 

工学研究科 ９４６人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ８４４人 

博士後期課程 １０２人 
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49 

三
重
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

医学部   1,030人 

工学部   1,660人 

 

（収容定員の総数） 

 5,590人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

 
 

学部 

医学部   1,050人 

工学部   1,760人（R7入学定員増員） 

 

（収容定員の総数） 

 5,710人 

50 

滋
賀
大
学 

 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

教育学部 ９２０人 

経済学部 １,８８０人 

データサイエンス学部 ４００人 

 

（収容定員の総数） 

３，２００人 

研究

科等 

教育学研究科 ７０人 

経済学研究科 ７３人 

データサイエンス研究科 １０９人 

 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 １６４人 

博士後期課程  １８人 

専門職学位課程 ７０人 
 

 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

教育学部 ９２０人 

経済学部 １,７２０人（R7減員） 

データサイエンス学部 ５６０人（R7増員） 

 

（収容定員の総数） 

３，２００人 

研究

科等 

教育学研究科 ７０人 

経済学研究科 ７３人 

データサイエンス研究科 １６９人 

 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 ２２４人 

博士後期課程  １８人 

専門職学位課程 ７０人 
 

51 

滋
賀
医
科
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

医学部 870人 

 

（収容定員の総数） 

870人 

研究

科等 

医学系研究科 161人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程  32人 

博士課程 129人 
 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

医学部 875人 

 

（収容定員の総数） 

875人 

研究

科等 

医学系研究科 161人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 32人 

博士後期課程 9人 

一貫制博士課程 120人 
 

52 

京
都
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

医学部 １，０９３人 

 

（収容定員の総数） １１，６６７人 

          

研究科等 

情報学研究科 ６６０人 

 

（収容定員の総数） 

博士後期課程 ２，６０７人 

 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

医学部 １，０９６人（Ｒ７設置） 

 

（収容定員の総数） １１，６７０人 

          

研究科等 

 情報学研究科 ６７５人 

 

（収容定員の総数） 

博士後期課程 ２，６２２人 
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55 

大
阪
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部            ６６０人 

人間科学部          ５６８人 

外国語学部       ２，３４０人 

法学部         １，０２０人 

経済学部          ９００人 

理学部         １，０２０人 

医学部         １，２６９人 

歯学部           ３１８人 

薬学部           ４８０人 

工学部         ３，３０４人 

基礎工学部       １，７５６人 

 

（収容定員の総数） 

１３，６３５人 

研

究

科

等 

人文学研究科        ５１７人 

人間科学研究科       ３０４人 

法学研究科         １０６人 

経済学研究科        ２４１人 

理学研究科         ９１０人 

医学系研究科        ９５９人 

歯学研究科         １６０人 

薬学研究科         １３０人 

工学研究科       ２，１７４人 

基礎工学研究科       ７４４人 

国際公共政策研究科     １３３人 

情報科学研究科       ４４９人 

生命機能研究科       ２７５人 

高等司法研究科       ２４０人 

大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉

大学・福井大学連合小児発達学研究科 

７５人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４，０７６人 

博士後期課程 １，９３８人 

一貫制博士課程 １，１６３人 

専門職学位課程 ２４０人 

 

 

（略） 

 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部           ６６０人 

人間科学部         ５６８人 

外国語学部       ２，３４０人 

法学部         １，０２０人 

経済学部          ９００人 

理学部         １，０２０人 

医学部         １，２７２人 

歯学部           ３１８人 

薬学部           ４８０人 

工学部         ３，４０３人 

基礎工学部       １，８３７人 

 

（収容定員の総数） 

１３，８１８人 

研

究

科

等 

人文学研究科        ５１７人 

人間科学研究科       ３０４人 

法学研究科         １０６人 

経済学研究科        ２４１人 

理学研究科         ９１０人 

医学系研究科        ９５９人 

歯学研究科         １６０人 

薬学研究科         １２１人 

工学研究科       ２，１７４人 

基礎工学研究科       ７４４人 

国際公共政策研究科     １３３人 

情報科学研究科       ４４９人 

生命機能研究科       ２７５人 

高等司法研究科       ２４０人 

大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千

葉大学・福井大学連合小児発達学研究科 

７５人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４，０７６人 

博士後期課程 １，９０２人 

一貫制博士課程 １，１９０人 

専門職学位課程 ２４０人 

 

 

（略） 

 

56 

大
阪
教
育
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

教育学部 3,715人 

 

（収容定員の総数） 

3,715人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

教育学部 3,715人 

 

（収容定員の総数） 

3,715人 
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研究科等 

教育学研究科 100人 

連合教職実践研究科 300人 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程 100人 

専門職学位課程 300人 

 

         

研究科等 

教育学研究科 100人 

連合教職実践研究科 300人 

学校教育学研究科 12人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程 100人 

専門職学位課程 300人 

博士後期課程 12人 
 

58 

神
戸
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

文学部            ４００人 

国際人間科学部      １，５００人 

法学部            ７６０人 

経済学部         １，１２０人 

経営学部         １，０８０人 

理学部            ６６２人 

医学部          １，３３７人 

工学部          ２，３００人 

農学部            ６６０人 

海洋政策科学部        ８２０人 

 

 

（収容定員の総数） 

 １０，６３９人 

研究

科等 

人文学研究科         １４８人     

国際文化学研究科       １３９人    

人間発達環境学研究科     ２２９人     

法学研究科          ３６８人     

経済学研究科         ２２６人     

経営学研究科         ３３６人     

理学研究科          ３２５人     

医学研究科          ５８４人     

保健学研究科         ２３３人     

工学研究科          ７５８人     

システム情報学研究科     ２２６人     

農学研究科          ３０９人     

海事科学研究科        １８３人     

国際協力研究科        ２０９人     

科学技術イノベーション研究科 １１０人 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ２，６１６人 

 博士後期課程        ９０９人 

 一貫制博士課程       ４８０人 

 専門職学位課程       ３７８人 
 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

文学部      ４００人 

国際人間科学部１，４９５人（R９入学定員減） 

法学部      ７６０人 

経済学部   １，１２０人 

経営学部   １，０８０人 

理学部      ６６２人 

医学部    １，３９３人（R７設置） 

工学部    １，９３１人（R７入学定員減） 

システム情報学部 ４５３人（R７設置）  

農学部      ６６０人 

海洋政策科学部  ８２０人 

 

（収容定員の総数） 

 １０，７７４人 

研究

科等 

人文学研究科         １４８人     

国際文化学研究科       １３９人    

人間発達環境学研究科     ２２９人     

法学研究科          ３６８人     

経済学研究科         ２２６人     

経営学研究科         ３３６人     

理学研究科          ３２５人     

医学研究科          ５８４人     

保健学研究科         ２３３人     

工学研究科          ７５８人     

システム情報学研究科     ２４２人     

農学研究科          ３０９人     

海事科学研究科        １８３人     

国際協力研究科        ２０９人     

科学技術イノベーション研究科 １１０人 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ２，６３２人 

 博士後期課程        ９０９人 

 一貫制博士課程       ４８０人 

 専門職学位課程       ３７８人 
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61 

和
歌
山
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部   660人 

経済学部   1,220人【 40人】 

システム工学部   1,260人【 60人】 

観光学部  480人【 20人】 

社会インフォマティクス学環【120人】 

【 】は、学部等連係課程実施基本組織に活用

する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

3,620人 

研

究

科

等 

教育学研究科  60人 

経済学研究科  76人 

システム工学研究科   282人 

観光学研究科  50人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 346人 

博士後期課程  42人 

専門職学位課程  80人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部   570人（R7入学定員減） 

経済学部   1,220人【 40人】 

システム工学部 1,350人（R7入学定員増）

【 60人】 

観光学部         480人【 20人】 

社会インフォマティクス学環【120人】 

【 】は、学部等連係課程実施基本組織に活

用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

3,620人 

研

究

科

等 

教育学研究科  60人 

経済学研究科  76人 

システム工学研究科   304人 

観光学研究科  50人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 368人 

博士後期課程  42人 

専門職学位課程  80人 

62 

鳥
取
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

地域学部  ６８０人 

医学部   １，２１９人 

工学部   １，８００人 

農学部   １，０９０人 

（収容定員の総数） 

  ４，７８９人

研 究

科等 

持続性社会創生科学研究科 ５０２人 

医学系研究科   ２２６人 

工学研究科    ３６人 

連合農学研究科   ５７人 

共同獣医学研究科    ２０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ５８４人 

博士後期課程  １１７人 

一貫制博士課程   １４０人  

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

地域学部  ６８０人 

医学部   １，２４３人（Ｒ７収容定員の 

変更） 

工学部   １，８００人 

農学部   １，０９０人 

（収容定員の総数） 

  ４，８１３人 

研 究

科等 

持続性社会創生科学研究科 ５０２人 

医学系研究科   ２２６人 

工学研究科    ３６人 

連合農学研究科   ５７人 

共同獣医学研究科    ２０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ５８４人 

博士後期課程  １１７人 

一貫制博士課程   １４０人  

63 

島
根
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

法文学部 720人 

教育学部 520人 

人間科学部 320人 

医学部 861人 

総合理工学部 1,504人 

材料エネルギー学部 330人 

生物資源科学部 830人 

（収容定員の総数） 

5,085人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員

学部 

法文学部 720人 

教育学部 520人 

人間科学部 320人 

医学部 873人 

総合理工学部 1,504人 

材料エネルギー学部 330人 

生物資源科学部 830人 

（収容定員の総数） 

5,097人 
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研究

科等 

（省略） 研究

科等 

（省略） 

64 

岡
山
大
学 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

（略） 

医学部  １，２９５人 

（略） 

（収容定員の総数） 

９，４２８人 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

（略） 

医学部  １，３０２人 

（略） 

（収容定員の総数） 

９，４３５人 

65 

広
島
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

（略） 

法学部 720人 

経済学部 800人 

（略） 

医学部 1,149人 

（略） 

工学部 1,810人 

（略） 

情報科学部 610人 

（収容定員の総数） 

10,083人 

研究

科等 

（略） 

先進理工系科学研究科 1,286人【内47人】 

（略） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士課程前期 2,238人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

（略） 

法学部 700人 

経済学部 790人 

（略） 

医学部 1,164人 

（略） 

工学部 1,840人(R7収容定員変更) 

（略） 

情報科学部 730人(R7収容定員変更) 

（収容定員の総数） 

10,218人 

研究

科等 

（略） 

先進理工系科学研究科 1,354人【内47人】 

（略） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士課程前期 2,306人 

66 

山
口
大
学 

（省略） 

学部 

人文学部   740人 

教育学部    720人 

経済学部     1,380人 

（省略） 

学部 

人文学部  740人 

教育学部    645人（R7収容定員変更） 

経済学部  1,380人【45人】（R7設置の 

ひと・まち未来共創学環への定員拠出） 
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（省略） 

理学部  880 人 

医学部      1,125 人 

工学部      2,160 人 

農学部   400 人 

共同獣医学部      180 人 

国際総合科学部  400 人 

（収容定員の総数） 

 7,985人 

研究 

科等 

人文科学研究科    16人 

教育学研究科    70人 

経済学研究科    52人 

医学系研究科  171人 

創成科学研究科   1,024人 

東アジア研究科     30人 

技術経営研究科   30人 

共同獣医学研究科    24人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 998人 

博士後期課程 177人 

一貫制博士課程 156人 

専門職学位課程 86人 

（省略） 

理学部   880 人 

医学部 1,144 人 

工学部  2,160 人 

農学部  400 人 

共同獣医学部  180 人 

国際総合科学部  475 人【75人】（R7収容定 

員変更） 

（R7設置のひと・まち未来共創学環 

への定員拠出） 

ひと・まち未来共創学環 【120人】（R7設置） 

 【】は、学部等連係課程実施基本組織に活

用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

 8,004人 

研究 

科等 

人間社会科学研究科    82人 

人文科学研究科       0人（R7募集停止）  

教育学研究科  56人 

経済学研究科    0人（R7募集停止） 

医学系研究科      171人 

創成科学研究科   1,024人 

東アジア研究科       30人 

技術経営研究科       30人 

共同獣医学研究科     24人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 998人 

博士後期課程   177人 

一貫制博士課程   156人 

専門職学位課程   86人 

67 

徳
島
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

総合科学部 680人 

医学部  1,366人 

歯学部 315人 

薬学部 480人 

理工学部   2,570人 

生物資源産業学部  404人 

（収容定員の総数） 

5,815人 

研 究

科等 

創成科学研究科 891人 

医学研究科  224人 

口腔科学研究科  88人 

薬学研究科  116人 

医科栄養学研究科   71人 

保健科学研究科  69人 

（収容定員の総数） 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

総合科学部 680人 

医学部   1,377人 

歯学部 315人 

薬学部 480人 

理工学部 2,525人（R7入学定員の減） 

生物資源産業学部       404人 

（収容定員の総数） 

5,781人 

研 究

科等 

創成科学研究科 891人 

医学研究科    224人 

口腔科学研究科  88人 

薬学研究科  46人 

医科栄養学研究科   71人 

保健科学研究科  69人 

（収容定員の総数） 
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修士課程

948人 

博士課程

511人 

修士課程

878人 

博士課程

511人 

69 

香
川
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 教育学部  ６４０人 

法学部  ６６０人 

経済学部  １，０４０人 

医学部  ９５７人 

創造工学部 １，３６０人 

農学部     ６００人 

（収容定員の総数） 

５，２５７人 

研究科等 創発科学研究科    ３２６人 

工学研究科（R6募集停止） ０人 

医学系研究科  １８４人 

農学研究科   １２０人 

教育学研究科   ４０人 

地域マネジメント研究科 ６０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程４３８人 

博士後期課程   ７２人 

一貫制博士課程  １２０人 

専門職学位課程  １００人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学部 教育学部  ６４０人 

法学部  ６６０人 

経済学部  １，０４０人 

医学部  ９６８人 

創造工学部 １，３６０人 

農学部     ６００人 

（収容定員の総数） 

５，２６８人 

研究科等 創発科学研究科   ３５６人 

工学研究科（R6募集停止）  ０人 

医学系研究科   １８４人 

農学研究科    １２０人 

教育学研究科  ４０人 

地域マネジメント研究科  ６０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４６８人 

博士後期課程  ７２人 

一貫制博士課程   １２０人 

専門職学位課程   １００人 

71 

高
知
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学
部

人文社会科学部  1,116人 

教育学部  520人 

理工学部  980人 

医学部  945人 

農林海洋科学部   804人 

地域協働学部  240人 

（収容定員の総数） 

4,605人 

研
究
科

総合人間自然科学研究科 494人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程   308人 

博士後期課程   36人 

一貫制博士課程  120人 

専門職学位課程  30人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学
部

人文社会科学部  1,104人 

教育学部  520人 

理工学部  1,000人 

医学部  898人 

農林海洋科学部   824人 

地域協働学部  240人 

（収容定員の総数） 

4,586人 

研
究
科

総合人間自然科学研究科 504人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程   318人 

博士後期課程 36人 

一貫制博士課程  120人 
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専門職学位課程         30人 
 

72 

福
岡
教
育
大
学 

別表 学部、研究科等収容定員 

学部 教育学部 2,460 人 

 

 （収容定員の総数） 

  2,460人 

研究

科等 

教育学研究科 100人  

 

 （収容定員の総数） 

専門職学位課程 100人 
 

別表 学部、研究科等収容定員 

学部 教育学部 2,460 人 

 

 （収容定員の総数） 

  2,460人 

研究

科等 

教育学研究科 112人  

 

 （収容定員の総数） 

専門職学位課程 100人 

博士後期課程   12人 
 

73 

九
州
大
学 

別表１ 学部、学府等及び収容定員 

学

部 

共創学部   420人 

文学部     604人 

教育学部   184人 

法学部    756人 

経済学部   924人 

理学部   1,042人 

医学部     1,219人 

歯学部        318人 

薬学部     376人 

工学部   3,152人 

芸術工学部  748人 

農学部    904人 

 

（収容定員の総数） 

10,647人 

学

府

及

び

研

究

科

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

人文科学府       187人 

地球社会統合科学府   225人 

人間環境学府      370人 

法学府         185人 

法務学府        135人 

経済学府        256人【内5人】 

理学府         429人 

数理学府        168人【内43人】 

システム生命科学府   270人 

医学系学府       592人 

歯学府         184人 

薬学府         166人 

工学府        1,171人 

芸術工学府       330人 

システム情報科学府   475人【内18人】 

総合理工学府      530人 

生物資源環境科学府   719人 

統合新領域学府     121人 

ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府【66人】 

別表１ 学部、学府等及び収容定員 

学

部 

共創学部   420人 

文学部     604人 

教育学部   184人 

法学部    756人 

経済学部   924人 

理学部   1,042人 

医学部     1,219人 

歯学部        318人 

薬学部     376人 

工学部   3,152人 

芸術工学部  748人 

農学部    904人 

 

（収容定員の総数） 

10,647人 

学

府

及

び

研

究

科

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

人文科学府       187人【内8人】 

地球社会統合科学府   225人 

人間環境学府      370人 

法学府         185人 

法務学府        135人 

経済学府        256人【内5人】 

理学府         429人 

数理学府        168人【内43人】 

システム生命科学府   270人 

医学系学府       592人 

歯学府         184人 

薬学府         166人 

工学府        1,171人 

芸術工学府       330人 

システム情報科学府   595人【内18人】 

総合理工学府      530人 

生物資源環境科学府   719人 

統合新領域学府     121人【内4人】 

ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府【66人】 

91 / 164



番
号 

法
人
名 

現行 変更案 

 

 

※【内 人】は、研究科等連係課程実施基本 

組織に活用する収容定員を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,588人 

博士後期課程      1,710人 

一貫性博士課程      890人 

専門職学位課程      325人 
 

人文情報連係学府     【12人】 

 

【内 人】は、研究科等連係課程実施基本組織

であるﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府（※1）及び

人文情報連係学府（※2）に活用する収容定員

を示す。 

※1…同学府の定員は経済学府、数理学府、及

びシステム情報科学府の【内 人】の合

計 

※2…同学府の定員は人文科学府及び統合新領

域学府の【内 人】の合計 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,708人 

博士後期課程      1,710人 

一貫性博士課程      890人 

専門職学位課程      325人 
 

75 

佐
賀
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

（学部） 

教育学部         ４８０人 

芸術地域デザイン学部   ４５０人 

経済学部       １，０４０人 

医学部          ８４３人 

理工学部       ２，０７０人 

農学部          ５８０人 

（収容定員の総数） 

５，４６３人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

（学部） 

教育学部         ４８０人 

芸術地域デザイン学部   ４５０人 

経済学部       １，０４０人 

医学部          ８４６人 

理工学部       ２，０７０人 

農学部          ５８０人 

（収容定員の総数） 

５，４６６人 

76 
 

長
崎
大
学 

別表１ 学部，研究科等及び収容定員 

 

学部 多文化社会学部      ４００人 

教育学部          ７２０人 

経済学部        １，２１０人 

医学部         １，１４４人 

歯学部           ３００人 

薬学部           ４００人 

情報データ科学部      ４８０人 

工学部         １，３２０人 

環境科学部         ５３０人 

水産学部          ４８０人 

 

（収容定員の総数） 

６，９８４人 
 

別表１ 学部，研究科等及び収容定員 

 

学部 多文化社会学部      ４００人 

教育学部          ７２０人 

経済学部        １，２１０人 

医学部         １，１６３人 

歯学部           ３００人 

薬学部           ４００人 

情報データ科学部      ４８０人 

工学部         １，３２０人 

環境科学部         ５３０人 

水産学部          ４８０人 

 

（収容定員の総数） 

７，００３人 
 

77 

熊
本
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

文学部 700人 

教育学部 880人 

法学部 860人【40人】 

理学部 800人【40人】 

医学部 1,253人 

薬学部 470人 

工学部 2,182人【160人】 

情報融合学環 【240人】 

【】は、学部等連係課程実施基本組織に活

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

文学部 700人 

教育学部 880人 

法学部 860人【40人】 

理学部 800人【40人】 

医学部 1,257人 

薬学部 470人 

工学部 2,182人【160人】 

情報融合学環 【240人】 

【】は、学部等連係課程実施基本組織に活

92 / 164



番
号 

法
人
名 

現行 変更案 

用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

7,145人 

研究

科等 

社会文化科学教育部 180人 

自然科学教育部 1,060人 

医学教育部 392人 

保健学教育部 66人 

薬学教育部 132人 

教育学研究科 60人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,179人 

博士後期課程 267人 

一貫制博士課程 384人 

専門職学位課程 60人 

  

用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

7,149人 

研究

科等 

社会文化科学教育部 172人 

自然科学教育部 1,200人 

医学教育部 392人 

保健学教育部 66人 

薬学教育部 132人 

教育学研究科 60人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,311人 

博士後期課程 267人 

一貫制博士課程 384人 

専門職学位課程 60人 

  

78 

大
分
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

 

教育学部     ６００人 

経済学部   １，１００人 

医学部    １，０１２人 

理工学部   １，６００人 

福祉健康科学部  ４００人 

 

（収容定員の総数） 

４，７１２人 

研究

科等 

教育学研究科    ４０人 

経済学研究科    ４９人 

医学系研究科   １４０人 

工学研究科    ２９４人 

 

福祉健康科学研究科 ４０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ３７０人 

博士後期課程       ３３人 

一貫制博士課程     １２０人 

専門職学位課程      ４０人 
 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

 

教育学部     ６００人 

経済学部   １，１００人 

医学部    １，０２２人 

理工学部   １，６００人 

福祉健康科学部  ４００人 

 

（収容定員の総数） 

４，７２２人 

研究

科等 

教育学研究科    ４０人 

経済学研究科    ４９人 

医学系研究科   １４０人 

工学研究科       ０人(Ｒ７募集停止) 

理工学研究科   ３０４人 

福祉健康科学研究科４０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ３８６人 

博士後期課程       ２７人 

一貫制博士課程     １２０人 

専門職学位課程      ４０人 
 

80 

鹿
児
島
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

法文学部    1,680人 

教育学部     770人 

理学部       740人 

医学部    1,130人 

歯学部      318人 

工学部     1,800人 

農学部       710人 

水産学部     560人 

共同獣医学部  300人 

 

（収容定員の総数） 

8,008人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

法文学部    1,680人 

教育学部     770人 

理学部       740人 

医学部    1,150人 

歯学部      318人 

工学部     1,800人 

農学部       710人 

水産学部     560人 

共同獣医学部  300人 

 

（収容定員の総数） 

8,028人 
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番
号 

法
人
名 

現行 変更案 

研究

科等 

人文社会科学研究科  74人 

教育学研究科        40人 

保健学研究科         62人 

理工学研究科        674人 

農林水産学研究科  202人 

医歯学総合研究科    230人 

臨床心理学研究科     30人 

共同獣医学研究科   24人 

連合農学研究科      69人 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 934人 

博士後期課程      177人 

一貫制博士課程     224人 

専門職学位課程      70人 

 

 

 

 

研究

科等 

人文社会科学研究科  74人 

教育学研究科        40人 

保健学研究科         62人 

理工学研究科        660人 

農林水産学研究科  202人 

医歯学総合研究科    230人 

臨床心理学研究科     30人 

共同獣医学研究科   30人 

（Ｒ７入学定員増） 

連合農学研究科      90人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 944人 

博士後期課程      174人 

一貫制博士課程     230人 

専門職学位課程      70人 

 

 

 

 

82 

琉
球
大
学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会学部      ８２０人 

国際地域創造学部  １，４２０人 

教育学部        ５６０人 

理学部         ８００人 

医学部         ９０１人 

工学部       １，４４０人 

農学部         ５７０人 

 

（収容定員の総数） 

 ６，５１１人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科     １２人 

地域共創研究科       ７０人 

教育学研究科        ４０人 

医学研究科        １５０人 

保健学研究科        ２９人 

理工学研究科       ３２６人 

農学研究科         ７０人 

法務研究科         ４８人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４８０人 

博士後期課程 ５７人 

一貫制博士課程 １２０人 

専門職学位課程 ８８人 

 

 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

部 

人文社会学部      ８２０人 

国際地域創造学部  １，４２０人 

教育学部        ５６０人 

理学部         ８００人 

医学部         ９１２人 

工学部       １，４４０人 

農学部         ５７０人 

 

（収容定員の総数） 

 ６，５２２人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科     １２人 

地域共創研究科       ７０人 

教育学研究科        ４０人 

医学研究科        １５０人 

保健学研究科        ２９人 

理工学研究科       ３６３人 

農学研究科         ７０人 

法務研究科         ４８人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４９０人 

博士後期課程 ８４人 

一貫制博士課程 １２０人 

専門職学位課程 ８８人 
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番
号

法
人
名 

現行 変更案 

85 

北
陸
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

研究科等 

先端科学技術研究科 869人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 584人 

博士後期課程 285人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

研究科等 

先端科学技術研究科 914人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 614人 

博士後期課程 300人（R7設置） 

86 

奈
良
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学 

別表 研究科及び収容定員 

研究科 

先端科学技術研究科 1,021人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 700人 

博士後期課程 321人 

別表 研究科及び収容定員 

研究科 

先端科学技術研究科 1,116人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 780人 

博士後期課程 336人 

91 

東
海
国
立
大
学
機
構 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

【岐阜大学】 

学
部

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

社会システム経営学環 

880人 

420人 

980人 

2,180人【80人】 

880人【40人】 

【120人】 

【 】は、学部

等 連係課程

実施基本組織

に活用する収

容 定 員 を 示

す。 

（収容定員の総数）

5,340人 

研
究
科
等

教育学研究科

地域科学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

自然科学技術研究科 

共同獣医学研究科 

連合農学研究科 

連合創薬医療情報研究科 

90人 

40人 

216人 

81人 

750人 

24人 

60人 

18人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

【岐阜大学】 

学
部

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

社会システム経営学環 

880人 

420人 

980人 

2,240人【80人】

（R7収容定員増） 

880人【40人】 

【120人】 

【 】は、学部

等連係課程

実施基本組

織に活用す

る収容定員

を示す。 

（収容定員の総数） 

5,400人 

研
究
科
等

教育学研究科 

地域科学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

自然科学技術研究科 

共同獣医学研究科 

連合農学研究科 

連合創薬医療情報研究科 

社会システム経営学院 

90人 

42人【2人】 

216人 

81人 

780人【10人】 

24人 

60人 

18人 

【12人】 

【 】は、研究

科等連係課

程実施基本
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番
号 

法
人
名 

現行 変更案 

 

 

 

 

（収容定員の総数） 

修士課程     828人 

博士課程     159人 

一貫制博士課程  212人 

専門職学位課程  80人 

【名古屋大学】 

学部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

情報学部 

 

 

理学部 

医学部 

工学部 

 

 

農学部 

520 人 

280 人 

620 人 

840 人 

560 人 

 

 

1,080 人 

1,462 人 

2,720 人 

 

 

680 人 

 

（収容定員の総数） 

8,762 人 

研究科等 

人文学研究科 

教育発達科学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

情報学研究科 

理学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

生命農学研究科 

国際開発研究科 

多元数理科学研究科 

環境学研究科 

創薬科学研究科 

 

391 人 

201 人 

271 人 

154 人 

417 人 

592 人 

894 人 

1,635 人 

428 人 

154 人 

184 人 

428 人 

94 人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程  3,336人 

博士後期課程       1,713人 

一貫制博士課程       644人 

専門職学位課程       150人 
 

組織に活用

する収容定

員を示す。 

 

（収容定員の総数） 

修士課程     860人 

博士課程     159人 

一貫制博士課程  212人 

専門職学位課程  80人 

【名古屋大学】 

学部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

情報学部 

 

 

理学部 

医学部 

工学部 

 

 

農学部 

520 人 

280 人 

620 人 

840 人 

606 人 

（R7収容

定員増） 

1,080 人 

1,463 人 

2,780 人 

（R7収容 

定員増） 

680 人 

 

（収容定員の総数） 

8,869 人 

研究科等 

人文学研究科 

教育発達科学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

情報学研究科 

理学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

生命農学研究科 

国際開発研究科 

多元数理科学研究科 

環境学研究科 

創薬科学研究科 

391 人 

201 人 

271 人 

154 人 

457 人 

592 人 

894 人 

1,635 人 

428 人 

154 人 

184 人 

428 人 

94 人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,376人 

博士後期課程      1,713人 

一貫制博士課程      644人 

専門職学位課程      150人 
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番
号 

法
人
名 

現行 変更案 

93 

奈
良
国
立
大
学
機
構 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

【奈良教育大学】 

学部 

教育学部        1,020人 

 

（収容定員の総数） 

1,020人 

研究科

等 

教育学研究科       140人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程  40人 

専門職学位課程     100人 

【奈良女子大学】 

学部 

文学部          632人 

理学部          560人 

生活環境学部       588人 

 

工学部          200人 

（収容定員の総数） 

            1,980人 

研究科

等 

人間文化総合科学研究科  510人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 396人 

博士後期課程      114人 
 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

【奈良教育大学】 

学部 

教育学部        1,020人 

 

（収容定員の総数） 

1,020人 

研究科

等 

教育学研究科       140人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程  40人 

専門職学位課程     100人 

【奈良女子大学】 

学部 

文学部          632人 

理学部          560人 

生活環境学部       640人 

（R7入学定員増） 

工学部          200人 

（収容定員の総数） 

            2,032人 

研究科

等 

人間文化総合科学研究科  510人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 396人 

博士後期課程      114人 
 

 

・募集停止に伴う学部・研究科名の削除のみ １法人 

番
号 

法人名 学部・研究科名 

84 総合研究大学院大学 文化科学研究科 
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〇 共同利用・共同研究拠点等の認定・改組等に伴う変更 ８法人 

番
号 

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

1 

北
海
道
大
学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

 

（略） （略） 

教育関

係共同

利用拠

点 

（略） 

 

食糧基地、北海道の水圏環境を学ぶ

体験型教育共同利用拠点－水圏環

境・水圏生物・技術・人間活動から

未来を考察できる人材育成－（北方

生物圏フィールド科学センター水

圏ステーション（臼尻水産実験所、

七飯淡水実験所及び忍路臨海実験

所）） 

教職員の組織的な研修等の共同利

用拠点－教育の内部質保証を担う

大学教職員の能力向上プログラム

の開発－（大学院教育推進機構（

高等教育研修センター）） 
 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

 

（略） （略） 

教育関

係共同

利用拠

点 

（略） 

 

食糧基地、北海道の水圏環境を学ぶ

体験型教育共同利用拠点－特色あ

る水圏生態系の理解に基づく産業

グローカルな視野の醸成－（北方生

物圏フィールド科学センター水圏

ステーション（臼尻水産実験所、七

飯淡水実験所及び忍路臨海実験

所）） 

自律的学習を促進する研修プログ

ラム開発拠点（大学院教育推進機

構（高等教育研修センター）） 
 

 

 

 

 

 

 

・教育関係共

同利用拠点の

再認定に係る

名称変更のた

め。 

16 

筑
波
大
学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

 

（略） （略） 

教育関

係 

共同利

用拠点 

ナチュラルヒストリーに根ざした

山岳科学教育拠点（山岳科学センタ

ー） 

日本語・日本事情遠隔教育拠点（グ

ローバルコミュニケーション教育

センター） 

ダイバーシティ・エクイティ・イ

ンクルージョン人材教育拠点（ヒ

ューマンエンパワーメント推進

局） 

 

 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

 

（略） （略） 

教育関

係 

共同利

用拠点 

ナチュラルヒストリーに根ざした

山岳科学教育拠点（山岳科学セン

ター） 

（削除） 

 

ダイバーシティ・エクイティ・イ

ンクルージョン人材教育拠点（ヒ

ューマンエンパワーメント推進

局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度末

をもって教育

関係共同利用

拠点の認定期

間が終了とな

ることに伴う

変更 

18 

宇
都
宮
大
学 

別表２ 教育関係共同利用拠点 

教育

関係

共同

利用

拠点 

 

生命や環境と調和した持続的な食と農

について学ぶ食農フィールド教育拠点

（宇都宮大学農学部附属農場） 

 
 

別表２ 教育関係共同利用拠点 

教育

関係

共同

利用

拠点 

 

生命・環境と調和した持続的な食と農

について学ぶフィールド教育拠点（宇

都宮大学農学部附属農場） 

 
 

教育関係共同

利用拠点の再

認定（令和７

年４月１日～

令和12年３月

31日）に係る

拠点名の変更 

24 

東
京
外
国
語
大
学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

共同

利用

・共

同研

究拠

点 

アジア・アフリカの言語文化に関

する国際的研究拠点（アジア・ア

フリカ言語文化研究所） 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

共同

利用

・共

同研

究拠

点 

アジア・アフリカの言語文化に関

する国際的研究拠点（アジア・ア

フリカ言語文化研究所） 

オンライン日

本語教育セン

ターを次世代

日本語教育Ｄ

Ｘセンターに

改組したこと

に伴う変更 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

教育

関係

共同

利用

拠点 

アカデミック日本語教育ＤＸ共

同利用拠点（オンライン日本語教

育センター）

教育

関係

共同

利用

拠点 

アカデミック日本語教育ＤＸ共

同利用拠点（次世代日本語教育Ｄ

Ｘセンター）

52 

京
都
大
学 

別表２ 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・

共同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

国際共同利用・共同研究拠点 

化学関連分野の深化・連携を基軸とする先端・学

際グローバル研究拠点（化学研究所） 

数学・数理科学の国際共同研究拠点（数理解析研

究所） 

共同利用・共同研究拠点 

人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点（人文科

学研究所） 

（中略） 

自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研

究拠点（防災研究所） 

理論物理学研究拠点（基礎物理学研究所） 

先端経済理論の国際的共同研究拠点（経済研究所

） 

（後略） 

教育関係共同利用拠点 

人と自然のつながりを学ぶ森林フィールド教育共

同利用拠点（フィールド科学教育研究センター芦

生研究林・北海道研究林・上賀茂試験地）＜令和

６年度末まで＞ 

（後略） 

別表２ 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・

共同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

国際共同利用・共同研究拠点 

化学関連分野の深化・連携を基軸とする先端・学際

グローバル研究拠点（化学研究所） 

数学・数理科学の国際共同研究拠点（数理解析研究

所） 

理論物理学国際研究拠点（基礎物理学研究所） 

共同利用・共同研究拠点 

人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点（人文科学

研究所） 

（中略） 

自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究

拠点（防災研究所） 

先端経済理論の国際的共同研究拠点（経済研究所） 

（後略） 

教育関係共同利用拠点 

人と自然のつながりを学び創る森林フィールド教育

共同利用拠点（フィールド科学教育研究センター芦

生研究林・北海道研究林・上賀茂試験地）＜令和１

１年度末まで＞ 

（後略） 

〇これまで共

同利用・共同

研究拠点であ

ったところ、

令和７年度か

らは国際共同

利用・共同研

究拠点として

認定され、併

せて拠点名が

変更となった

ため 

〇令和６年度

に行った継続

申請により、

教育関係共同

利用拠点とし

ての認定期間

が更新され、

併せて拠点名

が変更となっ

たため 

55 

大
阪
大
学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点 

共同利

用・共

同研究

拠点 

学際大規模情報基盤共同利用・共

同研究拠点 

（サイバーメディアセンター）

別表２ 共同利用・共同研究拠点 

共同利

用・共

同研究

拠点 

学際大規模情報基盤共同利用・共

同研究拠点 

（D3センター） 

組織整備に伴

い認定施設の

名称が変更と

なったため。 
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番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

65 

広
島
大
学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

共同利

用・共

同研究

拠点 

（略） 

・放射光物質物理学研究拠点（放射

光科学研究センター）

・生体医歯工学共同研究拠点（ナノ

デバイス研究所）

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

共同利

用・共

同研究

拠点 

（略） 

・放射光物質物理学研究拠点（放射

光科学研究所）

・生体医歯工学共同研究拠点（半導

体産業技術研究所）

・改組に伴い

令和６年４

月に認定施

設の名称が

変更となっ

たため。

91 

東
海
国
立
大
学
機
構 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

共同利用・

共同研究拠

点 

【岐阜大学】 

糖鎖生命科学連携ネットワー

ク型拠点（糖鎖生命コア研究

所）

【名古屋大学】 

宇宙地球環境研究拠点（宇宙

地球環境研究所） 

環境調和型で持続発展可能

な省エネルギー・創エネルギ

ーのための材料とシステム

研究拠点（未来材料・システ

ム研究所）

学際大規模情報基盤共同利

用・共同研究拠点（情報基盤

センター）

低温プラズマ科学研究拠点

（低温プラズマ科学研究セ

ンター）

糖鎖生命科学連携ネットワ

ーク型拠点（糖鎖生命コア研

究所）

教育関係共

同利用拠点 

【岐阜大学】 

医学教育共同利用拠点（医学

教育開発研究センター） 

【名古屋大学】 

先端マリンバイオロジーに

関するグローバル教育共同

利用拠点（名古屋大学大学院

理学研究科附属臨海実験所） 

質保証を担う中核教職員能

力開発拠点（名古屋大学高等

教育研究センター） 

別表２ 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・

共同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

国際共同利

用・共同研

究拠点 

【名古屋大学】 

宇宙地球環境研究拠点（宇宙

地球環境研究所） 

共同利用・

共同研究拠

点 

【岐阜大学】 

糖鎖生命科学連携ネットワ

ーク型拠点（糖鎖生命コア研

究所） 

【名古屋大学】 

環境調和型で持続発展可能

な省エネルギー・創エネルギ

ーのための材料とシステム

研究拠点（未来材料・システ

ム研究所）

学際大規模情報基盤共同利

用・共同研究拠点（情報基盤

センター）

低温プラズマ科学研究拠点

（低温プラズマ科学研究セ

ンター）

糖鎖生命科学連携ネットワ

ーク型拠点（糖鎖生命コア研

究所）

教育関係共

同利用拠点 

【岐阜大学】 

医学教育共同利用拠点（医学

教育開発研究センター） 

【名古屋大学】 

先端マリンバイオロジーに

関するグローバル教育共同

利用拠点（名古屋大学大学院

理学研究科附属臨海実験所） 

質保証を担う中核教職員能

力開発拠点（名古屋大学高等

教育研究センター） 

・令和 7 年度

からの国際共

同利用・共同

研究拠点に新

規認定された

ため。
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